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当財 団では,過 去4年 間 に 国内 企 業 よ り代表 的 な13業 種 を選

ん で情報 処理 に関 す る ケー ス ・スタデ ィ調査 を実施 してまい りま

した。

この調査結果 をま とめ るに当 り,本 年 度 は先 ず情 報 処 理 費 用 対

効 果 の 問題 を共通 のテーマ と して取上 げ,そ のた めに経 営 情 報 調

査研 究 会 を設 けて調査致 しま した。

この報告 書は これ らの調査結果 を取 りま とめた ものであ ります。

本調査 にご協 力いただきま した経営情報調査研究会研究 員お よび

関係各位 に心 か ら感謝い た します。
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会 長 難 波 捷 吾
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1.調 査 主 旨

コ ンピュ ー タが わ が国 に導 入 され て10数 年 に な るが ,技 術 革 新 とい う面 に

お いて は,現 状 は初 期 の予 想 を は るかに越 えて お り,ま た将 来 さ らに進 展 す る

ことは必至 で あ る。

こ の間,コ ン ピュー タの 利用 方 法,そ の効果 等 が云 々 され て きた が,費 用対

効 果 の問 題 に つ い て は 日本 に お い て は未 だ標準 化 され た考 え芳 が何 ひ とつ な い

現状 であ る。

す なわ ち,ハ ー ドウ ェ ア の大 規 模化,ソ フ トウ ェア の複 雑 ・精 密 化 に伴 い,

適 用業 務 の開 発 は急 速 に進 んでお り,ま た そ れ に比 例 して要 員 に対 す る経 費 を

含 めた コ ン ピ ュー タ費 用 は増 大 の一 途 をた ど って い る。 そ れ に も拘 らず,こ の

面 に おい て基 準化 され た測 定方 法 が な い。

この様 な傾 向 は,コ ン ピュー タ費 用 の増 大 に伴 う,経 営 へ の圧 迫 とい う事 態

に発 展 す る こ とであ ろ う。

こXで あ らた めて,企 業 ベ ース を中心 と した採 算性 の問 題 に つ いて調 査 致 し

た い。

この検 討 の第 一 段 階 と して,情 報 処理 コス ト(レ ンタル料,減 価 償 却,人 件

費,回 線 使用 料,運 営 諸 経 費等 を含 む)の 現 状 分 析 を行 な い,経 営 資 本 上 の位

置づ け をす る。

また,こ れ の定 量 的,定 性 的 な分 析 と,企 業 採 算 性 とを ど う結 びつ け るか,

これ らの問 題 を浮 きぼ りに し,わ が国 にお け る企 業 の コン ピ ュー タ導 入 お よび

レベ ル ア ップのた め の参考 資 料 を作成 す る こ とを本 調 査 の 目標 と した。

と くに最近,コ ン ピュ ー タ ・ユ ーザに於 いて は,コ ン ピ ュー タ利用 に対 す る

コス ト認 識 が急速 に強 ま って きて い る』

これ は コ ン ピュー タが,主 として企業 の イ メー ジ ア ップのた め に利用 した時

代 を過 ぎて,現 在 は合理 化,省 力化 の道 具 に,さ らには戦 略 的 な意 味 を持 つ よ

うに な って きて い る こ とと,不 況 の 余波 で コン ピ ュー タ部 門 も経 費 の節 約 対 象
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と な って い る こ とな どの理 由に よる もの で あ る 。

そ こで 当然,コ ン ピ ュー タ ・コス トを ど う算 出 す るか とい う問 題 が表 面 に で

て くる。 このた め,ま ず情 報 処 理 コス トを算定 す る原 価管 理的 シス テ ムを手 が

け る こ とに な るが,こ の場 合,情 報 の 購有償性"を ど う算 出 す る か のキ メ手 を

欠 いて い るのが現 状 であ る。

N社 の例 にみ られ る よ うに,出 力情 報 の メ リ ッ ト評 価 とい う受 益者 負担 主 義

を採 用 して,受 益 部 門 に コン ピ ュー タ処理 して得 た デ ータ を商 品 として費 用 を

請求 す る と ころ もあ る。

この方 法 は,「 コ ンピ ュー タ部 門 の費 用対 効 果 に,コ ン ピュー タ処理 で得 ら

れ るス ピ ー ド化,合 理 化,さ らに は シス テ ム化 な どの効 果 や,今 迄人 力 で は無

し得 な か った業 務 処 理 に対 す る効果 な どは,金 銭 的 に は はかれ な い」 とす る意

見 もあ り,コ ンピュ ー タ利 用 の初 歩段 階 のユ ーザ に は比較 的 有 効 とされ,そ の

一 部 では高 く評 価 され て いる が
,コ ン ピュー タ利 用 の進 んだ ユ ー ザ にお い て は

疑 問 視 す るむ きが多 い。

特 に,金 融機 関,製 造 業 者,輸 送 業 者 の一 部 の会 社 に み られ る如 く,コ ン ピ

ュー タが単 な る合 理化,省 力化 の道 具 で はな く,コ ンピ ュ ータ活 用 が企 業 の 存

立 にか か わ る戦 略的 な もの に な って い る場 合i二 は,コ ン ピュー タ処 理 の価格 算

定 は一電 算 部門 の問題 で は な くな って き て い る こ とは事 実 であ る。

したが って,こ れ らの会 社 の コ ン ピュー タ ・コス トは,全 社 的 な問 題 として

今 後 の コ ン ピュー タ利 用 計 画,コ ス ト算 定 に取 り組 む必 要 に迫 られ て きて い る。

この様 な方 向 は,業 種 に よっ て コ ン ピュータ の利 用形 態 が異 な る ことに起 因

して お り,こ の際 それ ぞ れ の業 種 が,そ の利 用形 態 を 中心 と して費 用 対 効果 の

見方を して行 くこ とが,現 段 階 にお いて は最 良 の方 法 と も考 え られ る。
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2情 報処理費用対効果の考え方

コ ソピ ュ・一夕利 用 の効 果 につ いて ,常 時測 定 して い る とい うユ_ザ につ し、

て10数 社 を調査 して みた。 そ の うちの約 半 数 に近 い企 業 に お いて は ,コ ソピ

ゴ ータに よ りア ウ トプ ッ トされ て いる全 作 衰 頽 を,若 し人 手 に依 って計 算 ・記

帳 す る もの と して単 に労 力面 か らみて比 較 すれ ば,'人 件 費 の高騰 化 しつNあ る

現在,一 応 表 面 上 はペ イ され る と して い る。

そ して,事 務 原価 の節 減 で コン ピュ ータ に要 す る経 費 を十 分 まか な って お り

他の す べ て の効 果 は これ を オ プ シ ョナル と考 えて い る。 また 逆 に,何 社 か は コ

ンピュ ータ は事務 原 価 の節 減 の み では ペ イ で きな い と考 えて いる
。

しか し,問 題 は この ア ウ トプ ッ トされた 作表 類 が実 際 に仕事 に役 立 つ か ,役

立 たぬ か にかxっ て い る。

この場 合,前 章 に述 べ たN社 の如 く,

① 作表 を コス トに換 算 す る 囚

この表 を作 成 す る には い く ら賢 か った か,

② 相 手 の利 用 部 門 の活 用 価 値 ,(B}

③AとBと の比較

す なわ ち,B-Aが 大 な るほ どよい こ とは言 うまで もな い。

ただ し,こ れ は評 価方 法 に よ り,価 値 の設 定 で いろ い ろ と差 が出 る こ とが大

きな問 題 とな る。

この よ うな こ とか ら,コ ンピュ ータ投 資 に見合 う効 果 をあ げ る に は ,産 業 別

とか・ コ ン ピュー タの機種,ア プ リケ ー シ ョンの種 類 な どに よる もの で な く,

トップ ・マネ ジ メ ン トの能 力 に よ る こ とが多 い と い う結論 に も達 す るわ け で あ

る。

次 に は,事 務 処 理 の コ ン ピュー タ化 に よ る経 費 の節 減 か ら,コ ン ピュー タの

適 用 に よ り,よ り高 収 益 を得 られ る業 務 へ と拡 大 を狙 うべ きで あ る として お り,

つ ま り,コ ン ピュー タ利 用 を 「企業 の セ ール スポ イ ン ト」 として利 益増 大 の方
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向へ と進 むことが必要 であ ると強調 しているところが非常 に多 い。

2.1情 報 処 理 費 用 に つ い て

今 日 コ ン ピュ ータ化 の進 ん だ会 社 は,定 常 ・定 型的 な業 務 の事 務 処理 の大

部分 を,コ ン ピュー タ に乗 せ る こ とに成功 しつyあ り,さ らに進 ん で管 理 的

業 務 あ るい は計 画業 務 の適 用 へ と進 む段 階 に あ る。

したが って,事 務 処理 機 械 と して の コン ピュ ー タは,そ の能 力 は十 分 に発

揮 され,そ れ に関 す る限 りにお い ては十 分 にペ イ され て い る こ とは疑 い もな

い事実 とな って い る。

しか し,コ ン ピュ ー タ化 が進 むにつれ て,業 種,利 用 形 態 そ の他 の条件 に

よ りお のず か らそ の設 備 規模 に限 度 が み られ,処 理費 用 と コ ン ピュ ー タ支 出

額 との間 に は,そ の バ ラ ンス を保 ち得 る関 係 が存在 す る で あ ろ うか とい う こ

とで あ る。

そ こで.ま ず この面 か らの調査 解 析 を す る必 要 があ り,情 報 処 理費 用 を 中

心 として その関 係 面 を も併 せ て調 査 した。

21.1コ ン ピ ュー タの 運 用経 費 .

コ ン ピュー タ の運 用経 費 は ,1971年 度版 コン ピュ ー タ白書 に よれ ば,

機 械 レンタル料 の 占 め る割 合 いが43.1%で 最 も大 ぎ く,つ い で人件 費 が

28.9%,機 械償 却費9.O%,通 信 回線 料(そ の他 関 係 費)4 .7%,プ リ

ン ト用紙 費3.7%,さ ん孔 ・検孔 費3 .5%の 順 とな って い る。

本 調査 が行 な った10数 社 の結 果 に お いて も,機 械 レ ンタル料40 .1%

人件 費29.3%,機 械 償 却 費7.8%と,ほ ぼ 同 じよ うな数 字 を示 して い る。

しか し業 種別 に分 析 してみ る と,そ の内容 にお い て機 械 レ ンタル料 が'

50.2%,人 件 費25.7%と い う業 種 もあ り,ま た逆 に機 械 レ ンタ ル料

35.2%,・ 人 件 費39.2%で レンタ ル料 に比 べ て人件 費 比率 が大 き い業 種

もみ られ た。

通 常 コ ン ピュ ータの 運用 経 費 と は,
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機 械 レ ンタル料

機 械 償 却費

保 守 ・保 険費

カ ー ド,テ ー プ費

磁 気 テ ー プ,磁 気 デ ィス ク費

プ リン ト用紙 費' .

さん孔 ・検 孔 贅

費.い 委 託計 算 費

通 信 回 線料

人件費(給 与手当,賞 与,法 定福利費,福 利厚生 費,退 職給 与引当分

.経 費,教 育費等 々)

な どの項 目別にわけ られて いるが,コ ンピュータ部門 の発生費用 としては,

上記 のほかに,

水道光熱費

設備関係費

地代家賃

租税公課

旅費交通費 ・〆

通信費

会議費,諸 会費

文 具消耗品費

その他

等 々があ る。.,,

また,予 算面 において は,次 の如 き項 目にわけて企業 内で処理 している

ところが多 い。

① 機械 レンタル料

輸入課税費,国 内縮掛 な ども含 め る6

② 要員費
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管理 者,シ ステム ・エ ンジニア,プ ログラマー,オ ペ レーター,パ ン

チャー等の関係人件 費

③ 保守料

買取 りの場 合の保守料金

④ データ伝送 回線費

伝送専用 回線費用,通 信連絡 費用等 々

⑤ 消耗品費

カー ド・テープ費用,磁 気 テープ費用

⑥ 備 品費用

テープ保管庫,室 内運搬 具,作 業用机 などの付属器 具,什 器備品 であ

るが,減 価償却費 に含んで処理 しているところが多 い。

⑦ 電 力料金料 その他

光熱費,水 道代その他

⑧ 保険料

コンピュータの支払保険料

⑨ 帳票 ・印刷費

⑩ 外注処費費用

⑪ 減価償却費

定額法 か定率法 による減価償却費額(法 定耐用年数5年)

⑫ 固定資産税

⑬ 機械室改造工事費

⑭ そ の他

次 に,産 業 別 の コ ン ピュ ータ関 係総 連 用賀 をみ る と,代 表 的 産 業 の1社

当 り月間総 運 用費 は次 の如 きで あ る。

鉄
、 鋼9・98・ 万9・ … 円

(20社 平 均)

電 気 機 器3,533万8,000円

(60社 平 均)
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保

金

険

融

輸送用機器

'繊

維

化学 ・石油

商社 ・卸売

3.510万6,000円

(18社 平 均)

2,349万4,000円

(102社 平 均)

2,207万9、OOO円

(54社 平 均)

1,537万1,000円

(24社 平 均)

1,122万9.000円

(90社 平 均)

732万3,000円

(85社 平 均)

21.2ハ ー ド ウ ェ ア

通 商 産 業 省,JECCな ど の資 料 に よ る と,1970年9月 末 現 在;わ が 国

で 実 働 して い る汎 用 コ ン ピ ュ ー タ は,7 ,933セ ッ ト,売 価 換 算 額7,387

億 円 で あ る。

型 別 に わ け る と,大 型 コ ン ピ ュ ー タ(シ ス テ ム 規 模2億5,000万 円 以

上)760セ ッ ト,中 型 コ ン ピ ュ ー タ(シ ス テ ム 規 模4 ,000万 円 以 上 ～

2億5,000万 円 未 満)2,714セ ッ ト,小 型 コ ン ピ ュ ー タ(1,000万 円

～4 ,000万 円 未 満)2,795セ ッ ト,超 小 型 コ ン ピ ュ ー タ(1 ,000万 円 未

満)1,664セ ッ ト と な っ て い る。

ま た産 業 別 の 実 働 状 況 で は,金 融 の620セ ッ ト,1 ,020億 円,次 い で

電 気 機 械718セ ッ ト,981億 円,商 事 ・卸 小 売1,411セ ッ ト,581億 円

輸 送 用 機 械356セ ッ ト,502億 円,政 府 関 係 機 関240セ ッ ト,459億

円,サ ー ビ ス(計 算 セ ン タ ー が 大 部 分)614セ ッ ト,468億 円,鉄 鋼

299セ ッ ト,425億 円 な ど が 需 要 の 多 い産 業 で あ る。

月 間 レ ンタ ル 料 の 投 資 規 模 別 使 用 状 況 は,1971年 度 版 コ ン ピ ュ ー タ 白

7



書 に よれば,月 額 レ ンタル .222万 円以 上555万 円未 満 の中 型Aク ラス

の ユ ーザ ー、が全体 のil率 か らみ る と26.6%と 最 も多 く,次 いで88万 円

以 上222万 円未 満 の中型Bク ラスが22.1%で,両 者 合計 で48.7%と

約 半 数 を 占 めて いる。

555万 円 以上 の 大型 ユ ーザ ーは22.5%.22万 円以 上8'8万 円未 満

の小型=一 一ザ ーが17.2%・.他 は超 小型 と ク ラス別 が 不 明Lのユ ーザ ー で あ

る。

次 に,産 業 別 の コ ンピュ ー タ ・セ ッ ト数 別事 業 体 を み る と,全 体 の70.2

%が1セ ッ トだ け保 有 のユ ーザ ー で,2セ ッ ト保 有 して いる ユ ーザ ー は,

14.1%,3セ ッ ト以 上 は15.7%と な って い る。

1事 業体 で10セ ッ ト以上 保 有 して い るの は,電 気 機 器 製造 業 ,輸 送 用

機 器 製 造業,商 社,金 融 機 関,運 輸 ・通信,鉄 鋼 な どの業 種 で,且 つ大 企

業 に限 られ て い る。

コ ン ピュー タの使 用時 間 は ,稼 動 時 間 の多 い ほ ど費 用 対効 果 面 で有 利 な

こ とは い うまで も な い。

月 間使 用 時 間 を全 産 業 の平 均 でみ る と,200時 間未 満 が最 も多 く32.3

%を 占 め
tt200時 間 以 上250時 間未満 が1&4%,250時 間 以 上300

時 間 未満 が10.O%,300時 間以 上350時 間 未満 が10.1%,350時 間

以 上450時 間未 満 が14.5%,450時 間 以上550時 間未 満 が&6%,

550時 間 以上 が6.1%と な って いる。

しか も,大 型 コ ン ピュ ー タ使 用 の ユ ーザ ー は稼動 時 間 が多 く,小 型 コ ン

ピュー タ使 用 ユ ーザ ーは稼動 時 間 が少 い とい う傾 向 は ,企 業 が高 価 な コ ン

ピュ ー タほ ど24時 間 稼 動 を 目標 として,そ の体制 を強 化 して い るこ とに

よ る もの で あ る。

21.3ソ フ ト ウ ェ ア

今 後 は,シ ス テ ム設 計 や プ ログ ラ ミングに 関 す る費 用 が増 大 す る傾 向 に

あ る。



す なわ ち,コ ンピュ ータ は第3.5世 代 か ら第4世 代 とハ ー ドウェ ア技術

は ます ます高度 化 しつ)・・あ り,そ れ と並行 して コ ンピュ ー タの使 い方 も従

事 の バ ッチ中心 か らオ ンライ ン ・シ ス テ ムへ,さ らに は タ イ ム ・シェ ア リ

ングへ と発 展 拡 大 の方 向 にあ る。

した が って,こ れ を サ ポ ー トす る ソフ トウ ェ ア もます ます 高度 且 つ複 雑

な もの カ1要求 され るよ う
.C:な って きて お り,今 後 は この面 で も多 額 の投 資

が必 要 と され る こ とは明 らか で あ る。 一'

通常,ソ フ トウ ェア費用 と は,

① シス テ ム設 計 料

シス テ ム設計 に費 す所 要 時 間,労 力,シ ステ ム設 計 に必 要 と され る

材料 費,出 張 費,通 信費,そ の 他

対象 業 務の 調 査分析,新 システ ムの全 手 順 の構 成 お よび 帳票 な ど諸 様

式 の設 計費 用

② プ ログ ラム料

プ ログ ラム作成 に必要 な人 件費.シ ス テ ム ・テ ス トに必 要 な 人件 費 ,

コ ンピ ュータ使 用料 ,物 件 費,ド キ ュメ ン トの整 備 に要 す る費 用 等 々

の2つ が中心 と な る。 最近 は,情 報 処 理 コス トの 中 で シス テ ムお よび プ ロ

グ ラムの作 成段 階 の コス トが ます ます大 きな比 重 を 占 める傾 向 に あ る。

bプ ログ ラム開発 に つ いて

プ ログ ラム ・コス トの把握 に は,新 ら し く開 発 す る プ ログ ラムの大 き さ,

これ に対 す る要 員数,コ ン ピュ ー タ ・・タ イ ム ,事 務経 費,管 理 費 な どか ら'

算 出 す るが,こ の算 出 のた め の基 準 とな るもの は,既 開発 プ ログ ラ ム作 成

に要 した費 用 が中心 とな る。

このた め,コ ス トの算定 に して も効 果 の測定 にお いて も,今 日 まで の現

状 で は極 め て あ い まい な もの で あ'った。

これ が ソフ トウェ アの開発 を専 門的 に行 な う企 業 の 出現 に よ り,こ の面

での コス ト把握 も次 第 に明確 化 した考 え方 が で き る よ うに な って きた 。 こ

の結果,ユ ーザ ー もサ ー ビス会 社 の いず れ に も,そ れぞ れ の立 場 か らの明
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確 な コス ト意識 が生 まれ,そ れ が 自 らの合 理化 へ の努 力へ と結 び つい て き

た の で あ る。

○ ソフ トウ ェア業

わ が 国 に お いて ソ フ トウ ェア業 が設立 され たの は1966年 ご ろで あ り,

米 国 に比 べ た場 合 はか な り遅 れ た状 態 に あ る。

すな わ ち,現 在 コ ン ピュー タ ・ユ ーザ ー が保 有 して いる ソフ トウ ェア の

開発 主体 は,通 商 産業 省 資 料 に よ って も,今 回 の本調 査 に よう て も,基 本

ソ フ トウ ェ アで は コン ピュ ータ ・メ ー カー が,応 用 ソ7ト ウ ェ アで は コ ン

ピュ ー タ ・ユ ーザ ーが そ れぞ れ 開発 の中 心 を占 め てお り,ソ フ トウ ェア業

の開発 し た もの は僅 か数%に す ぎ な い。

しか し,今 後 は ソ フ トウ ェア業 に対 す る ニー ズの急 増 が予 想 され,ソ フ

トウェ ア開発 の相 当 部分 を担 当 してし・く もの と予 想 され る。

その よ うな方 向 で ソ フ トウ ェア開 発 産 業 が発 展 す るな らば,今 後 は,コ

ソピ三 一 タ ・ユ ーザ ー 自体 が ソ フ トウ ェア ・コス トにつ いて 明確 化 した基

準 を もって,経 済性 と結 果 とい う見地 か ら精密 な検 討 が行 なわ れ て い く こ

とに な る で あ ろ う。

騰 　 　 　 　 一 轍と「
21.4情 報 処 理 要 員

情 報 化 を支 えて い るコ ン ピュ ータ部 門 の要 員 は,一 般 的 なわ け方 で は,

システ ム ・エ ンジ ニ ア,プ ロ グラマ ー,オ ペ レー タ ー,パ ンチ ャー,庶 務

関 係 者 と大 別 されて い る。

コ ン ピュ ー タ関係 団体 資 料 に よれ ば(1970年9月 末 現 在),全 産 業 平

均 の一 事業 体 あ た りの要 員 数 は,

管 理 職3.3名

シ ステ ム ・エ ンジ ニア5.0

プ ログ ラマ ー12.4
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オペ レー ター7.1名

キ イ ・パ ンチ ャ ー14.2

庶 務 そ の他5.7

計47.7

次 に産 業 別 では,第3次 産 業 の要 員数 が平 均 して 多い 。 最 も要員 数 の多

い産業 は,

電気 ・ガス ・水道

鉄 鋼

運輸 ・通信

証券業

保 険

輸送用機器

な どであゐ。.

130.3名

123.5

117.7

94.0

88.1

70.0

要員 の指標 としては,平 均 残業時間,コ ンピュータ教育 の状況指標,賃

金指標,勤 務制度等 が挙げ られる。

また,型 別の一事業体 当 り要員数 をみる と,大 型機 に なるほ ど職種別要

員数 が多い。

コンピュータ要 員の平均賃金(基 本給)は,

シス ァ ム ・エ ンジ ニ ア

(平 均 年令

プ ログ ラマ ー

(平 均 年 令

オ ペ レーター

(平 均 年令

パ ンチ ャー

(平 均 年 令

で あ る。代 表 的 産業 の 中 で は,繊 維,

の業 種 が平 均 的 に高 い 。

73,900円

30.4才.)

54,700円

25.6才)

44,800円

22.8才)

36,100円

20.7才)

金 融,保 険,鉄 鋼,化 学,石 油 な ど
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コン ピュ ー タ要 員 の 職 務手 当 をつ けて い る事業 体 は25.5%で,パ ン チ

ャーが平 均1,799 、円'オ ペ レータ平 均3,002円 ・ プ ロ グ ラ〔 一平均

3,953円, 、シ ろ テ ム ・エ ンジ ニア平 均7,『26円 とな って い る。

最 後 に,米 国 にお け る例 と して.

① ハ ー ドウェ ア と要 員3名(シ ス テム ・エ ンジ ニア,プ ログ ラマ ー,

ナ ペ レー タ)に 対 す る支 出 の割 り合 い は,

製 造 業 で0.66%

運輸 業 で0.90%

・ 流 通 業 で0 .67%

② コン ピ ュー ダ関 係要 員 数 の全 従業 員 に対 す る割 り合 い は,,

製 造 業.1.34%

航 空 ・防衛 産 業,2.39% .

包 装業,林 材 製 品業0.78%

運輸 業LO9%

流 通業,'、1.52%

銀 行 業 、6.43%.、

と業 種 によ り,,か な り,の変化 が み られ る。.

製 造 業 の平 均 コ ンピ ュー タ要 員 は55ρ 人 であ る。

③ 製 造業 にお け る典 型 的 な会 社 ではパ 年 間 に八 二 ドゥ ェ.アの レン タル

・と購 入 に
.400万 ドル,コ ン ピュータ要 員 に600万 ドル以 上 を使 って

し'るo・ ・.… .・ 、 ・

使 用 目的 と して は,

新 シス テ ム開 発 に30%

現 行 の ア プ リケー シ ョンに60%

コンパLジ ・ソに10%

を あ てて い る。
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'2
.1.5自 社 導入 ・レン タル につ い て

コ ン ピュ ータ は レ ンダル で使 用 す る こ とが 一般 的 な傾 向 で あ る。

コ ン ピュー タの性 能 は ,日 進 月歩 の発達 を して いるた め 陳腐 化 に よ る経

済的 減 価 の方 が激 しい か ら,購 入 して通常 の 減価 償 却 を行 うこ とほ 実 際的

で はな い。 もち ろ ん費 用 が安 くつ くこ とが 条件 に な るが,賃 借 りで且つ,

契約 期 間 が でき るだ け短 か い こ とが望 ま しい。 そ うい う要 望 に こた え るた

め に使 わ れて い るの が レンタ ル制 であ る。

したが って,メ ー カ ー側 に お いて は,.レ ンタル方式 を行 うた め に は相 当

の資 金 が必要 で あ る。 そ こで,資 金豊 富 な信 用 あ る メ ーカ ーだ け が レン タ

ル を行 うこ とに な る。

IBM社 は古 くか ら自社 で レン タル を行 って い るが,国 産 メ ー カー も

IBM社 に対 抗 して大 手6社 が レン タル 会社 を作 った の で あ る。

日本電 子 計 算機㈱ が それ で あ る。

コ ンピュ ータそ の もの は大手 メー カ ーが手 が け て い るの で ,レ ン タル制

を採 用 す る と ころが多 い。 しか し,端 末機 の よ うに メ ーカ ーの規 模 が比 較

的小 さ い場 合 は レ ンタル が使 え な い の で,端 末機 な どは リース契約 して い

ると ころが多 い。 リー ス と レンタル の相異 は第1表 にあ げ た如 くで あ る。

リー ス方 式 も レ ンタル方 式 もユ ーザ ー側 は所 有権 を もた な い。 リース料

や レ ンタ ル料 は資 本 的 支 出 で はな く,経 費的 支 出 で あ る の です べて 損 金 に

計 上 され る。.したが って課 税対 象 に は な らない 。購 入 して使 うと きは,法

定 の減価 償 却 の範 囲 で しか損 金 に認 め られ な い し,残 存 価格 に対 して は固

定 資 産税 を負 担 しな けれ ばな らな い。 自己資 金 に よ る以 外 は担 保 や歩積 預

金 な ど資 金 コス トの負 担 も少 な くな い。営業 目的 以外 の物 件 に運 転 資 金 が

固定 化 され るため,そ れ がな け れ ば収 益 を あげ て い た と思 わ れ る機 会 損 失

を考 えな けれ ば な ら ない。 それ らを勘 案 して購 入 と リー ス の比較 を 第2表

にあ げ て みた 。

記憶 容 量 が16K以 上 の コ ン ピュー タは税 法 上 の優 遇 を受 け,初 年 度 に

50%の 特 別償 却 が認 め られ て い る。
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.或 る事業 年度 に収益 が特 に著 しい ≒きな どは,こ の制度 を使 って購 入 し

て使 うケース が考 え られ る。 また,実 際 に利 用 して い る企業 も少 な くな い。

但 し初 め か ら自社 に所 有 権 が あ るた め に,'陳 腐 化 して も更 新 が遅 れ る懸 念

が あ る ことは注 意、しな けれ ば な らな い。

表1リ ー ス と レ ンタルの 相 異

リ ー ス の 場 合 レ ン タ ル の 場 合

x・ ・ "

.

対 象 物 件
汎用であれ専用であれ事業に必要

な機械なら何でも可。

汎用の機械設備,コ ンピュータ

や複写機など。 、

在 庫 な くてもよい あ り

比較的長期間拘束 される。 拘束期間は1年3ケ 月 と短期間。

通常契約期間は残存価格を差引き 別 の ユ ーザ ー に く りか え し レ ン

契 約 期 間 原価,金 利,手 数料などの一切 の費 タル されることもある。
c吟

費用 を回収す るまで。一回 に支払

う リース料 の額によ り伸縮 する。

リース期間によって異るが,通 常 通常機械価格 の1/45と いわれ

次のよ うに計算す る。 る 。

料 金 原価 ×(1+手 数 料年率 ×リース期間)

リース期間(年)×12(月)

3年 リースで月額原価の3.6%ぐ
,

ら い 。

7、

通常 メ ンテナ ンスはユーザーが負
レンタル料 に含まれてお り,メ

メンテ ナ ンス 担 。
一カー側が完全サービスす る。

ユ ーザ ーが メ ー カ ー と直 接 メ ンテ

ナ ンス契約する。

利 用 者 主 として法人

・

法 人,個 人いず れでもよい

一14一



一
〇

ー

・ で.一

表2買 取 り と リ ー ス の 費 用 比 較

(取 得原価100万 円の事務機械 の場 合)

」

年 次

買 取 り の 場 合 の 経 費

り 一 ス の と

き の経 費

月 当 り
'

36,000と

す る

.

差 額
減価償却費

(5年 償却定 率 法)

(残 存価格)

、

.

固定解 税

ξ號)
`

機 会 損 失

得べか りし

資金回転利

益率 を10'

%と す る

残存価格は
エそ
っく り損

失

合 計

1年 月 369,000 (631,000) 8,900 100,000 477,900 432,000

2年 月 233,000 (398,000) 5,600 110,000 348,600 432,000

3年 月 146,000 (252,000) 3,500 121,000. 270ピ500
'

432,000

4年 月 93,000 (158,000) 2,200
A

95,200

5年 月 58,000 (100,000) 1,400 100,000 159,400

(41%)

55,600
総 計

1,351,600 1,296,000



2.2情 報 処 理 費 用 よ り 見 た 諸 効 果

わ が 国 にお いて コ ンピュ ー タ利 用 の効 果 につ い て,そ の方 法 は とも あれ,

常時 測定 して い る企 業 は どの く らい存在 す るかに つ いて,1970年 度 版 コ ン

ピ ュー タ白書 に よれ ば,次 表 で見 られ る通 り,効 果 を測定 して い る と回答 し

て い る ものは,24.6%で,そ れ を金額 に換算 した場合,年 間1億 円未 満 が

最 も多 くて,10億 円以 上 の効 果 を あげ て い る企 業 は3社 と い う極 めて低 い

数 字 を示 して い る。 ＼

表3利 用 効 果 の測定

社 数 %

測定 している,

していない

無 回 答

85

216

41.

24.6

63.5

11.9

,計 345 100.0

表4利 用効果の金額換算

1億 円未満
1～3億 円

未 満

3～5億 円

未 満

5～10億 円

未 満

10億 円:

以 上
・ 計

第2次 産 業

第 β.次産 業

そ の 他

20社

6

1

7社

5

1

3社

.2

一

一

1;‥

1

1社

2

一

31

16

3

計 .
27 13 5 2 3

'

50

221省 力 化 例

然 七 最近 に な って大 手 製造 業 者 で あ るS社 が,全 社 的 な規模 で の測定

結果 を発表 した 。

同 社 は1972年1月 現 在 で,全 社 で 中型 コ ンピ ュー タ以 上 で50セ ッ

ト,レ ンタル料 は年間45億 円,オ ペ レータ労賃,導 入 経 費 な どの関 係費

16



用始 めると年間約go億 円 とy'う 膨大 な経費 ぴ る・

その 合 理 化効 果 と しては,

① 省 力化`

② 歩 ど ま り,原 価 単位 の向 上

③ 省 力 化 に ともな う社 宅 な ど付帯 部 門 の 削減

④ 生 産性 の向上

等 々 で あ るが,以 上 の うち最 も効果 が大 きい の が省 力化 で ある。

また,コ ンピ ュー タの使 用 時 間比 率 か らみ る と,72.7%が 販売 ・生 産

管 理 に使 わ れ て お り,こ れに依 る減員 は約7,700名 に のぼ る。

S社 の現 従 業 員数 は約8万 人 で あ るの で,約1割 の省 力化効 果 を コ ン ピ

ュー タが果 して いる。 これ を金額 に 換 算 す る と150～160億 円 に な り,

その他 の部 門 で の効果 は現 在 減産 下 で生 産性 向上 が望 め な い とい った 問題

は あ るもの の,概 算約90億 と見込 まれ,省 力化 効 果 とあわ せて240～

250億 円 を コ ンピュ ー タ が稼 い でい るわ け で あ る。

した が って,年 間90億 円 の コ ン ピュ ー タ関 係 投資 で十 分 吸収 して いる

とい え よ う。

222前 向 き 効 果 例

次 に,前 向 き効果 が顕 著 にあ らわ れ て い る輸 送 会社K社 に お いて は,コ

ン ピュ ー タ利 用 目標 を次 の如 く決 めて積 極 的 に コ ン ピュ ー タ化 を推 進 して

い る。

① 輸 送 革 新 に よ り企業 の構造 変 化 が急 速 に進 んで い る折 か ら,こ の際

企業 経営 を益 々近 代化 して い く必 要 が あ る。'

す な わ ち,こ の 複雑 な変 動 の 中 で,現 在 及 び将 来 の企 業 のCHANCE

とRISKを 適 確 に予 測 し,最 善 の方 策 を決 め る企 業 の意 思 決定 を行 う

た めの第 一 段 階 として,膨 大化 して い く様 々 なデ ータ の 中か ら企 業 経営

に役立 つ情 報 を,正 確,迅 速 且 つ 経済 的 に把 握 す る。

② 一 方,ル ーチ ン ワーク処 理 シ ステ ムの確立 に よ り組 織 及 び事務 シス

17



テ ムの簡 素化 と合 理化 を行 い,よ り質 の高 い仕 事を行 うと共 に;ハ ン ド

リン グ作業 な どの オー トメ ー シ ョン化 を は か りなが ら,人 件 費 の節 減 は

勿 論,生 産性 の飛躍 的 向上 を は か り,経 済 性 と合理 性 の徹 底的 な追求 を

行 って,激 烈 な国際 競争 に打 勝 た ねば な らな い。

以 上 の条 件 を可 能 に す るよ うに,同 社 にお いて は,人,コ ン ピュー タ,

端 末 装 置,通 信 回線 を媒 体 と して情 報 を そ の発生 地点 か ら即 時収 集 し,必

要 とす る時 に必 要 とす る人 に伝達 し,且 つ企 業 の情 報 体 系 を一元 化 す る方

向 に む か って い る。

そ の結果,1971年 度 に お け る経 済効 果 は次 の通 りとな った。

D完 成 した 主 要 プ ロジ ェ ク ト5件

(旅 客輸 送 並 び に カー ゴ輸 送 シス テ ム)

ii)年 間(期 待)効 果20億7千 万 円

iii).年 間経 費'1.12.億5千 万 円

lV)年 間純 利 益8億2千 万 円

注 …1.効 果 は,各 部 門 の プPジ ェク ト要 求 書 よ り算定 した。

2.、 経費 は,機 器 費 用,回 線 料,人 件 費 な どを中心 と した コン ピュー

タ関 係総 費 用 で あ る。

‥

223利 用 効 果 に つ い て

コンピュータ利用の効果 として は,従 来 は直接的効果 と間接的効果の二

つがあげ られて いた。

直接的効果 とは,通 常次 のような ものが主体 とな?て いる。

① 人件費 の節減

省力化 を中心 にした もので,直 接人件費,換 算人件費,評 価人件費等

の低減額 を,企 業 の実態 に応 じて適 当に計算 し評価 する方法 が一般的 に

用 い られている。

② 事務 コス トの節減

コンピュータを中心 として,事 務分析 や作業分析 を行 なって帳票,機

18



器,床 面積,間 接 人件費 を節減 した り,仕 事の よ り最適化配分 に よる合

理化や,大 量t括 処理ず るこ とによ り1件 当 りの事務 コス トの低減等 々

である。

③ 在 庫の減少

在庫管理 や資材管理 によ って在庫量 を低減 した り,工 程管 理 によ り仕

掛量を低減 する ことによって,製 造 原価 を引二Fげる。

④ ス ピー ドア ップ ・能率 の向上 ・歩留 りの向上

'作業 能率 が向上 し
,余 利が低 下す る。

……… 等 々であ る
。

また間接的効果 とは1

① 計 画 ・判断のス ピー ド化,最 適化 によ る収益 の向上

販売計画 利諸 車 の他の計画設定が迅速イヒし最適化される.

② 管理 の向上

管理 の精度が向上 し,標 準化 が徹底 す ることによ り合理化効果 が上が

る。

③ 予測 ・選択 の適正

市況の需要予 測や適正製造量 の実施 によ うて合理化 できる。

④ サ ービス向上

営業 サ ービスを中心 として,納 期管理 や品質管理 が向上 し,売 上 げが

拡 大 する。

⑤ 信用の増 加

銀行や得意先一般 に対 する信用が増 加す る。

……… 等 々である
。

以上 の利用効果 の中で,最 も重視 されてい る諸効果 とは次の如 き もので

あ る。

直接的効果 、

人件費 の節減

業務 処理の迅速 ・正確化
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顧客 サー ビスの向上

ファイル管理 の容易化

在庫 の減少

人件費以外 の諸経費節 減

納期 の短縮

資 金の効率的利用

間接的効果

経営状況把握 の容易化

社 内情 報流通 の円滑化

判断 ・意思 決定の迅速 ・正確化

全体的 なモラールの向上

作業能率 の測定 の正確化

不正行為の防 止

企業の イメージ'ア ップ

次 に現 代 の如 く社会 の高度化 がす ・ぷ ど
,迅 速 なデー処 理,タ イ

ム リー縮 縫 供 の必要性 に対 す 硬 求が増力・して くる
.そ のため雑 な

管理技法 が必要 とな り・ オ ンライ ン ・システムが脚光 を滴 るξ'うにな
。

たわ け であ る。

これ は,国 際 的 な旅 客輸 送 シ ステ ム
,コ ンテナ輸 送 シ'ステ ムの例 にみ ら

れる如 く・杣 データ・外罐 報利用の機会 の増大 にま 。て,よ り大 きな

広 い シ ステ ム構 成 す るよ うにな り泄 界 の戸 ・か ら戸 ・ ま での 噴 輸 送

方 式 ・ すな わ ち一 貫 プ タ処理方 式 を形 成 させ る有機 的 な離 を果 た す も

の と な る・1970年 代 ・・お ・・て は・ デー 樋 信 治 テ ム'と・・Yビ ュー機

能 の結 び合 ・・に よ ・てパ 規模 な繊 の蹴 が 可 能 とな【
って きた。

この方 向 は,情 報 ネ
、ッ トワー ク ・シス テム とい われ,た とえ ば,製 造業

と商社'輸 送会社 との間に刷 る製品鹸 ・原材 料輸送 に関 するネ
。・。

一 クの形 成 や
,製 造業 と商社 ・代 理 店 ・問屋 との 間 の製 品 の販売 に関 す る

不 ッ トワー ク,航 空 会社 と旅 行 あ っせん業 との間 の航 空 券予 約
に関 す る も



の等 々 ……… 数 多 くの システ ムが登 場 し,今 後 の企 業 の効 率 的 活動 の要 素

と な るば か りでな く,企 業 の将 来 を も決 す る重 要 な問 題 に発 展 す る こ とは

疑 い もな い こ とで あ る。

これ は共 存 共栄 の思 想 で あ り,有 力 な関 連 企業 が合理的 に,お 互 い に無

駄 を カバ ー して 結 び合 い,新 しい時代 の繁 栄 へ とむか って行 くもの で あ る。

この よ うな状 況 とな って くる と,結 果的 に は,従 来 か ら考 え られ て いた

直 接 的 効果,間 接 的 効果 の外 に,当 然.第 三 の効 果 とい うもの が生 じて く

る。

この効果 とは,

① 人 力 で は 出来 な か った業 務 の実施 可能

② セ ールス ・ポ イ ン ト確 立 へ の寄 与

③ 新 しい技法 の応 用 に よ る高 度 な経 営 意 思決定 へ の寄 与

④ 産業 の流動 的 高度 化 へ の対 応

・・…… 等 々で あ る
。

した が って,今 後 の利 用効果 に対 す る考 え方 は,い ろ い ろ な面 で従 来 と

は異 な った形 であ らわ れて くる もの と予 想 され る。 た とえば,次 の3.業 種

別事 例 研究 でみ られ る如 く,

第1次 効果

↓

第2次 効果

↓

第3次 効果

.↓

最 終効 果

とい うよ うに,効 果 の測定 も シス テ ム的 に考 え られ る様 に な るわ け で あ る。
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23経 営 上 か ら み た コ ン ピ ュ ー タ 利 用 効 果

(意 思決 定 を 中 心 ÷ して)

企 業 にお いて,ト ップ,ミ ドル,ロ ワ ーの意 思 決定 力 を伸 ば す こ とは最 も

重 要 な問 題 で あ る。

情 報 化 時 代 といわれ る現 代 は,管 理 者 の意思 決 定 も複 雑 と な り難 か し くな

って きて い る。 と くに コ ン ピ ュー タの導 入 に よ って,部 課 長 の果 たす 役割 り

も次 第 に変 わ りつ つ あ る。

す なわ ち,コ ン ピュー タは従 来 の単 な る計算 機 械 か らさ らに進 歩 して,担

当 者 か ら課 長 三部長 に至 る まで の定 型 的 な意思 決定 の分 野 に まで進 出 して き

た か らで あ る。

経営 者 に とって の重 大 関 心 事 は,利 潤 の確 保,人 手 不足 の解 決,技 術 革 新

に よる コス ト低 減,資 料 類 の整 備 な ど多 々 あ るが,こ れ らの解決 の た め に コ

ン ピュ ー タ活 用 が注 目 され る理 由 の大 きな要 素 と して は,コ ン ピュー タ は,

多 種 類 の デ ー タを保 存 で き る巨 大 な記 憶 装 置 を持 ち,且 つ 演 算機 能 を有 す る

こ とに よ って,そ の デ ー タの選 別,加 工 も迅 速 ・正確 で あ る か らであ る。

この機 能 を利 用 す るこ とに よ り,膨 大 なデ ー タの 中か ら一 定 の 目的 に合 致

した もの を選 び,情 報 と して企 業 に とって の価値 を高 め る こ とが 可能 に な っ

た か らで あ る。

しか し,企 業 それ ぞ れ に お いて は,コ ン ピュー タ利用 に は地 道 で現 実 的 な

考 え方 に基 づ いて,各 部 門 の現 業 部 門 に密 着 した 多 くの個 別 的 プロジ ェ ク ト

を開発 して,そ れ を総 合化 す る ことが必 要 で あ る。

膨 大 な過去 の企業 活動 実績 のデ ータや,新 しい情 報 デ ータ と,シ ス テ ム ・

プ ラ ンニ ングを専 門 とした各部 スタ ッフの計 画性,創 造性 を コ ン ピュ ータ を

媒 体 と して結 び つ け,企 業 利潤 の増 大 を は か る積 極 面 に活 用 す るこ とに主 眼

が お か れ るこ とが大 切 であ る。

なぜ な らば,コ ン ピ ュー タ化 の推 進 に伴 い,本 来 は省 力化 が 目的 で あ った

ル ー チ ン ワー ク処 理 シス テ ム にお い て,豊 富 なデ ータが蓄積 さ れ るよ うに な
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って くる と,こ のデ ータを利 用 して,統 計 手 法 やOR手 法 を駆 使 す る こ とに

よ って,各 種 の経 営 計 算 の場 が与 え られ て くる。

また,各 人 が従 来 の記 録,計 算,作 表 等 の定型 的 作業 事 務 か ら判 定 的 な事

務 に,そ の能 力 と精 力及 び経 験 を生 か す こ とが可能 にな る。 これ に よ って,

.事 務 の作 業 的 要素 と管 理的 要 素 が機 械 力
に よ って分離 して,事 務 担 当 者 の業

務 内容 が作業 的 事務 か ら管 理 的 へ と質 的 に変化 す るわけ で あ る。

そ して ・
、次 第 に利 益 を問 題 とす る態 度 に変 わ って い く。 この段 階 に お いて

は じめ て,将 来 の事業 上 の発 展 に関 係 す る企 画 ス タ ッフが ,ト ップ,ミ ドル,

ロ ワーを包 合 して,何 をや るべ きか に つ いて意 思 統 一 を はか り,目 標 を実現

する方向 で,現 業活動 の調整,管 理活動の調整 を行 うよ うにな る。

この企 画部門 の コンピュータ利用 の進 展 につれて ,は じめて トップが意思

決定 に必要京情報が何であるかを更 に多 くの角度か ら自 らも考 えることにな

る。

す なわち,こyに お いて企 業 の 目標 にそ った形 での デ ー タ処理 が行 なわれ

蝶 経営の 一タイい 治 テム化にアて一 チして行羅 営の意騨 定と・・

う最 大 の コ ン ピュー タ利 用 効果i二到達 し(
.くる。

㌶ 第二 の問題 点 として は・ ル ーチ ン7-・!処 理 にお ・1て・ ・ ㌃ ・ク ラスの

仕事の領や つ!cデータ処理響 的意鱗 定の㌃ トメ化がEん で・OR

手 法 と結 びつ く こ とに よ って;ミ ドル ・マネ ジメ ン トの定 型 的 意 思 決定 を次

第r元 一トメイ≒す卿 が生亘 くる・
.ミドルの行な?て い蹴 蜘 ま・

ガ 己の判賑 処軌 得る業輪 中の相当部分は理 的憶 想齪 であるので

そ れ等 は ル ー チ ン化 され,パ タ ー ン化 で き るの で,1コ ンピュ ー タに よ り自動

化 可能 とな る。

そ の た め に,意 思 決定 の遂行 に要 す る時 間 と判 断 の度 合 いが低 減 され る。

この結果 はパ ドル畷 鯛 少 をもた らす・とであろ う・ しか し反面情 報

化詩心 お・・て は・当然 ・ド・い マネ ジ・ ソ トの新 た機 能 醗 生 し,さ ら

に高度な判断 を要す る分野 に,マ ネジ メン トの範囲 が拡大 され る筈 であ る。

そのため ミドル の立場 は,意 思 決定 の量的減少 と質的増加 の変化 が生 じて
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今 まで にない厳 しさが要求 され はじめている。 と くに,非 定型化意思決定 を

定型化 意思決定 の方向 に進めて行 く努力 が最 も必 要 となる。 これによって,

トップの意思 決定 の質 を上げるこ とに連 なるもの と考 えられる。

第三の問題 は,企 業 にお いては外部環境 の変化 に即応 した経営活動 を要求

され るので,そ のた め外部情報 を充分活用できる情報処理 の仕組 みが必要 で

ある。

と くに トップに とっては,企 業 活動の方 向 を どういう方向に もって い くか

とい うときには,企 業内部 の情報 はもとよ り,外 部の情 報が絶 対的 に必要に

な って くる。

た とえば,景 気動 向や消費動向が ど うな って いるか,一 般貿易事情 の状 況

が どうな っているか,と い う多数 の必要 な情 報 を参考に需要予測 を行 なって

設備計画,販 売計画 な どの重要 な計画 に活用す る。

このプラ ンニングの前提 となる外部情報 の大部分 は,政 府機関 やその関連

機 関が持 ってお り,民 間 がその情報,デ ータを早 く自由に使用出来 るように

情 報セ ンターを作 って,公 共機 関が民間に対 して適 当な形 で提供で きるよ う

にす るのがNIS(ナ シ ョナル ・インフォメーシ ョン ・システム)で あ る。

すなわち,そ れぞれの官 庁や関係機 関が,コ ンピュータ ・システムによ り

情報 を整理 し,通 信 回線 を利用 して情報 の入手 をよ り早 くして,そ れぞれ の

関係 す る業界,企 業活動 に寄与 する ことが,業 界,企 業が国際競争 に勝ち得

る大 きな要素 とな るわけである。

以上の効果 面につ いては,現 状 の 日本の企業 においては未 だ極 めて部分的

な面 で,そ の利用効果 を発揮 してい るだけに過 ぎない。

比較的効果 があった と思 われ る数社 を調査 した結果,そ の原因は いずれ の

会社 において も,

① ニーズの明確化

② トップの理解

③ 関連部門 の積極的 な協力

④ 参画 した プロジェク ト要員の質 がよか った
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と い う前提 条 件 にめ ぐ まれ た か らで あ る。

また,蜘 の問題 は,事 業 としての採卵 か ら場 合によ っては効果 があが

らな くて も,社 会的要請 の多様化 によ り,国 民生活の充実 と企業 の社会的責

任への増 大.社 会的費用 の負担 な どに貢献 し,「 人間への幸福 」の前提 とな

る コ ン ピュー タ ・シス テ ムが あ る。

この よ うな シス テ ムは,企 業 と して の効 果 面 は少 な い が,社 会的 に は大 き

な効 果 を発 揮 す る とい うもの で,第 三 の 問 題 と同 じよ うに,国 家 的 な協 力援

助 が必 要 と され る であ ろ う。
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「

◎



垣

戸

w

●

`' .ぷ二:

.

・づ.

㊨

吟

・、'

'

■

'

 

、

、

W怒
`
、

・

、s

㌔

∵

L

.ー
ロ

も

",、
ド

'
^

.

.
4

`

、.

⑯

ヌ

」C

 

.蟹



目 次

3.業 種 別 事 例 研 究

3.1概 要

3.2機 械 製 造 業

3.2.1

3.2.2

3.2.3.

3.3造 船 業

3.3.1

3.3.2

3.3.3

3.3.4

3.4複 合 輸 送 業

3.4.1

3.4.2

3.5石 油 業

3.5.1

3.5.2

3.5.3

3.6

i

情報処理 の動 向 と問題点

コンピュー タ導入 の推移

コン ピュ ー タの利 用状 況 とそ の効果

コ ン ピュ ータ導 入 の推 移

適用業務

コ ン ピュ ー タ利 用 の 特徴

コン ピ ュ ー タ利 用 の効 果

情報処理近代化の動向

コン ピ ュー タ利 用状 況 とそ の効果

コ ン ピュ ータ導 入 の推 移

コ ンピ ュー タ利 用 の特色

コ ンピュ ー タ費 用 とその 効果

6

6

8

8

0

0

7

7

9

8

9

3

3

5

4

4

6

2

2

2

2

3

3

5

5

5

6

6

7

7

7

9

9

9

電 気 事 業

3.6.1

3.6.2

3.6.3

3.7

3,7.1

`

3.7.2

コ ン ピ ュー タ導 入 の 推 移

コン ピュ ー タ導 入 の 特性

シス テ ム開 発 に お ける メ リッ ト

流通業(家 電販売)

業界お よび コ ンピュータ導 入の推移

代表的適用業務におけるその効果

102

iC"」

112

112

121

、122

125

125

127



3 業 種 別 事 例 研 究

3.1概 .要

調 査 結果 か ら,わ が 国の 企 業 の コン ピ ュー タ利 用傾 向 が米 国 の傾 向 と比 較

的 似 て きて い る こ とは注 目 され る。

田'日 本 も米 国 と同 じ く,会 社 の規 模 と情 報 処理 費 用 は特 に関 係 が ない。

これ は,売 り上 げ高 と コ ン ピ ュー タ費 用 が比例 しな い こ とを意 味 す る。

す なわ ち,大 会 社 で も売 り上 げ高 に対 す る情 報 処理関 係 費 が,中 規 模 の

会 社 よ り大 き い と は限 らず,そ の 使 い方 に も特 徴 は な い。

(2)米 国にお いて は,会 社 の成長 率 と情 報 処理 関 係費 の伸 び,大 き さにつ

いて も関係 が な い と言 わ れ て い るが,'日 本 の現 状 では比 較的 成長 率 とは関

係 が あ る よ うで あ る。

(3)コ ン ピュ ータ部 門 を ど こが統 括 して い るか に よ って支 出 のパ ター ンが

異 な って くる と い うこと は,日 米 と も同 じ傾 向 にあ る。

特 に 日,本の 傾 向 と して,営 業 部門,生 産 部 門 な どが コ ン ピュ ー タを高 度

利 用 す るこ とによ り,費 用 が相対 的 に附 随 す るもの で,コ ン ピュ ータ がそ

の企 業 の セー ル ス ・ポ イ ン ト的 な面 で大 いに貢献 あ る場 合 に は,会 社 の 規

模 と費 用 との関係 は当然 異 な って くる。
ゆ

(4)一 般的 に米 国 で も 日本 で も言 え る こ とは,コ ン ピュー タ ・シス テ ムを

本 社 で集 中 コン トロ ール して い る会 社 は,分 権 的 傾 向 の あ る会社 よ り,コ'

㌧.ソ ピュー タ関 係 費 は少 い。

(5ジ 日米 が全 く一 致 して い る とこ ろは,会 社 の規模 に よ る よ りも,業 種 に

よ って支 出 パ タ ー ンを見 た 方 が大 いに意 味 が あ る とい うこ とで あ る。

特 に同業 で競争 関 係 に あ る会社 は,規 模 に関 係 な く,だ いた い コ ンピュ

ータ費用 支 出パ タ ー ンで同 じア プ ローチ を とって い る
。

然 し,僅 か では あ る が,コ ン ピ ュー タ利 用 に お い て他業 種 よ り進 んだ業

界 内 に あ って も,な お そ の 中 の数 社 は,そ の流 れ に の って い な い と ころが
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o

見 られ る。 これ は,そ の企 業 が現状 で は別 の面 で独 自性 を発 揮 し よ う とし

て い る とこ ろ が注 目 され る。

総 括 的 な結 論 と して は,売 り上 げ高 に対 す る情 報 処理 関係 費 の比 率 は,

・業 種 によ って大 き な幅 が み られ る とい うこ とで ある
。

米 国 に おい て は,

製 造 業 は平 均

航 空機 ・防 衛産 業

食 料 品 ・飲 料 メー カ ー

と大 きな幅 が み られ る。

また,日 本 に お い て も,

繊維

化学 ・石油

鉄鋼

電気機器

金融

0.9%

2.23%

0.44%

0.28%

0.31%

1.08%

1.06%

0.62%

(1971年 コ ンピュー タ白 書 よ り)'

と,業 種 に よ って相 当異 な って い る。

した が って,今 回 の 調査 にお いて は,業 種 別 に調査 す る こ とが現 段 階 で

は最 良 の方 法 で あ る とい う結論 とな った。

そ こで本 章 に お い ては,業 種 別 の コン ピュ ー タ利用 形 態 と,そ の 効果 の

あ らわ れ方 を 中心 と した調 査 を試 みた次 第 で あ る。

尚,米 国 の動 向 に つ いて は,1971年 末 に同 国 のDieboldRe-

searchProgram・ グルー プが,米 国内 の代表 的 な245社 の企 業

を対 象 に,情 報 処理 関 係費 に つ いて調 査 した結果 を 中心 としそ,他(D

参考 資 料 を も併 せ て調 査 した。
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32機 械 製 造 業

.321情 報 処理 の動 向 と問題 点

わ が国 に おけ る最近 め機 械 製造 業 は そ の製 造 品 目に お いて拡 大 傾 向 を み

せ る一方.そ れ につ れ て事 業 所 の拡 大,分 化,そ して人 的 ,地 理的 条 件 に

よ る分 散 が お こ なわれ て い る。 更 に小規 模 企 業 の大 規模 企 業 へ の資 本 的 系

列 化 な ども この傾 向 を助長 し,特 定 製造 の専 業 メ ーカ と して の中規 模 以 上

の企業 は減 少 しつ つ あ る。

こ の よ うな状 況 に お け るわ が国 の機 械製 造 業 の コ ンピ ュー タに よ る情 報

処 理 の動 向 と問題点 に つ いて下記 の こ とが いえ る。

山 発生 情 報量 の増 大

前 記 の よ うに機 械 製造 業 が総 合 メー カ と して の複 合 化 に よ って そ の企

業 内部 にお いて発 生 す る情 報 量 も,計 画,製 造,管 理,評 価 の各 業 務 お

よ び研 究 開発 業 務 は多岐 に わ た るた め これ に比 例 して 多量 に発 生 す る。

このた め コン ピュ ー タのハ ー ドウェ アに た い して は
,メ モ リ容量 の増

大 とマ ルチ プ ロセ ッサ ・シス テ ムへ の要 求 が増 大す る。

{2)・ シス テ ムの トー タル化

地 理的 また は製 造 品 日別 に分 散 した事 業所 にお いて発 生 す る情 報 は ,

そ の事業 所 内部 に お いて 処理 され る もの ,横 断的 に利用 され る もの な ど

、・㌢'い ろいろ な ケ ース が考 え られ るが
,最 終 的 に は標 準 化 をはか る と同時 に

経 営 シス テ ムに トー タ ライ ズ して 容易 に結 合 可能 で な けれ ば な らない。

これ には コ ンピュ ー タ相 互 間の融 通性 の拡 大 と
,ワ ンマ シ ンコ ンセ プ ト

の強 化 が今 後 ます ます必 要
.とな るで あ ろ う。

しか し現 状 は製 品 内容 の多 様化 に よ るサ ブ シス テ ム ,各 事 業所 にお け

る コンピュータ ・ハ ー ドの機 種,サ イ ズ,ン ーカ な どの差 異 ,独 立 採 算 事

業 部制 に よ る経 営情 報 の 処理 上 の問題 な どネ ガ テ ィ ブ要 因 も存在 す る。

(3)タ イ ム シ ェア リン グ・システム(TSS)に よるユ ーテ ィ リテ ィの向 上

生 産管 理,経 営 事務 計 算 は月単 位 の バ ッチ計 算 で は物 の動 き と情 報 と
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の間 に ギ ャ ップ を感 じるよ うに な り,日 単 位 の 処理 が特 に工 程管 理 面 で

必要 とな って きた↓ 機 械 加工 工 場,組 立 工 場 にお いて は,機 械 製造 業 の

特長 で あ る受 注 生 産 品 に対 す る集 散部 品 の遅 滞 の な い供給 が,内 作,外

作,購 入品 な どの仕 様 に対 す る良,不 良 と複雑 にか らん で,こ れ に対 す

る管 理 情報 は殆 ん どデ イ リーに多発 す る状 態 で あ る。現 状 で も この管 理

に許 容 され る タ ー ンア ラ ン ドタイ ム は数 時 間 が限 度 で あ る。 この状 態 は

今後 技 術革 新 に よ る設計 変 更 の ピ ッチ が短 くな る こと と併 せ て更 に加速

され,通 信 回線 を利 用 した事業所 相互 間 の リアル タ イ ムの問 合 せ,調 査

それ に対 す る短 い タ ー ンア ラ ン ドの要 求 が増 大 す るであ ろ う。

研 究,開 発,設 計計 算 にお いて は,そ の要 求 は本質 的 に は リア ル タイ

ムで あ るが,今 後 各種 シ ュ ミレー シ ョン計 算 ,コ ン ピュ ー タ ・グラフィッ

クに代表 され るCADな ど本格 的 な コン ピ ュ ー タ との対 話 が開 始 され る

で あ ろ う。

しか し,投 資 効率 か ら考 えて,各 事業 所 に稼動 率 の低 い大型 コ ン ピュ

ータを レベ ル に対 す る ニー ズの充 足 だ け を 目的 に設置 す る こと は でき な

いo

した が って通 信 回線,長 距 離 チ ャネ ル ケ ー ブル な どを利 用 したTSS

に よる マル チ プ ロセ ス が この要求 に対 す る解 決 の方 向 で あ ろ う。

(4)設 計 か ら製 造 へ の総 合 化

機 械 製造 の基 本的 流 れ は,受 注 一設 計 一製 造 一製 品 二販 売 に大 別 す る

こ とが でき る が,こ の各 段 階 にお け る設 計 をベ ー ス と して発 生 す る情 報

(所 要 原 材 料,材 質,重 量,加 工 方 法,工 数,等)は 展 開 が進行 す るに

従 って 多 くな り複雑 化 す る。 これ らは 一定 の設 計 の も とには その設 計段

階 に お いて必 要 十分 な最 小情 報 が原理 的 に は明確 な はず で あ る か ら,こ

れ を基 本 に製 造 工 程 も含 め た コ ン ピュー タに よ る一貫 シ ステ ムの実 現 を

はか ろ うとす る試 みが な され て いる。

これ らは コン ピュ ータ ・オ ン ライ ンの オ ー トメー シ ョ ン・システム と言

わ れ るもの で製 造 ライ ン制 御,群 管理NC工 作 機械,自 動 倉 庫 ,な どが
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あ げ、られ よ う。

こ の シ ス ァ ム に お い て は,コ ン ピ ュ ー タ を神 経 系 統 と す る ロボ ッ ト
,

工作機械・ コンベ ア・な どの筋 肉系統 が含 まれ,そ の内部 の情 報形態 は

ソ フ トカ)らハ ー ドへ,更 に ソフ トへ と必 要 に応
.じて変 化 す る。 また効果

例 として あげ た石 油 プ ラ ン ト製 作 にお け る 自動配 管 シ ス テム も この試 み

と いえ る。

3.22コ ンピ ュー タ導 入 の推 移

昭 和30年 後 期 に始 まった我 国 の機械 工 業 の コ ン ピ ュー タ導 入 は当 初 は

事 務 の機械化 としての人事給与,統 計 を主体 に技術 開発 用 としての複 雑 な

科学 技 術計 算 を兼 用 した もので あ った。

、.その後,生 産,工 程,営 業 の諸 管 理業 務 お よ び生 産,販 売,経 営 の諸 計

画 業 務 の機 械化 が進 む につ れ て導 入企 業,台 数 も増 加 し,昭 和47年3月

現 在,代 表 的企 業21社 に関 して は合 計103台,1社 平 均4.1台 とな っ

て い る。(表1参 照)

この うち事 務 計 算 は,財 務 ,人 事,生 産,工 程,品 質,販 売,資 材,部

品,在 庫 な どの管理DP業 務 を,技 術計 算,計 測,技 術 情 報 検索 ,最 適 化

言語 開 発 な どの諸計 算 業 務 に利 用 され て い る もの,兼 用 は両 方 の業 務 につ

いて利 用 されて い る もの を示 す。

表2は 上 記25社 に お け るコ ンピュ ー タの年 度 別導 入合計 台数 で導 入後

サ イズ ア ップな どに よ って改 廃 の あ った場 合 も導 入 を主体 に算 定 した
。

これ に よ る と44年,45年 が ピー クでそ の後 減 少 傾 向 を示 して い るが
,

46年,47年 度 の正確 な実数 が現 在把 握 され て い な いの で不 明 で あ るが

業 界 の 景気動 向 の影響 が あ る もの と考 え ら謝 る。

3.2.3コ ン ピ ュー タの 利 用状 況 と その効 果

3.1.1項 に お いて述 べ た よ うにわ が国 の機 械 工業 は ,そ の営 業 内容 の 多

様性 と事業 所 の分散 が特 長 で あ るが,こ れ を解 決 したA社 の例 として 図1
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●

に 中央 の大 型 コ ン ピュ ー タ と11個 所 の端 末 を寛 々公社 の2400ボ ー の

通 信 回線 を利 用 して結 合 し,各 端 末 よ り送 られ る計算 を 中央 汎 用 コ ン ピュ

ー タに よ って技 術 計 算 を6000件/月( '350時 間/月),事 務 計 算 を

2000件/月(110時 間/月)処 理 して い る コ ンフ ィ グ レー シ ョソを示

す 。

図2は 中規 模 ¢～機 械製 造 業 にお け る企業 内EDPト ー タル シス テ ムの利

用業 務 の例 で あ る。

一 コ ン ピュ ー タ利 用 の効果 例 一 ξ

(配 管 業 務 に お け る事例)'

{1}概 要

石 油化 学 プ ラ ン トで網 目の よ うに張 りめ ぐ ら され た配 管 や,地 域 を結

ぶ パ イ プ ライ ン は,物 質輸 送,エ ネ ルギ ー伝 達 を担 う一 種 の 物流 システ

ムで あ る。 プ ラ ン トの大 型 化,パ イ プ ライ ンの広域 化 に伴 な って,配 管

は ます ます重 要 で膨 大 な もの とな った。技 術 的 に は可燃 性 や危険 物 質 を

高 い温 度 や圧 力 の も とに輸 送 す るこ とが 多 くな り,安 全 性 を確保 す るた

め に一 層 高 度 の解 析 が必要 とな った。 一方,こ れ1三対 す る生 産活 動 は膨

大 な作業 量 で,標 準 化 や機械 生産 が 難 し く,労 働 の集約 に頼 って い た。

設 計 や建 設 作 業 は量的 な増 大 に伴 って,ト ラブ ルが煩 発 し,そ の つ ど人

手 に よ る解 決 に た よって きた の であ る。

この よ うな状 況 で あ った た めに,こ の事 例 で は,コ ン ピ ュー タの導 入

当初 か ら技 術 水 準 の向 上 お よび業 務 の合 理化 を 目指 して積 極的 ピ 利 用が

計 られた の で あ る。

② コン ピュー タ利 用 の過 程'

① コ ン ピュ ータ導 入 時(昭 和40年)

設 計技 術計 算 プ ログ ラ ムの作成

配管 資 材 の集 計,積 算 プ ログラ ムの作 成

② 科 学 技 術 用 コ ンピ ュ ータ導 入(昭 和43年)

高度 な技術 解 析 プ ログ ラ ムの作 成
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③

自動設計 プログラムの作 成

見積 り作業 の合理化 に着手

自動製図機 の導 入(昭 和45年)

自動 設計,製 図 シス テムの開発

コン ピュ ー タの導 入以 来 ,現 在 に至 る までの過 程 で は当初 は単純 な計

算 業 務 か ら着 手 し,そ の後 ソ フ トウェ ア技 術,コ ン ピ ュー タの発達 に伴

って,利 用 方 法 も しだ い に高 度化,総 合 化 の方 向 に進 み ,利 用 対 象 範 囲

も拡 大 した。 利 用対 象 を 分類 す ると,技 術 解 析,資 材 業 務 ,設 計 製 図 シ

ス テ ムの3つ に大 別 で き る。 これ らの ソ フ トウ ェアが 高 度化,総 合化 し

て きた背 景 と して,ソ フ トウ ェアの技 術 の進 歩 と同時 に コン ピュ ータ お

よび その周 辺 装置 の開 発 や 発達 があ った。 最 初 に設 置 され た コン ピ ュ_

タは カ ー ド読取 機,印 字 機 と磁 気 テー プを そ な えた小形 事務 用 コ ン ピュ

ー タであ り,こ の時 期 の利 用対 象範 囲 は設 計計 算 や資材 集 計 な どの事 務

計 算 に と ど ま って いた。

数 年後 外 部 記憶 装 置 に磁 気 デ ィス クをそ な えて い る科 学技 術 用 の コ ン

ピュ ータ が増設 され ,こ の装 置 を利 用 して,デ ー タを ダイ ナ ミッ クに 処

理 す る自動設 計 や技 術 解析 に対象 が向 け られ ,ソ フ トウェ アの 考 え方 も

一段進 歩 した の で あ る
。周 辺装 置 の発達 と して,ド ラ フター や 自動 製 図

機 等 の図形 処理装 置 もそ の一種 に あげ られ る。 コ ン ピュー タの ア ウ トプ

ッ・トを文 字 だけ で な く,図 面 や グ ラフ と して 得 られ る よ うに な り,最 も

多 くの工 数 を費 して いた設 計 製 図 に も対 象 が 向 け られ ,設 計 作 業 の 合理

化 に本 格 的 に着 手 す る ことが で き るよ うに な った。

(3)配 管 業 務 の流 れ と コン ピュ ー タの利 用 状 況

配 管業 務 の流 れ は図3の よ うに表 わ せ,作 業 内 容 を列 記 す る と次 の よ

うに な る。

① 計 画 設 計業 務

a)配 管 の サ イ ジ イ ソグ

配 管系 統 図の作 成
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苛

制御系 の検討

b)設 計仕様の決 定

配管材料の選択 お よび ク ラス分 け

保温,塗 装仕様書 の作成

技術解析の適 用範 囲及び指 針の作成

c)プ ラン ト配置計画

機器 の プロ ットプラン作成

d)構 造物,そ の他の計画

パイプ ラック,架 台の計 画

機器の操作架台の計画

通路,舗 装,排 水計画

消火栓,安 全装置 の計画

② 設計,製 図業 務

a)配 管 レイア ウ トスタデ ィおよび レイ アウ ト図の作成

b)基 本設計図の作成

c)詳 細設計図の作成

d)配 管の支持設計

③ 技術解析

a)流 体力学上 の解析

b)熱 力学 上の解析

c)材 料 力学 上 の解析

d)耐 震設計

④ 製作 ・建設

a)プ レファブ リケーシ ョン

b)現 地据付 け工事

c)試 験 ・検査

⑤ 管理 業務

a)資 材管理
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配管,保 温,塗 装の資材調査

資 材,工 事 費,設 計 費 の見積 り,積 算 .

調達,入 出庫管理

原価管理

b)工 程管 理

c)設 計 員管理

図3の 中で斜線 を引 いた部分 が現在 コンピュータを利 用 している業務

である。

次 に方 向ご とに代表的 なプログラムやシステムを列記 す る。

① 技術解析

a)流 体 力学上の解析

管経路の単一流体 の圧 力損失

管経路 の二層流体 の圧 力損失.

`往復動圧縮機 配管
の圧 力脈動解析

液流体 の水撃現象 の解析

b、 熱力学上 の解析

放熱損失の計算

二重管式 遠距離輸送 の温度変 化 の解析

c)材 料 力学上の解析

内外圧 による管強 さ㌔ 局部応 力の計算

配管系の熱応力解析

静的荷重 による応 力解析

d)耐 震設計

有限要素法 による振 動固有値の解析

地張応答解析

② 管理業務

a)配 管,保 温,塗 装資材 の集計

b)資 材費,工 事費,設 計 費の見積 り積算
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c)調 達,工 事現場 の入出庫管理

,d)余 剰資材 の在庫管理

e)原 価管理

③ 設 計,製 図

a)詳 細設計,製 図 システ ム

自動設計(製 図設計)

自動製図(製 作詳細図)

資材 図の作成

以上の よ うに現在 ではか な り巾広 くコンピュータが利用 されて いる
。

次に利用効果について実績 デ ータに基づ いて述べ る。

(4)コ ンピュータの利用効果

石油化学 プラン トの配管 業務の規模 を例示 する。

(比 較的大規模 の もの)

プラン ト敷地面積

配管資材 総重量

総点数

種 類

設 計 量 計画図(AO版)

基本設計図(AO版)

詳細設計図(A2版)

支持設計 図(A3版)

設計工 数 設計員

製 図員

工 期 プラン ト計画

配管設計

製作建設

約10,000㎡

約1,500ton

約1,000,000点

約

約

約

約

約

ベ

ベ

延

延

2,000種

100枚

150枚

1,500枚

50枚

36,000人 時

39,000人 時

6ケ 月

10ケ 月

6ケ 月

配管 の業務 日程 を表5,設 計工数山積 グ ラフを表4に 示 す
。以上 のデ

ータが示 すよ うに膨大 な仕事 を短期間 に遂行 している
。工程 について も
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作業 がお互 いにオーバ ラ ップ している。即ち前工程 が完了 しない内に次

の工程 が進 め られ る事 が通常 であ る。手順 が前後 す ることによって変更

が煩発 し,作 業の混乱 を招 くことが多 く,業 務 の遂行 を難 し くして いる

一因 であ る
。 この ような背景 の もとに,次 の期待効果 を 目標 に コンピュ

ータ利用 が推進 された。

① 単位作業 の所 要時 間の短縮

② 所要工 数の削減

③ 作業 ミスの減少

④ 技術 の高度化 および総合的 な技術 水準 の向上

技術解析,資 材管理,設 計製図 システ ムの実績 効果 をあげ る。

(1}技 術解析 一

① 設計技術 の全体的 水準 向上および品質 の平均化

手作業 の場合,難 解 な方法 はご く少数の設計者 に限 られ ていた。

コンピュータ化 によ二て設計品質 のば らつ きがな くな り運転 後の故

障 の発生が大巾に減少 した。

② 経済的 な設計

わずかな労力で十分 に解析,検 討 で きるようにな った。従 って経済

評価 を加え るゆ と りが生 じて,配 管建 設費の低 減に寄与 して いる。

③ 工数 の削減

技術解析 は1/3に 削減 した。 これ は配管設計全工数 の10%に あ

たる。

④ 技術革新'

手計算 では簡単 な設計計算 に とどまって いたが.膨 大 な労 力を要す

る精密 な解析が実用的 に設 計 で とり入れ られるようになった。 さ らに

未知 の技術課題 が コン ピュータを利用 した数値 解析 によ って解明 され

ている。例 えば図4の 振動固有値解析の サ ンプル に示 す ように,従 来

は観念設計 で しか なかった耐震設計 について も容易 に定量的 に把握 す

ることが できる。従来の設計 の概念は静的 な技術 か ら動的 な技術 に変
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'

草 した。

② 資材管理

配管資材 はこの項 の冒頭 のデ ータが示 す ように数量 ,重 量,種 類 とも

多 く使用 され る。

プラン トの工期 を短縮 す るため には設計完了以前に必要 な資材 を手配

して いる。加 えて,設 計 の進渉度 につれて資材 も変化 し正 しく必要 な資

材料 を把握 す ることは極 めて困難 であ る。資材 の過 不足 が生 じる影響 は

原価上 の損失 に とどまらず製作建設工程全体の混乱 につ ながる。 このよ

うな観点 か らこの事例 では コンピュータを利 用 した資材業務 に着手 し,

設計 で調査 されたデータに基づ いて,見 積 り積算,調 達,入 出庫,原 価

管理 まで一連の システムで行 って いる。 この システムに よ っても設計で

調査 す る時 の ミスは まぬがれ ないが,次 に述べ る設計製 図 システ ムと連

けいして,総 合的 なシステム とな って さらに相乗効果 を生 みつつ ある。

昭和46年 の資材余剰率 のデータに よれ ば,従 来の15～20%か ら5～

10%に 低 減 した。

(3)設 計 ・製図 システム

表4の 配管 設計工数山積 み表 が示す よ うに,設 計作業 の閑繁 がはげ し

い。表5の 配管設計建設工程表 と対比 す ると工数の最大値 は基本設計製

図 と詳細設 計製図 の境界付近 にあ る。最大時 には,約45名 の製 図員 と

約15名 の設計員が働 いている。表7の 配管設計工 数分析表 を見 る と製

図に52%,検 図に15%の 工数が費 や されている。 いわば人海 戦術で

この作業 を消化 しているといえる。作業 内容か ら見 た場 合に,計 画 や レ

イアウ トの創造的,知 的 な作 業に比べ て,単 調 な機械的繰 り返 し作業で

ある。多量 に作成 された図面 を検図 する こと も膨大 な作業 であ る。現実

に短時 間に,限 られた人員 で十分 チェ ックす ることは容易 ではない
。

以上 の問題点 を要約す ると,

① 熟練 した配管 設計製図員の不足

② 設計製図 ミスの煩発



③ 人件 費上昇 に伴 う設計費 の増大

(4)設 計担当 者にか かる過度の精 神的 負担

設計製 図の品質低 下は,さ らに製作,建 設 に影警 が及んで いる。製作

建設工程の混乱原因 を調査 したデ ータによる と,

①
、設計図の ミス レ

② 資材調査の .ミス

③.資 材 の入荷遅 れ

④ 工作 ミス

⑤ 管 理,計 画の手違 い

⑥ 天候不順,'そ の他

の1頂であ る・件数 では8・%が 設計 の ミスであ り,次 の悪影響 が生 じた。

① 工 程 の遅 延

② 不足資 材 の発 生

、,㌧ ③ 設 計 に対 す る信 頼 感 が低 下 し,作 業意 欲 が 減 退 す る。

設 計 は デ ー タの発 生 源 であ るだ け に ミス は関 係 す る全 て の分野 に波 及

的 に影響 が お よぶ 。配 管 業 務 は この作業 を なん とか しなけ れ ば,合 理 化

の 目的 は達 成 しな いの であ る。

この状 況 を多少 で も改 善 す る ために ,昭 和44年 よ り コン ピュー タ と

自動 製 図機 を結 び つけ て,詳 細 設 計,製 図 シス テ ムの開 発 に着 手 した。

昭和45年 に開発 を終 え,実 施,移 行 した。 昭和46年 の 実 績 では ,約

10プ ラ ン トで利 用 され,5000枚 を越 え る図面 が コ ン ピュ ー タ と自動'

製 図 機・に よ り作 成 され た6現 在.全 て の プ ラン トに こ の シス テ ムが利用

され,手 作 業 か ら完 全 に コ ンピ ュー タに き りか え られ て い る。 現在 まで

の 実 績効 果 を ま とめ る と,t直 接 効 果 と して ,

① 省 力化

表7と 表8の 工数 分 析 表 が 示 すよ うに全工 数 で20%が 削減 し,製

図 エ数 が低 減 した

内分 け
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⑮

詳 細 設 計 製 図工 数80%削 減
'

検 図工 数25%削 減

資 材 調 査 工 数t20%削 減

表6の 工 数 山積 表 が示 す よ うに最大 値 が緩 和 され,時 期 的 に早 まっ

た。

② 工 期 の 短 縮

昭 和44年 で は約4ケ 月 かか って い たが現 在2.5ケ 月 ～3ケ 月で あ

る。 約1ケ 月 以 上 の短 縮 と なっ た。

③ 原 価低 減

表9の 原 価推 移 予 測表 が示 す よ うに,現 在 は手 作 業 とほぼ 同 じであ

る。 しか し,手 作 業 は人件 費 の上 昇 がそ の ま ま原価 に は ねか え るが ,

この システ ムで は機 械費 が ほ とん ど であ るの でほ とん ど横 ば いで あ る。

従 って数 年後 の原 価低 減 が大 き くな る。

④ ミス の減 少

従 来 の1/10に 減少 した 。検 図 も基 本 的 な項 目で十 分 で あ る。 従 っ

て担 当者 の 負担 が大 巾 に減少 した。

製 作,建 設 へ の間 接 効果 として

① 図 面 に 対 す る信 頼 感 が上 った。

② 手 書 きの 図面 よ り詳 しい製作,建 設 情 報 が記 載 され て い るの で,

工 作 準 備作 業 が短 縮 した 。

以 上,デ ー タが示 す よ うに,技 術解 析,資 材 管理,設 計製 図 シス テム

と進 む過 程 でそ れぞ れ の方 向 に つ いて,10%か ら20%の 工 数 削減 や

技 術 の 向上 を もた ら して きた。 現在 で は,設 計,製 図 員 の ほ とん どが コ

ン ピュ ー タに つ いて 相 当の認 識 を も ってお り,設 計 業 務 に定 着 して いる。

プ ラ ン ト全 体 の工 程 計 画 をた て る と き も,コ ンピュ ー タの開 票 を考 慮 に

入 れ られ る よ うにな っ た。 この情 勢 か ら判 断 して,配 管業 務 を コン ピュ

ー タな しで遂 行 す る ことは考 え られ な い とい
って過 言 でな いで あ ろ う。

(4)設 計,製 図 シス テ ムにつ いて
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図5の 流 れ図が示 すよ うに基本設計か ら概 念設計 された配管の形状 と

設計条件 をイ ンプ ッ トす ることによって,コ ンピュータで詳細設計を行

ないど 自動製図機 で配管 詳細図(斜 傾図)を 作成 し,タ イプライ タか ら

資 材表 を同時 に作 成 す るシ ステ ム で ある。 資 材 デ ータ は磁気 テ ー プに も

集録 され てお り,プ ラ ン ト全 体 の 図面 が作 成 され た後 に集 計 されて.資

材 管理 デ ー タ と して利 用 され る。

Lハ ー ドウェ ア の構 成

コ ン ピュ ータ

メ モ リ

磁 気 デ ィ ス ク

磁 気 テ ー プ

オ ニ ト リー ダー

プ リソ歩 一

自動 製 図機

制 御機(ミ ニ コ ン ピュ ー タ)

磁 気 テ ープ

タイ プ ライ ター

製 図 台

2.ソ フ トウ ェア の構 成

32KW(1W=16ビ ット)

3台

2台

1台

1台

WK8

台

台

台

-
▲

-
ふ

ー
ユ

ソフ トウェ ア は図5に 示 す よ うに4つ の ブ ロ ックか らな って お り,

それ ぞ れ の役割 に つ いて述 べ る 。

① 基礎 デ ー タの更 新 ブ ロ ック

設計 に用 い られ る次 の各種 の デ ー タを更 新 す る た めに,デ ー タ カ ー

ドをイ ン プ ッ トして,マ ス タ ー フ ァイル の 内容 を更新 す る シス テ ム で

定 期 的 に用 い られ る。

a)資 材 コー ド

'b)部 品寸法 表
・

c)設 計,施 工 基 準
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d)イ ンプ ッ ト言 語 デ ー タ

② プ ロ ジ ェ ク ト,資 材 仕 様 ブ ロック

配 管 設 計 は プ ラ ン トご とに,資 材 の クラ ス類 別 が行 わ れ る。 この ブ

ロ ック は プ ラ ン トご と計 画 され た資 材 仕様 の原案 を イ ン プ ッ トす るこ

とに よって,資 材 コー ド等 の デ ー タ と照 合,チ ェ ック して,プ ロ ジェ

ク ト仕 様 と,して デ ー タフ ァイル に更 新 ,格 納 し,資 材 仕 様表 を プ リソ

トア ウ ・トす る。

③ 詳 細 設 計,製 図 ブロ ック

この項 の冒 頭 で述 べ た よ うに ド基本 設 計 図 か ら配 管 を1本 つ つ拾 い

あげ て イ ン プ ッ トす る。 イ ンプ ッ トデ ータは言 語形 式 で書 かれ て い る

の で,ま ず翻 訳 ル ーチ ンに入 り,次 に詳 細 設 計 が行 われ る。 そ の結果

設 計 施工 基 準 と照 合 して チ ェ ック され る。エ ラ ーがあ れ ば チ ェ ック リ

ス トを設 計 に フ ィー ドバ ッ クす る。続 いて配管 の構 造 に基 づ いて 配管

を斜 め上 か ら見 た斜傾 図に 図形 処理 され た 図形 デ ータ と して磁 気 チ ー

フに ア ウ トプ ッ トす る。 同時 に配管 の構 造 デ ータを部 分 集計 し資 材 デ

ー タ として磁 気 テ ープ に ア ウ トプ
ッ トす る。 この資 材 デ ー タは後 日,

プ ラ ン ト全体 で集 計 す るた め に保 管 され る。磁 気 テ ー プ にア ウ トプ ッ

トされた 図形 デ ータ は 自動 製 図機 に よ って 図面 が作 成 され設 計 に提 出

され る。

④ 資 材 集 計 ブ ロ ック

前 述 の ブ ロ ックで作 成 され た原始資 材 デ ータか ら変 更 した図面 の資

材 デ ー タ を選 択,抽 出 した後,目 的 に応 じて集計 さ れ る。 この 集 計表

は最終 手 配 デ ー タに あた る。 抽 出 され た資 材 デ ータ は資 材 管 理 ,原 価

管 理 の デ ー タ源 と して磁 気 テ ープで それ らの シス テ ムに イ ンプ ッ ドさ

れ る。

3.技 術的 な課題

この種 の システムの技術的 な課題 を要約 すると次の項 目が上げ られ

る 。

、i..
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ぼ

拒
、

a)イ ンプ ッ トの 容 易 さ

b)三 次 元 物 体 の図形 処理 技 術

'
c)・紙 面 上 の 直 視的 な要 素 の アル ゴ リズ ム

d)デ ー タ構 造

壱)シ ス テ ムの柔 軟性 お よび汎 用性

これ らの課題 の 解 決策 に つ いて は紙 面 の都 合 で詳 し く述 べ る ことが で

きな いが,こ こ数 年 の研 究 に よ って実 用的 な段 階 ま で進 歩 して い る。

(図7の サ ンプル 参 照)

設計 製 図 シ ステ ム は特 に設 計 者 と コ ン ピュ ー タの 融 合 が最 も重 要 で

あ る。 この点 につ いて,こ れ か らもハ ー ドウ ェア,ソ フ トウ ェアの両

面 か らさ らに研 究 を重 ね な けれ ば な らな い と考 え る。
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表1企 業 内 にお け る'コンピュータの利 用 内訳'

技
、術 用

10台

(9.7%)

表 ・ 蹴 工業 における年度別 ・ンピ
ユータ導 入㌔

32'

台

数

年度_394041

▼

24

17
16

8

6 6

2

[
1

[
4243444546

.47
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表3コ ンピ ュータの利 用 とその 効果

シ ス テ ム ニ …
1

利用業務例

R

・直 接
、効 果 間 接効果

そ の 他
の 効 果

予測(需 要,販 売)

衿

管理業務の省力化
e

予測確度の向上 サ ー ビス の 向上

『 シ

計 画 瀧 の減少, 経営判断の向上 業界の先鞭
(資 金 ・設 備,

→

人員,販 売) 原価の低 減 進度統制の合理化 業界の水準の推持

.管 理 製作段階の省力化 評価の適正化 宣 伝 効 果,企 業の'
(工 程 ・原 価, イ メ ー ジ ア ップ

外 注,販 売, 製作段 階 の コス ト 情報処理能力の向
財 務,労 務) ダ ウ ン 上(量,速 度,

～

精度)
評価 統計 設計段階め省力化

・納期 短 縮

科学技術計算一般
馬

設計段 階 の コス ト

ダウ ン 設計技術 の向上

自動 設 計 ・ICAI)1

運転業務の省力化 製作技術 の向上
自動計測

. 検 査,計 測,監 視 品質 ・性能の向上
オ ー トメ ー シ ョ 、ン 業務の省力化

(DNC,自 動 倉庫,

ロボ ッ ト∵搬 送) 検査,計 測,監 視

♪ 一 業務 の コス トダウン

プ ロセろ制御

自動 運行

(船 舶 ジ航 空 機,

列 車)

言語 開発

情報監視

任 程・公 害,交 通)

教 育

46



《
↓

σ ▲

構造 物 の 計 画

流 体 力学上 の

解 析

構造力学上の解析

耐震設計

配 管 設 計 仕 様'

基 本 設 計 ・製 図

詳 細 設 計 ・製 図

支}寺 詳 細 設 計・

配 管 資 材 調 査

基本

設計図

詳細

設計図

支持

設計図

配管業務 の工程

資材 集計:

入 出 庫 管 理

作

事
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表4配 管設計工数山積 み表(昭 和44年,設 計製図 システム開発前)
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表5配 管設計建 設工程表(昭 和44年)
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表6設 計工数山積み表(昭 和46年,設 計製図システム実施後)
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表7配 管設計工数分 析表(昭 和4 .4年 度)
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表8配 管 設 計工 数 分 析表(昭 和46年)
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表9原 価 推 移 予 測表
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33'造 船 業

331コ ン ピ ュー タ導 入の 推 移

造 船業 に於 て は,1931年 ～32年,三 菱 長 崎造船 所 にIBMパ ンチ ・

カー ド ・シス テ ムが導 入 され,事 務機 械 化 の 口火 が切 られ た。 それ よ り,

1957年 に コンピュータが導 入 され る迄,造 船業 各 社 に次 々 に パ ンチ ・カ ーーー

ドが導 入 され,事 務 の効率 化 に大 きな役 割 を果 した。

・パ ンチ ・カー ド ・シ ステ ムが用 い られ た適 用 業 務 と して は
,工 数 集 計,

材 料 費集 計,原 価計 算,給 与 計算 等 の事 務計 算分 野 に多 く用 い られ,給 与

計 算等 に於 て は,特 に大 きな偉 力 を発 揮 した。

1957年 に至 り,播 磨造 船 所 に,造 船 業 界初 の コンピュータUNIVAC

120が 導 入 され た。 続 いて1961年 三 菱 神戸 造船 所 にIBM1401 ,

1962年 三 菱長 崎,等 続 々 と各 社 に コンピュータが導 入 され た 。

コンピュータ の適 用業 務 と して は
,パ ンチ カ ー ド時代 よ り行 って い た業 務

に っ いて,そ の計 算範 囲 が拡 大 され ,且 つ高 度 化 され る と共 に,財 務 計 算

資 材管 理,工 程 管理,生 産 計画,予 算管 理 等 々,高 度 の業 務 範 囲 に拡 大 さ

れ,管 理 或 は計 画 の分 野 に迄 広 が り,技 術 計 算 に つ いて も ,設 計 の小 さい

個別 且 つ部 分的 計 算 か ら.大 型 且 つ連 結 した計 算 業務 に拡 大 され て きた。

1971年 中 に於 け る,造 船 大手 各 社 の主 要 な汎 用 コンピュータは ,表1の

通 りで あ る。 ・

で

、

●
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表1造 船 大 手 各社 の主要 汎 用 コ ン ピュ ー タ

昭和46年9月 現在

会社及び事業者名 機.種

A社

A事 業 所
UNIVAC1108
{
UNIVAC418

B事 業 所 IBM360/65

C事 業 所 IBM360/50

D事 業 所 IBM360/40

E事 業 所 CDC6400

B社

A事 業 所 UNIVAC1108

B事 業 所 UNIVAC1108

C事 業 所 IBM360/40

D事 業 所 IBM360/40

E事 業 所 IBM360/40

F事 業 所 OUK9200

C社
A事 業 所 HITAC8500(2合)

B事 業 所 HITAC8200

D社

A事 業 所 IBM360/40

B事 業 所 FACOM230/60

C事 業 所 (IBM1130)

㌣E社
〆

A事 業 所 IBM360/40

B事 業 所 IBM360/40

F社

A事 業 所 IBM360/40

B事 業 所 IBM360/65

C事 業 所 'IBM360/20

G社 A事 業 所
IBM360/2σ

FACOM270/20

A事 業 所 IBM360/40
H社

B事 業 所 NEAC2200/500
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332適 用 業 務

造船業に於け るコンピュータ利用 は,大 きく分けて,造 船業の経営 に関

連す る分野,設 計関係分野,プ ロセス制御分野,製 品に関す る分野,の4

つに分類す るの が適 当 と思 われ る。

(1)経 営 に関連 する分野

造船業 の経営 に直接関係する適 用業務 を次 の4つ に分 け,順 次説 明を

加え る。

ア)人 事,給 与関係

イ)経 理業務

ウ)資 材関係

工)生 産管理

① 人事,給 与関係

.人 事,給 与関係 は・次 の業 務 に分かれ る。

ア)給 与計算,支 払 いシステ ム及び給与分析

.イ)福 利費,税 金・療養費計算及び分析

ウ)退 職金計算,分 析

工)労 働 時間統計

オ)在 籍人 員統計

力)人 事管 理資 料

これ らについては,改 めて説 明の要 もないと思 うが,近 時業務 内容は,

益 々膨大且 つ,複 雑化 してきて いる。

② 経理業務

経理業務 は・次 の ものに分かれ る。

、ア)売 上管 理

イ)資 金管 理

ウ)会 計処理'

エ)原 価計算,管 理

オ)部 門費計算,管 理
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カ)用 役費計 算,管 理

キ)営 業費計算,管 理

ク)外 注管理

ケ)設 備,補 修費管理

コ)固 定資産 管理

サ)'試 験研究 費管理

造船業 における経理 の特徴 は・船台費,入 渠料,曳 船及 び舟艇 費用,

クレー ン費,設 計費,等 につ いて用 役費計 算が行 われて居 り,予 定 単

価計算 の下 に・か な り面倒 な配賦計算 を要 す ること,構 内,構 外共,

外注比率 が比較的高 く,外 注管理 にかな りのエネル ギーを費 やすこ と,

基本的 に,受 注生産産業 であるため,個 別原価計算方式 を とって いる

こと,等 が原価計算 上の主 な特徴 であ る。

又・工事別 に見 る時 ・1件 当 り百億 を超 すよ うな新造船 工事 と,1

件当 り精 々数千万円の修理船工 事,更 に は数万,数 十万円の小 さい工

事迄,混 在 して居 り,こ れを同 じ精 度 で原価管 理 を行 うの は,不 可能

であり且つ無 意味 である。従 って,重 点管理 として新造船 につ いて ,特

に細 か い原価管理 が行 はれて いる。 これには コンピュータによる分析

が偉 力を発揮 してい る。

次 に資 金管理面 よ り見 た特色につ いて述べ る。 日本 の造 船業 は,世

界 の輸 出船市場 に対 して,50%を 超 えるシェアを握 って居 り,従 っ

て,輸 出入銀行のバ ック ・ア ップの下 に,長 期 の延払 いを行 って居 る
。

これが又昨年 の円切上げにょり,造 船 業が巨額 の損失 を蒙 る原因 とな っ

ているわけである。従 って資金管理面 に於 て・輸銀 よ りの借入れ返 済
,

船主 よ りの延払 い入金,そ れ等 に伴 う金利計算 が非常 に複雑 であ り,

更 に円切上げ後 は,固 定 相場 よ り離 れたがための円の先行 き見透 しの

問題等,経 理全体 に複雑 さを増 して いる。

経理 での今後 の発展の方 向は・会計 処理 面であ る。会計台帳 の電 算

化,請 求書等 であ るが・税務当局 の理解 が特に要請 され る。
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経 理 に用 い られ る コ ン ピュ ー タは,汎 用 大型 の もので あ るが,造 船

に於 て は,技 術 計 算 及 び生 産 管 理 の コン ピュー タ と別 の もの を使 うや

り方 と技 術,事 務 計算 を同 一大 型 コ ンピ ュータで 処理 す るや り方 と,

大 別 して二 つ の や り方 が 行 わ れ て い る。

③ 資 材 関 係

資材 関 係 の 適 用業 務 は,以 下 の如 くで あ る。

ア)引 当品 の発 注,庫 入,払 出 し原 価投 入一貫 システ ム

イ)貯 蔵 品 の発 注,庫 入 シス テム

ウ)簡 易購 買 シ ス テム

エ)納 期,庫 入,検 収 管理

オ)在 庫 管理,残 材 管 理

力)発 注 予 実算 管理

キ)工 事 別材 料 管 理

ク)棚 卸 し管 理 ・材 料 品勘定 資 料

ケ)購 買統 計

コ)鋼 材 一 貫 シス テ ム

次 に,造 船 業 の資 材管 理 の特 質 につ いて 述 べ る。

造 船業 は,組 立工 業 であ り,又 総 合工 業 であ る といわ れ る。船 舶 を

構 成 す る部品 数 は船 売 部 材 を除 いて も,約10万 といわ れ て居 り,且

つ これ があ らゆ る工 業 製 品 を網 羅 して い る。 従 って この資 材 の管 理 は

非 常 に複雑 且 つ膨 大 な もの とな らざ るを得 な い。 古 くは パ ンチ ・カー

ド ・シス テ ム の頃 よ り,貯 蔵 品範 囲,簡 易 購 買方 式 の範 囲 を拡 げ ・こ

れを次々に機 械化 してきた 。 今 日 の造 船 業 の世 界輸 出船 市場 の50%を

超 え る シェ ア を維 持 して い るの は,コ ン ピュータが 無 くて は,資 材 管

理 面 で追 付 けな か った こ と は明 らか で あ る。

又;生 産 管 理 の面 で も,こ の膨 大 な部 品 を必要 な時 期 に,必 要 な場

所 に どの よ うに して持 ち込 み組立 て るかが,大 きな ポ イ ン トで あ り,

この集 配材 シス テ ムを,コ ン ピ ュー タを利用 して如 何 に う ま く行 うか
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に 各社 の 開発 の 目標 が置 か れ るよ うに な り,設 計 段 階 の部 品表 か らイ

ン プ ッ トし,こ の原 始情 報 を コ ン ピュ ータ に よ って処理 し,:資 材 の発

注 管理 に も,倉 庫 への庫 入 ・払 出 し,・現 業 での取 付 作業 メ ー カへ の

支 払 等 に も一元的 に結 び付 け る シス テ ムが完 成 され つ つ あ る。 又 この

膨 大 な情 報 を,各 種 管 理 目的 に有 効 に結 び 付 け るた め ・後 に述 べ る技

術 計 算 面 での要請 と相 ま って,デ ー タ ・ベ ースの 研究 が行 わ れ て いる。'

鋼 板 ・型 鋼 につ いて も・設 計 引 当て段 階 で所要 鋼 材 をイ ンプ ッ トし,

こ れ らを現 業 の生 産 管 理 と結 び付 け,加 工順 序 に ロ ッ ト化 し,発 注 先

の 決定 を経 て,テ ー プで発注 先 に渡 し納 入時 に は カー ドで造 船所 は入

手 し・庫 入・払 出 し,原 価 投 入 迄 一貫 シス テ ム と して行 われ て い る。

造 船 業 に於 て は1顧 客 数 は少 い の で,こ の面 で の コ ンピ ュー タ ・メ

モ リー は,多 くを要 しな いが資材 管 理 面 で生 産 管 理 を包 含 した シス テ

ム と して大量 の デ ー タ処 理 を 要 し,今 後 益 々そ の傾 向 を強 め る もの と

考 え られ る。

④ 生 産 管理

生 産 管理 分 野 の適 用業 務 は,以 下 の よ うな もの が ある。

ア)最 適 建 造船 穂 選 択

イ)最 適 線表 決 定 シ ステ ム

ウ)船 売 組立 場使 用 計画

工)工 数 計 画(山 積 みそ の他)

ナ)工 程計 画Cネ ッ トワー ク手法,そ の他)

カ)作 業 時 間 管理

キ)外 注 時 間 管理

ク)配 員管 理

ケ)タ ー ミナル によ るデ ー タギ ャザ リ ング

コ)タ ー ン ・ア ラ ウ ン ド管理 シス テ ム

サ)各 種 シ ュ ミレー シ ョソ

造 船業 の生 産 管 理 は,戦 略 に近 い分野 では,船 種 無 の 市場 価 格 と,
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見 積 シ ス テ ム と関 連 す る コス ト面 とか ら,最 適 の建 造 船積 を選 ぼ うと

す る方 向 があ る。 この場 合,人 手 不足 の折 か ら作 業 時 間当 りの付 加価

値 を最 大 に し,或 は機 会 損失 を最小 にす る考 え方 が強 く打 ち 出 されて

きて い る。

最 適 線表 決 定 シ ス テ ムは ・勿論 受注 戦略 と密 接 な関 係 が あ るが ・主

に受 注 後 の線 表 を最 適 に組 も う とす るもので,工 数 山積 み が最 も平滑

に な る よ うにす る ア プ ローチ と,組 立 場等 の ネ ック とな る設 備 を最 も

平 滑 に使 用 出来 る よ うにす るア プ ロー チ と,大 き く分 け て2通 りの方

法 が あ る。又 これ 等 を総 合 した 方法 も考 え られ る。

パ ー ト等 の ネ ッ トワー ク手 法 を使 って 、相 互 に複 雑 に関 連 し合 った

船 舶 の建造 工 程 を 円滑 な らしめ るこ と も広 く行 われ て レ・る。 しか しな

が ら,非 常 に アク テ ィヴ ィテ ィの数 が 多 い こと,及 び作 業 場 所 が造 船

業 は大 き く拡 が って居 り,人 員 の移 動 が激 しい こ との2つ の理 由か ら

工 程 実 績 を コン ピ ュ ータ に入 れ て,計 画 の更 新 を行 って い る所 は殆 ん

どな く,主 と して計 画面 に使 われ るに留 まって い る。

他 方,コ ン ピュ ー タに よ りジ ョブ ・オ ーダ ーを出 し・標 準時 間 と実

績 時 間 との 対 比 を行 うと共 に,工 程 実 績 の把握 を行 うター ン ・ア ラウ

ン ド管 理 方 式 も段 々一部 で行 わ れ る よ うに な って きて い る。

ター ミナ ル に よ る工 程,工 数 の デ ータギ ャザ リングの み を行 う方 法

も一部 で行 わ れ て い る。

造 船 業 の生 産管 理 は,1エ 事単 位 当 りで扱 う資 材 の種 類 及 び量 が膨

大 であ り,且 つこれに 関与 す る作 業 員 の 職種 或 は工 事 内容 が多 様 で あ り

且 つ膨 大 な マ ソ ・ア ワー であ り,更 に個 別生 産 で工事 量 の平 滑 化 が難

し く・管 理 が最 も難 か しい業種 と云 え る と思 うが,近 時漸 くコ ン ピュ

ー タ の活用 に よ る コ ン トロール が軌 道 に乗 りつ つ あ る
。

又生 産 形 態 の内業 ステ ージ,組 立 ス テ ージの機 械 化,自 動化,オ ー

トメ化 の進 展 と共 に,後 に述 べ る ミニ コ ンに よる制 御等 と共 に,タ ー

ミナ ル ー小 型 コ ン ピュー ター大型 コ ン ピュー タ或 は,小 型 一中 型 一大
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型 のハイア ラーキ ・システムが構 成 されつ つあ る。

② 設計関係分野

設計関係分野 では・以下の ような ものに コンピュータが適 用 されて い

る。

① 最適化計算

ア)最 適 寸法決定 システム

イ)最 適構造決定 ジステム

ウ)各 種 シ ミュレーション

② 設計計算

ア)見 積 システム

イ)飴 売基本設 計総合計算 システム

ウ)縦 強度計算

工)横 強度計算

オ)構 造強度計 算

力)馬 力計算,プ ロペラ要 目決定

キ)各 種振動計算

クジ ヒー ト・バ ランス計算

ケ)積 荷時強度計算

コ)冷 暖房計算

サ)進 水計算

③ 生産設計

ア)飴 売数値制御切断 ジステム

イ)管 加工数値制御 システ ム

④CAD又 は 自動製図

ア)諸 計算結果 の作図

イ)船 売基本図(中 央 切断,外 板 展開等)

ウ)船 売構造 図(荷 油槽構造図等)

エ)船 売部材 一品図
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●

オ)舵 ・船 尾骨 材

力)系 統 図(諸 管,通 風 ダ ク ト等)

キ)詰 替 一品 図

ク)電 線 配線 図

ケ)煙 突 外 篇 図

コ)グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ レイ に よる船 体 線 図 フ ェ ア リソグ

サ)グ ラ フ ィ ック ・デ ィス プ レイ によ る船 売 部材 設 計

設 計 分野 で は,構 造 強 度 計算,数 値 制御 関 係 に大 き い コア ー容 量 を

要 し,造 船等 の コ ン ピュー タ大 型 化 の最 も大 き な原 因 とな って い る。

又 事 業所 が多 い場 合 に は,斯 様 な大型 コ ン ピュー タ を各 地 区 に持 つの

は不経 済 な所 か ら,オ ン ライ ンに よ るハ イ ア ラーキ ・シス デ ムが 行 わ

れ るよ うに な って きた。 この場 合,伝 送 回線 として は極 めて高 速 の も

のが望 ま しい。

大 型 ゴ ン ピュ 一 夕 は,本 社 に置 かれ て い る場 合 と,工 場 に あ る場 合

とあ るが,大 型 コ ン ピュー タを本社 に置 くか工 場 に置 くか の問 題 は ・

要 は情 報量 の 大 き い所,即 ち設計 部 門 の組 織 の中心 が あ る所 に大型 コ

ン ピュ ータを置 くべ きで あ り,現 に そ うな って いる所 が多 い。

造 船 業 の場 合,技 術 計 算 及び生 産 管理 と事務計 算 用 とコ ン ピュ ータ

を分 けて い る場 合 と;二 本 化 して汎 用 大型 コ ン ピュ ー タで両 者 を 一緒

に処 理 して い る場 合 とがあ る こ とは,前 述 の如 くで あ るが,情 報の量

に よ るか,何 れ が よいか は簡 単 に は結論 を下 し難 い問 題 で あ る。

一一方 ・ タ ー ン'ア ラウ ン ド ・タイ ムが重要 視 され るの で,オ フ ・ラ

イ ンの ミニ コ ン も相 当使 わ れ て い る。

船売 の生産設計 では,数 値切断を行 うために船体線 図の フ三ア リン

グに始 ま り,正 面 線図 の作成,フ レー ム ライ ン,シ ー ム ・ロ ソジ ライ

ン,外 板 展 開,各 部 材 の作 図 ・数値 切 断情 報 の ア ウ ト プ ッ ト迄,コ

ン ピュ ータ化 され て い る。 この場 合,膨 大 な図形 情 報 の フ ァイ ル が必

要 で あ り,且 つ図 形情 報 が相 互 に関 連 付 け られ た デ ータ ・ベ ース が要
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請 され て来 る。

今 後 の設 計 分野 での発 展 の方 向 は,デ ィス プ レイ等 の イ ン タ ラ クテ

ィ ブ1/Oを 活 用 しなが ら,造 船 向 け の図形 言 語 を開 発 し,基 本設 計

段 階 か ら,マ ン ・マ シ ン ・シ ステ ム と して のCAD(コ ン ピュ ータ ・

エ ィ デ ッ ド ・デ ザ イ ン)に よ り生 産 設計 迄 を トー タル ・シス テ ム化 す

る こ とであ る。 この場 合 に も,応 答 時 間 の短 か い大 容量 の コ ン ビュ ー ・

タ と,優 れ た ソ フ ト ウ ェ ア 及 び フ ァイ ル処理 技 術 が不 可欠 で あ る。

現 時 点 にお け る造 船業 の技 術 計算,事 務 計 算 と分 け た場 合 の コ ン ビ

.ユ ー タ使 用 時 間比 率 は,大 略50対50位 で あ る。 ・

(3)プ ロセ ス制 御 分野

造 船 業 は,個 別 受注 生 産業 で あ るため,石 油 業 ・鉄鋼 業,家 電業 界,

自動 車 等 の 如 きマ ス プ ロか ら程 遠 く,且 つ 多種 多 様 な しか も大量 の 部 品

の管 理 が困 難 で悩 ん で来 た。

最近 に至 って,油,鉱 石,石 炭 の如 き大量 の輸 送 需要 に は,大 量 の標

準 船 の効率 的 連続 建 造 で応 ず る こ とが ・単 に造 船 業 の み な らず海 運 業 ひ

い ては・経 済 全体 に プラス す るとい う考 え方 が強 く主 張 され るよ うに な

って きて い る。即 ち コン ス トラ クシ ョン ・タ イ プの産 業 か ら,プ ロダ ク

シ ョン ・タ イ プの産 業 へ の変貌 の兆 が見 えて きて いる。

標 準 船 の連 続 建造 で は,石 川 島 播磨 の フ リーダ ム船 が代 表的 な もの で

あ る。 又 大型 船 の 標 準船 の連続 建 造設 備 と して は,三 井 千 葉 造船 所 の ロ

ー タス ・シス テム があ る
。

現 在,飴 売 鋼板 の数 値 切 断,管 の数 値 切断,曲 げ等 の技 術 は完 成 して

い るが,続 いて鋼 板 の水揚 げ か ら,庫 入,出 材,シ ョッ ト ・ブ ラ ス ト,

第1次 塗 装,切 断 工場 へ の搬 入迄 の ミニ コンに よ るセ ンサー ・ベーズ の プ

ロセ ス制 御 が完 成 し,又 借 加工 工 場 の一貫 オ ー トメー シ ョン工 場 も建 設

され つXあ る。

組 立 の 自動 化 に つ いて も,着 々開発 され つ つ あ り,近 い将 来,少 くと

も船売平 行 部 の小 組 立,大 組立 の オ ー トメー シ ョ ン化 は,達 成 し得 る も
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の と考 えて い る。

プ ロセス制 御 コ ン ピュ ー タは,デ ィス ・プ レイ等 の1/O機 器 と共 に,

上位 の コン ピ ュー タ に結 ば れ,上 位 の コ ン ピュ ー タよ り計 算 結 果 を貰 っ

て制 御 され,又,管 理 上 必 要 な情 報 を上位 に フィ ー ドバ ックす る。

(4)製 品 に関 す る分 野

船 舶 は,最 近益 々大型 化 し,こ れ が 一旦 衝突 その他 の事 故 で沈 没 しだ場

合 は,乗 組 員 の尊 い 人命 を損 うの.み な らず,巨 大な 汚 染 とな っ'て・生物

環 境 を破壊 す る恐 れ が あ る。又 人 件 費 の上 昇か ら,船 の運 航 コス トを下

げ るた めに も自動化 して,乗 組 員 の減少 を計 らね ば な らな い。 この ため

造 船業 界 は,海 運 業 界 と一 体 と な って,超 自動 化 船 の研 究 を進 め た。

現在 既 に小 型 コン ピュ ータを積 載 す る船 が続 々誕生 して いる。 採 算面

で は・ 現時点 で は疑 問 は あ るが そ の先駆 的 意 義 は大 きい とい え る。

以 下 に,一 般 に船 舶 へ積 載 され た コ ン ピュー タが制 御 す る業 務 を記 す

る こ とに す る。

●

も

超

自

動
化

シ

ス
テ

ム

航法 システム

荷役 システム

機関部 システム

自動船位決定

航 法 計 算

衝 突 予 防

計 算 自動 化

自 動 制 御

異常監視 システム

状 態 計 算

荷 役 計 画

鉱 石 荷 役

油 荷 役

バ ラ ス ト

注 排 水

ス タ ー ト ・ス トップ自動 制 御

記録 ・統 計 シス テ ム
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33.3コ ン ピ ュー タ利 用 の特 徴

造 船 業 に お け る コ ン ビ'ユー タ利 用 の特徴 は,こ れ迄 述 べ てき た こ とに 尽

くされ てい る が,こ こ に見 易 い よ うに要約 して 見 る。

団 原価計 算 の複 雑 さ

原 価計 算 が複雑 な ことは,決 してほ め られ る こ とで は な いが ,個 別 受

注 生 産 よ り来 る個 別 原 価計 算,又,造 船 業 個 有 の用 役 費 の存 在 ,部 品数

が膨 大 で あ るこ と,等 の理 由 か ら原価 計 算 が非 常 に複雑 であ り,これにコ

ン ピュー タが 大 きな偉 力 を発 揮 して いる
。

② 大型,高 速 の コン ピュ ー タの必要 性

設計 技 術 計算 の大型 プ ログ ラム で,且 つ膨 大 なデ ー タの処 理 を要 し ,

又 早 くその結 果 を得 た いた め に,大 容 量 の高 速 の コ ン ピュ ー タを必 要 と

す る。又 生 産管 理 の面 に於 て も大容 量 の ラ ンダ ム ・ア クセ ス 可能 の コ ン

ピ ュー タが要求 され て きて い る。

(3)オ ソ ・ライ ン及 び ハ イ ア ラーキ ・システ ム

技 術 計 算 及 びCADの た め に,各 事 業所 には,小 型 乃至 は中型 コ ンピ

ュー タを置 き,中 心 とな る事 業 所 に大型 コン ピュ ー タを置 いて,コ ン ピ

ュー タの効率 使 用 を計 る方 向に 向 って い る
。 しか も伝送 回 線 は,グ ラ フ

ィ ック ・デ ィス プ レイ等 を使 うとす れば,超 高速 の もの が要求 され る
。

又,セ ンサ ー ・ベ ース の ミニ コ ンに よ る プ ロセス制 御 も ,オ ン ・ライ

ンで親 コン ピュ ー タに接 げ制 御及 び管 理 情 報 の受 渡 しを行 う段 階 とな
っ

て来 て い る。

経 営情 報 シ ステ ムの確立 の上 か らも,ハ イ ア ラーキ ・シ ス テ ムは必 要

な もの であ る。

(4)デ ータ ・ベ ース或 は フ ァイ ル技術

設 計 の トー タル ・シ ステ ム化 或 はCADの 点 か ら,又,経 営 情 報 シス

テ ムの面 か ら も,デ ー タ ・ベ ー ス或 は フ ァイ ル編 成 技 術 の 確 立 が急 がれ

て い る。

(5)プ ロセ ス制 御 コン ピュ ー タ

■

●



鳴

●

造 船所 の省 力化 も漸 く内業 ステ ージ の自動 化 の段 階 とな り,セ ンサ ー

ベ ースの プ ロセ ス制 御 コ ンピュ ー タが登場 した。 今 後組 立 の 自動 化 に進

む と共 に,益 々そ の範 囲 は拡 が る と思 われ る。

(6)会 話 型端 末 の必 要性

マ ン ・マ ジ ン ・シス テ ム と して のCADを 進 めて行 く上 で,今 後,イ

ンタ ラ クテ ィブ な グラ フィ ック ・デ ィス プ レイ の役 割 が重 要 と な って来

る。又これを有効 に使 い こなすた め の ソフ トウ ェ ア,就 中,造 船 専用 の汎

用 図形 言語 の開発 が必 要 であ る。

(7)船 舶 の超 自動化 の た めの コ ン ピュ ータ

船 舶 ヘ コン ピュ ー タを搭載 して・航 法 ・荷 役 ・エ ンジ ン運 転 の 自動 化

を計 る こ とが,試 み られて い るが,社 会的 な事情 か ら乗組 員 を大 巾 に減

ら し得 るに至 らず,こ の方式 は伸 び悩 んで い る。今 後,こ れ等 の問 題 が解

決 され る 日を期待 し たい。

⑧ 技 術 計 算 用 コン ピュ ータ と事務 計 算 用 コ ン ピュー タ

造 船 業 界 で は,コ ン ピュー タ導 入 の経 緯 か ら技 術 計算 と生 産 管 理 用 コ

ン ピュ ー タ と所 謂 事 務計 算 用 コ ン ピ ュー タを分 け て使 うや り方 と,両 者

を一 本化 し,大 型 汎 用 コ ンピュ ータ で処理 す るや り方 とに,大 き く分 け

て2分 され て い る。CPUと1/0と の使 用率等 か ら見 た場 合 ・又生 産

管 理情 報 か ら原価情 報 を引 き出す場 合等 の点 か らは ・ 一本化 したや り方

に メ リ ッ トが あ るよ うに思 わ れ るが,他 方情 報 量 が膨 大 で,1台 で は処

理 が難 か しい場 合 とか,又 専用 コ ン ピュ ー タ とすれ ば特性 を業 務 に適 合

きせ 得 る点 等 か ら見 れ ば,一 概 に どち らが良 し～か,迷 う所 で あ るが ・筆

者 と して は,技 術計 算 で も益 々巨 大 な コン ピュー タを要 求 され るよ うに

な って きて い る現 在,そ の 使用 効率 か ら一本 化 して汎 用 コン ピュー タを

使 う行 き方 が好 ま しい と考 えて い る。

3.3.4コ ン ピ ュー タ利 用 の効果

造 船業 にお け る コ ン ピュー タ利 用 の 効果 を,幾 つ か の場 合 に つ い て検 討
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レて見 る。,一,・

_... 、.Cll省 力化効 果

例1.給 与 計 算業 務,、

造 船 所 に於 て も,給 与 計 算 が工 数 集 計等 につ いでパ ンチ ・カ ー ドに

よ り機 械化 され た が〕 この 省 力化 効 果 は恐 ら く最 大の もの で あ り,導

・
.入 時 ど現時点 と の比 較 で見 る と,給 与担 当者1人 当 り導 入 前 の約5倍

の業 務 を こな して い る とい え る。パ ン チ'カ ー ドか ら電 子計 算 機 にな

った過程 で は・従 来 や って な か った高 度 の管理 資料,給 与 分析 ,人 事

//資 料等 が ア ウ トプ ッ トされ,こ の点 で も定 量 化 は出 来 難 いが ,最 近

の労 務問 題 が重 要 な時 点 に於 て,経 営 上重 要 な役 割 を果 ℃一で 鍵 るτ一ー

一_一 一一 一一例'21一 設 計技 術 計 算

設 計 の技 術計 算 に は,種 々の もの が あ り,一 概 にはい えず,又 コン

ピュ ー タ化 して効 果 が上 る ものか ら,コ ンピュ ー タ化 して来 て い る こ

と もあ るが・ 大略 コ ン ピュ ー タ化後 は設 計 者r人 当辺 の 能 率 は,そ の

業 務 に関 す る範 囲 内 にて約5倍 近 い業 務 を処理 して い る と見 て よい。

例3.作 図の 機械 化

定型 的 な製 図 業 務 に於 て,パ ラメ ー タと な るべ き部 分 の寸 法 を与 え

て,標 準 プ ログ ラムで 図面 を 画 か せ る場 合,そ の標 準化 され て い る範

囲 に もよ るが5～10倍 の 業 務 をや って い る こ とと な る。 所 要 マ ン ・

ア ワ ーは,コ ン ピ ュー タ後 も イ ンプ ッ ト及 び ア ウ トプ ッ ト後 の手 入 れ

等 の た め零 に は な らな い。

② コン ピュ ータ でな けれ ば 出来 な い業 務

例1.構 造 強 度計 算

有 限 要素 法 そ の他 に よ る複 雑 な構 造 強 度

計 算 は,.も はや コン ピュ ー タ無 しで は行 い得 ず コ,ソピュ ー タが あ って

初 めて生 れ た計 算技 術 であ る二 これにより応 力 が正確'に計 算 出来 る よ う

に な った結 果,船 舶 の信 頼 性 は,今 後 飛躍 的 に高 まる こ とが期待 で き

これ も量 的 に は評 価 し難 い が ・幾 ら高 く評 価 して も評 価 し切 れ な い と
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も いえ る。

例2.シ ミュ レー シ ョン及 び最適 化 計 算

最 適寸 法 決 定 シス テム とか,生 産 管 理 シ ミュ レーシ ョ ン,`リ ニア.

プ ログ ラ ミン グ計 算等 の場 合 は,多 数 の ケー ス を人手 で計 算 して ,最

適 の もの を見 付 け る こと は,凡 そ不 可 能 でこれを現在 で は い と も簡 単 に

出 して くれ る。 この企 業 に与 え る効 果 は大 きな もの が あ る。又 各 企 業

の最 適 化 を通 じて経 済 全 体 に も大 き な影 響 を与 え る と もいえ る
。

㈲ 造 船 業 に於 け る コ ンピュ ータ利 用 の効 果 フ ローチ ャー ト

これまで述べて来 た如 く,コ ン ピュ ー タ利 用 の メ リッ トは ,必 ず し も第

1次 的 に定量 的 効 果 に結 び付 かな い ものが か な りあ る
。ここで第2次,第

3次 の 間接 的 効 果 を考 え て見 る と,図 の如 くな り ,最 終 的 に は売 上 げ の

増 大,利 益 の増 加 に結 び 付 くと考 え て よい 。
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34複 合 輸 送 業

34.1情 報 処理 近 代化 の動 向

田 旅 客輸 送'

わ が国 の今 後 の方 向 と して,日 本人 の全 自由 時 間 は益 々増 加 の傾 向 を

た ど り,所 得水 準 の 向上 と相 まって レジ ャー旅 行 は大幅 に ふ え るもの と

予 想 され る。

一方 ,交 通 の時 間距 離 や経済 距 離 が短縮 され て くるの で,旅 行 の範 囲

が拡 が り,国 内の み な らず海外 に対 す る旅行 需 要 も急 速 に増 加 して き て

い る。

また・社 会 経 済 活 動 の活 発化 に応 じて,業 務旅 行 は ます ます増 加 の方

向 を た どる こ とで あ ろ うし,高 速 化 へ の要請 が 高 くな るこ とは必然 的 な

もの で あ り・ ジ ェ ッ ト航 空機 新幹 線 な どが ス ケ ジュ ール の正 確性 と相

ま って大 いに利 用 され る傾 向 にあ る。

この た め,需 要 者 の要 請 に そ って 国 内,海 外 を問 わ ず,旅 客 の戸 口か

ら戸 口 までへ の 一貫 輸 送 取扱 いが,日 本交 通公社,近 畿 日本 ツ ー リス ト

日本航 空 の例 に もみ られ る如 く,コ ン ピュ ー タ と通 信 網 の利 用 に よ って

可 能 とな って きた 。

す なわ ち,ホ テ ル,バ ス な どを含 め て一貫 取 扱 いが輸 送 機 関 として の

必 須 のサ ー ビス とな りつ つ あ る。

した が って,こ れ か らの旅 客輸 送 は,個 々の輸 送 機 関 だ け の利 用 に と

ど ま らず,各 種 輸送 機 関 を統 合 したINTEGRATEDTRANSPOR-

TATIONSYSTEMの 確 立 が望 まれ る よ うに な る。

この結 果,前 述 の如 く通 信 と制 御 の技 術 を駆 使 した運営 とサ ー ビスの

提 供 が必 要 とな り,高 度化 した シス テ ムが つ ぎつ ぎ と作 りだ され て行 く

もの と考 え られ る。

(2)貨 物 輸 送

日本 経 済 の急 激 な発 展 に伴 って,貨 物輸 送 の面 にお い て も新 しい傾 向
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が現 わ れて き・てい る。

その 中 で も顕 著 な例 は,物 資 別 専 用輸 送,シ ス テ ム輸 送 の発達 で あ る。

国 内 で も石 炭 ・ セ メ ン ト・ 穀物 な どに専 用 列 車,専 用船,荷 役 設 備,

貯蔵 設 備 を具 えた専 用 一貫 輸 送 が とられ て きて い る。 また,雑 貨 類 の輸

送 に お いて も,国 鉄 に よ って コ ンテナ列車 が運 行 され,そ れ等 は いずれ

も増 加 の方 向 をた ど って いる。

特 に,海 上 輸送 を中心 と した新 しい シ ステ ム輸送 は,国 際 間 を 一貫 し

て結 ぶ協 同一貫 輸送 として既 に現 実 に活用 され は じめ て いる。

わ が 国 の経 済 活 動 の起 動 力 とも な る石 油,石 炭,鉄 鉱 石,穀 物 な どの

輸 入貨 物 の輸 送 量 は ・10年 後 に は極 め て膨 大 な量 に達 す る もの と思 わ

、れ る ので ・そ れ に対 応 した物 的 流通 シ ステ ム の確 立 が各 方 面 か ら輸送 業

界 に対 して強 く要 請 され る よ うにな って きた。

石 油 の場 合 を み てみ る と,す で にペ ル シ ャ湾 や 中 南米 の 原 油産 出地 か

ら世 界 中 の消 費 地 に原油 を流 すた め に,tt動 く海上 パ イ プライ ン"と し

て の大 型 タ ン カ ーが出現 し,今 や50万 トソ とい う超 マ ンモス級 の タ ン

カ ー建造 が進 め られ て い る。

これ に伴 っ て,原 油 を お ろす大 規 模 な貯 蔵 所 で ある セ ン トラル ・タ ー

ミナ ル ・ス テ ー シ ョンの建 設,内 陸 で のパ イ プ ライ ンの敷 設 とい う計 画

が進 め られ ・輸 送 一 生 産 一 販 売 まで を 一本 化 して,生 産,流 通 ,販

売 を一貫 した経 営体 制 の下 に コ ン トロール す る とい うもの で あ る。

特に,わ れ われの 日常牛活 に密接 な関 係を もつ一般雑貨類 の輸送 は・

従来 は荷 主 が多岐 にわ た り,輸 送 数 量 や 品物 の種類,輸 送 す る場 所,輸

送 距離 等 が千 差 万別 の た め,昔 なが らの人手 ヒ 頼 る分 野 が多 く,効 率的

な輸送 シス テ ム をつ くる こ とは非 常 に むず か しい実情 にあ つた 。

しか し,最 近 これ らに対 して海 上 コ ンテナ輸 送 シス テ ムな る もd)が 作

られ,世 界 の海 運 業 者 を は じめ と して 多 くの輸 送 業 界 に 一 大波 乱 を ま き

起 こすに至 った。'

この海 上 コ ンテナ輸 送 と は,従 来 のア般 定 期 船 の主 た る荷物 であ った
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雑 貨 の80%以 上 を輸 送 可能 と した コ・ニ ッ ト ・ロー ド ・シス テ ムで あ る。

これ まで は,陸 上輸 送 の方 は列 車 や トラ ックが受 け持 ち,海 上 輸 送 で

は港 か ら港 まで を船 舶 が別 々 に受 け持 つ ことに よ って,そ れ ぞ れが個 別

の形 で輸 送 の"切 り売 り"の 商売 を行 な って き た が,こ れ を荷物 の出 発

地 の内陸 地 点 か ら到着 地 の内陸 地点 まで を,い わ ゆ る"戸 口か ら戸 口 ま

で"の 一 貫 国際 輸送 システ ムを完 成 した の で あ る。

コ ンテナ輸 送 は輸送 革 命 の先兵 といわれ るだ け に,内 外 の輸 送 業 界 に

大 き な影 響 を与 え は じめて お り,輸 送 事業 もよ り効 率的 な新 シス テ ムを

求 め て,い よ い よ新移 動 シス テ ムへ と胎 動 を は じめた ので あ る。

この た め,旅 客 輸 送 と同 様 に,コ ン ピュー タ と情 報 ネ ッ トワー クの利

用 に よ る運 営 とサ ー ビス が必 要 とな り,よ り効率 的 な シ ス テ ムの確 立 に

向 か って い る。

3.4.2コ ン ピ ュー タ利 用 状 況 とそ の効果

{11代 表 的 企 業 の利 用状 況 とハ ー ド導 入推 移

① 陸 運

ON通 運 社

N通 運 の営 業 内容 は,店 所 数 に して約3,200・ 年 間 の営 業 取 扱 数 量

は約3億5～6,000万 トンに及 ぶ もの で,し か も,輸 送 形 態 は通運,

自動 車 ・海 運,航 空 と各 々の手段 が あ り・貨 物 の質 と量 と取扱 い内 容

は極 めて 多 様 に わた っ て い る。

した が って ・ これ らを一貫 した物 的流 通 の情 報 シス テ ム とな る と,

一段 と複 雑化 ,多 量 化 す る傾 向 に あ る。

同社 は,昭 和27年 よ り事 務 の合理 化 計 画 が行 なわ れ,昭 和35年

以降 よ り事 務 処理 関係 の コ ン ピュー タ利 用 を実 施 して い る。

現 在,大 別 す る と,

・通 信 オ ンライ ン ・システ ム

・デ ー タ処理 を主 力 とす る コ ンピュLタ ・シス テ ム
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・現 業 業 務 処理 の た めの コ ン ピュ ー タ ・シ ス テ ム

の3つ の利 用 区分 に よ るシス テ ムに分 け られ て お り,企 業 と して の最

終 目標 は,こ れ ら各 シ ス テムめ総 合 化 に よる ト'一タ ル ・シス テ ム化 に

あ る。

'
ア.通 信 ナ ン ライ ン ・シス テ ム

昭和43年10月,▼ 第1次70店 を最 初 に手 が け,44年4月 に は

全 国210端 末 を結 ぶ オ ンライ ン ・ネ ッ トワー クを完 成 した。

この システ ムは,伝 送情 報 の チ ェ ック∴関 連 情報 の確 保 ,帳 表 様 式

に よ る伝送 等 の メ ッセ ー ジ通信 を主体 と して,そ れ以 外 の適 用業 務 に

つ いて は,そ の効 果 を勘 案 して,シ ス テ ム規 模 との関 連 を検 討 しな が

ら順 次 追 加 して行 くシス テ ムであ る。

・セ ンタ ー装 置 は ,FACOM230-5065KW

・端末 装 置 は ,FACOM1520

・回線 種 類 は ,本 社 と地 方支 店 間 の 中継 線 は1200ボ ウ を50BIT/

SECに 時 分 割 多 重 使 用 し,他 は50ボ ウ 回線 で構i成 して い る
。

イ.デ ー タ処 理 シ ステ ム

中央 機 構 と してUNIVAC－ 田とOUK9300を 保 有 し,ア ダ プ タ

ー を介 して オ ンライ ンで結 合 して い る
。

地 方計 算機 構 と して は,大 阪,名 古屋,広 島 に各OUK1004を 設

備 し,仙 台,札 幌 はOUK9300を 設 置 して い る。

適 用業 務 は,経 理,総 務,営 業,そ の他 と4つ の部 門 に分 けて 処理

を行 な って い る。

ウ.現 業 業 務 処理 シス テ ム

具体 的 利 用状 況 として は,

川 倉 庫業 務

晴 海 倉庫 にNEAC1240を 専 用 機 と して設 備 し,入 庫伝 票 ,出

庫伝 票 の作 成 を行 な い・そ の結 果 と して在 庫残 高 の把 握,各 荷 主 に

対 す る請求 書 の作 成 を行 な って い る。
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{川 混 載 業 務

大 阪 支 店梅 田 にNCR-390を 設 置 し,日 々の送状 か ら1件 毎 の

運 賃 計 算,積 荷 明細 書 の作 成 を行 な って いる。

エ.現 有 機器 と導 入 状 況

機 種 名 台数 設 置 場 所 導入年月 日

UNIVAC－ 皿 1 総 研 昭39年4月

NCR390 2 大 阪 39・4

UNIVAC-1004 6 名 古 屋 ・ 大 阪,広 島 (4台)38.4

仙台・札幌 (2台)40.8

FACOM230/50

(オ ンライ ン)
1 本 社 43.10

〃230/25 1 大 阪 44.7

NEAC1240 1 東 京 44.7

NCRC-100 1 名 古 屋 45.2

OUK9300 1 総 研 45.3

IBM-1401東 京 支 店 に使 用 して いた が,返 却 した。 そ の他 各 地

にNCR-31を83台 使用 して い る。

OM運 輸 社

主 要 処 理業 務 と して オ ン ライ ン ・シス テ ム とパ ッチ 処理 シス テ ムの2

つ に分 け られ て い る。 オ ンライ ン ・シス テ ム は,路 線 運送 に伴 な う貨 物

運 送 原票 と手 板 作 成 な どの現場 事務 を主 と した業 務 と して い る。

バ ッチ 処理 シス テ ム は,収 入計 算,未 収精 算及 び営 業 用諸 統 計 な ど輸

送 完 了後 に運 送 原票 を分 類 集計 す る作業 が中心 とな る。

主要 処 理 業 務 と して は,

・収 入 計 算

・未 収 入運賃 請 求 書

・未 収 金管 理 資 料 の作 成・

・系 列 連絡 運 輸 精 算
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・先払照 合

・配達照合'

・輸送統計

・販売統計

・運行統計 』

・車両管理資料 の作成

・給与計算

・経理計算

・原価計算

・株式配当金計算

等 々であ る。

使用機種は,

中央機構

端末機構

回 線

オ ンライ ン

HITAC-8300

さん孔 タイ プ ライ ター77台

送 受 信機30台

電 子 交換 機HITAC-3030

32回 線(50ボ ー)

シス テ ムは,昭 和40年 の部分 的 テ ス トにほ じま り,43

年 にほぼ完 了 した 。

② 海 運

ON海 運 社

ア・ 基 本 シス テ ムの確 立

N海 運 の事 務 機 械 化 は,昭 和35年 にIBMの パ ンチ カ ー ド ・システ

ム の導 入か らは じまった 。 そ の進 め方 の方 法 と して は,ま ず経 営 上 の ニ

ー ズを時 間 をか け て充 分 に検 討 し,経 理 事 務 を 中心 に主 要 な 日常 業 務 の

分 野 にお け る基 礎 的 な資 料 の収 集 か ら着 実 に 一歩 一歩 進 めて,約7ケ 年

を か けて基 本 シス テ ムを確 立 した 。

した が って,昭 和42年 末 に は本格 的 な コン ピュー タIBM360-40
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の導 入 に よ り,経 営 の基 本 と もな るべ き運 賃 収 入,運 航 費,船 費,店

費,そ の他 諸 経 費 の い っさ いの コツ ピュ 一 夕化 が完 成 され た 。

イ.サ ブ ・シ ステ ムの開 発

基 本 シス テ ムは,過 去 実 績 に関 す る もの な ら,す べ てが 同 一 の シス

テ ム内 で 出来 る と い うもの で,そ の確 立 と併行 して 昭和42年 は じめ

か ら,必 要性 に 応 じた 個別 業 務 を処理 す るサ ブ ・システ ム の開 発 に着

手 した。

これ は 同社 に とって最 も効 果 が あが り,将 来 のMIS(経 営情 報 シ

ス テ ム)へ の発 展 の基盤 とな る よ うな分野 の前 向 きの もの か ら優 先的

に手 が け るこ と とな った。 コン テナ計 画,配 船 計 画,照 会業 務 の デ ィ

ス プ レイ化 等 々 … … … このサ ブ ・シ ステ ム の周辺 に よ り高 次 の経 営 情

報 を付 加 して漸 進 的 に進 む方 向 で あ る。

特 に コ ンテナ輸 送 の シス テ ム は,未 だ部 分的 な もの で は あ るが,世

界 の海 運 業 界 では始 め てのナ ン ライ ン ・シ ステ ムの 採 用 に よ り,ま が

りな りに も一応 現 場 部 門 よ り決 算 処理 に至 るまで の一貫 処理 シス テ ム

が確立 した。

また,同 社 と して は,こ の コ ンテ ナ輸 送 システ ムの オ ンライ ン化 を

実 施 す る こ とに よ って,こ の シ ステ ムの長 所 と短 所 を十 分 に理 解 し,

他 の船 舶 に も これ を徐 々に適 用 しな が ら,運 航全 船 舶 の コ ン トロ ール

システムを作成 す る予定 である。

ウ.業 務機械化 の内容

昭和46年12月 現在 の業務機械化の現 況 は次の通 りであ り・ アウ

トプ ッ トされ る作 成 は約900種 類 にわた っている。

川 基本 システム

・航海収支実績 の算出 とその多角的分析

・営業,企 画関係業務

営業,企 画に参考にな る各種諸統計の作成,外 部報告資 料の

作成.
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・経 理 関係

運賃,収 支 勘定 処理 そ の他

・諸 経費 分 析(コ ス ト分 析)

運 航費,船 費,店 費,予 算 管理 ・ その他

m基 本 シス テ ム の連i携 シ ス テ ム

・固定資 産,財 務 関係

・燃 料 油分 析

・給 与計 算

・人 事 ・労 務 統計

(1川 サ ブ シ ス テム

・コンテナ輸 送 関 係 業務(ナ ソ ライ ン)

・貨 物費 コ ン トロー ル(ナ ソ ライ ン)

・営 業統 計 の迅 速 化(オ ン ライ ン)

・照 会業務 の デ ィス プ レイ化 畑
t'ii、

船舶動静,船 舶要 目表等 ～

・外 部情報の収集 と統計表 の作成

・収支予想及び採算計算

・船舶運航 チータの把 握

・船舶修繕費の多角的分析

・その他各種(多 数)

エ.現 有機 器、と導入状況

機 種 名 台 数 設 置 場 所 導 入 年 月 日

IBM360-40 1 本 店 昭和42年11月

IBM360-40 1 本 店 43年6月
(オ ンライン ・システム)

IBM-2780 4 神戸,大 阪,名 古屋,横 浜

'

45年10月

IBM370-155 1 本 店 46年12月

MELCOM-83 2 神 戸 46年12月

IBM1440 1 本 店 40年12月(

43年 返 却
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●

●

OM船 舶 社

ア.利 用状 況

昭 和35年PCSの 導 入 に よ り事 務 の機 械化 が は じま った が,当 初

の システ ムは経 理 処理 を主 対 象 として,企 業 活 動 の結 果 処理 を 中心 と

す る業 務 であ った 。

そ の後 内外 の情 勢 の変化,特 に コ ンテ ナ船 を中心 とす る技 術 と輸 送

革 新 の動 き に対 応 す るため,IBM360-40(1号 機)とOUK9300

の設置 を行 な い本 格 的 電 算化 の第一歩 を踏 み出 した 。更 に,44年8

月 に はIBM360-40(2号 機)の 導 入 に よ って ・ 内地 側 各 部店 を結

ぶ オ ン ライ ン ・シス テ ム を確 立 した 。

イ.シ ス テ ムの 特徴

・キ ー フ ァイ ル/イ グ ニ ッシ ョン ・キ ーの設 定

・オ ンライ ン ・リアル タイ ムの採 用

・船 積 書 類 作 成 の機 械 化

・紙 テ ー プに よ る入 出力 処 理

●テ レ ックス通信 との接続

・端 末3機 種 と高 中速 伝送 回線 網 に よ る情 報 ネ ッ トワー クの形 成

・マ ソ ・マ シ ン対 話方 式 の採 用

・マ ル チ ・ドロ ップの採 用

ウ.・主 要処 理 業 務

川 営 業 部 門

集 荷管 理,船 積 管 理,コ ンテ ナ管 理,船 舶 動静 の把 握

日n管 理 部 門

外部 提 出資 料 の作 成

ク レー ム処 理

コス ト計 算

長 期 計 画,予 算資 料 の作 成

{m経 理 部 門
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収 入管理

支出管理'

その他各種業 務処理

9V)技 術部門 その他

人事 ・労務管理

、 給与計算
～

運航技術管理

その他

工.現 有機器 と導入状況

機 種 名 台数 設 置 場 所 導 入 年 月 日

IBM360-40 1 本 店 昭和42年12月

OUK9300 1 本 店 43年8月
㌔

IBM360-40 1 本 店 44年8月
(オ ン ライ ン・システム)

IBM2780 3 神戸,大 阪 ・横 浜 44年8月

③ 航 空

OK航 空社

航 空 会社 では,通 常 ラ イ ン的 な基 本機 能 と して次 の如 く区分 して い

る。

・セ ール ス(営 業)

・ トラ フ ィ ック(運 送)

・オペ レー シ ョ ン(運 航)

・メ ンテナ ンス(整 備)

この機 能 は,シ ステ ム と して は個 別的 な もの で あ って も,通 信 回線

の利 用 に よ って連 結 され,統 合 化 され る方 向 にあ る。

した が って,中 心 機 構 に は総 合的 な計 画,管 理 を行 な うの に必 要 な

情 報 を取 り扱 う,総 合情 報 シス テ ム及 び一般 管 理情 報 シ ステ ムが あ り,
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す べ て の オペ レー シ ョナ ル な他 の情 報 シス テ ム と連 携 を考 えて い る。

'昭和'38年 に導 入 され たIB
M1401及 びBM1410型 コ ン ピュ

ー タ は・上 記 の総 合 一 般管 理情 報 シ ステ ム と整 備 補給 情 報 シス テ ムに

使 用 され た。

ア・ 旅 客 シス テ ムの開 発'

昭和39年7月 ・NEAC-2230型2基 を中 央 装置 と して,東 京

大 阪,福 岡,札 幌 を中 心 に124台 の端末 装置 を電 信 回線 で結 び,リ

ア ル タ イ ム方 式 に よ る航空 座席 予約 シス テ ムが確 立 され た
。

これ は従 来 人手 に よ って行 なわれ て いた 国内線 座 席 予 約 業 務 を機 械

化 した もめ で,そ の結 果,国 内線1ケ 月の 全便,約33万 座 席 の予約

管 理 が 可 能 とな った 。本 システ ム は通 称 ジ ャル コム と呼 ばれ,オ ン ラ

イ ン ・リアル タイ ム処 理 の シス テ ム と して は 日本 で は草分 け的 な存 在

であ る 。

さ らに本 シス テ ム は,記 憶 装置 に余 裕 が見込 まれ た の で,昭 和42

年2月 よ り国際 線 の座 席管 理 の ため にスペ ース を割 くこ とに な った 。

これ に依 り従 来 テ レタ イ プで東 京 の予 約 セ ンターへ照 合 して いた 国際

線 の 座席 予 約 が・ 札幌 ・大 阪,福 岡 の各支 店 か ら可能 とな った。

しか し,欧 米 の 各航 空 会 社 にお いて は,既 に大 規 模 な座 席 予約 シス

テ ム の機 械 化 を開 発 中 で あ り・ その い ずれ もが多 角的 な機 能 を も った

もの で あ るた め,よ り一段 と高性 能 の コ ン ピュー タを中核 とす る予 約

シス テ ムの開 発 が 要請 され た 。 一

昭 和45年11月,IBM360-65型2基 と・NEAC-3200

を数 台 使 用 した ジ ャル コム 」 に切 り換 え られ,座 席 予約(リ ザベ_

シ ョン機 能)と 空港 での チ ェ ック ・イ ンを含 む諸 作業(デ パーチ
ャご ・

コ ン トロー ル機 能)を 総 合化 した シス テ ムが完 成 され た
。

本 シス テ ムの機 能 は,座 席 の最 大 限 の運 用,旅 客 へ の タ イ ム リー で

確 実 な イ ンフ ォ ー メー シ ョン ・サ ー ビス を中心 と した リザ ベ ーシ ョン

機 能 と・空 港 で のチ ェ ック ・イ ンを は じめ と して,座 席 使 用 状 況 の照
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会 と表示,シ ー ト ・チ ャー トの作 成,旅 客 リス トの到着 地 への送 信等

等 の デ パ ー チ ャ ー ・コ ン トロー ル機 能 と,メ ッセ ー ジ ・スイ ッチ ン グ

機 能 を活 か した各 種 の諸 作 業 が行 なわれ るよ うに な って い る。

本 シ ス テ ムは 日本 国 内 は もとよ り,米 州,東 南 アジ アの各地 区主 要

支 店 ・空 港 と結 ばれ,IBM2703伝 送 制 御装 置 を経 由 して,2400

ボ ウの 高速 専 用 回線 あ る いは テ レタイ プ回 線 に よ って メ ッセ ー ジが送

受 信 され,1日24時 間 の運 用態 勢 が しか れ て い る。

イ.貨 物 シス テ ムの開発

近 年,航 空 貨物 の需 要 増 加 は いち じる し く,貨 物 専 用 機 の 出現 に よ

って,貨 物 の大 型 化,コ ンテ ナ化 が進 みつ つ あ る。

この よ うな状 勢 の た め,昭 和47年 か ら使 用 開 始 が予定 され て いる

成 田空 港 の貨物 タ ー ミナ ルに は,荷 役 シ ステ ム と情 報 処理 シス テ ム と

を有機 的 に連 結 して そ の効率 化 を はか る作 業 が進 め られ て い る。

この シ ステ ムに使 用 され る コ ソ ピュ』一 タ は,TOSBAC-5400と

それ に直結 したTOSBAC-3000と い う工業 用 コ ン ピュ ータ であ

る。

ウ.そ の 他

運 航 にお け る情 報 処 理 シ ステ ム

整 備 に お け る情 報 処 理 シ ス テ ム

等 々が,よ り効率 化 した システ ム と して 開発 され つ つ あ る。

エ.現 有機 器 と導 入状 況

昭和32年

38年

39年

42年

PCS導 入 開 始

IBM1401

〃1410

NEAC2230

(オ ンライ ン ・システ ム)

IBM360-20

NEDIX-310

1基 導 入

2基 〃

2基 〃

1基 〃

1基 〃
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43年IBM360-401基 導 入

44年 〃 〃1基 〃

IBM360-652基"

(オ ンライン ・システム)

注 ……昭 和43年 か ら44年 にか け て,IBM1410とIBM1401

を返 却 した。

「代表 的 企 業 の利 用状 況 とハ ー ド導 入推 移」 につ いて は,運 輸 調 査

月報(運 輸 省)の 記 事 を参照 と した 。

亀

② 効果 面 の測 定 につ いて

前 述 した5社 と,海 運 業 界 に お いてN海 運,M船 舶 と同様 に コ ンピュ

ー タの高 度 利 用 を計 画,実 施 して いるK汽 船 ,Y汽 船,S海 運 の計8社

を調 査 した結果 ・ いつれ の 会社 も,デ ータ通 信 シス テ ムの利 用 に よ って

事 務 組織 の近 代 化 が進 み,次 第 に ダイ ナ ミ ックな組 織 管 理 の 方 向 に むか

って い る。

この方 向 は,企 業 内 部 にお い て意 思 の十 分 な伝達 が 相互 に行 なわ れ,

組 織 が よ り一 体的 に活 動 す る よ うに な り,組 織 は長 期的 に,安 定 的 に発

展 し て行 くこと にな る。 す なわ ち,企 業 経 営 の トー タル ・シス テ ム化 の

問 題 であ る。 ・

輸 送 業 の現 状 は,急 速 な物 的流 通 の シス テ ム化 の影 響 を受 け て,情 報

の受 け手 で あ る各 ク ラスの ニーズ と,ア クシ ョン ・タ イ ムの短 縮化 が重

要 な ポ イ ン トとな りつ つ あ る。

と くに ロ ワー ・ク ラス の作 業 活 動 は,ア ク シ ョン ・タイ ムが 極 めて短

か くな って行 く傾 向 に あ る。

例 えば ㌧国際 間 の コ ンテ ナ輸送 では,顧 客 の荷物 を迅 速 に輸 送 す るた

め に ・物 と一 諾 に流 れ る複 雑 な書 類 の作 成 は ます ます 迅 速性 が要 求 され

る し・荷 物 を積 み込 むた め の コ ンテ ナ の指図 に至 る までの管理 を速 く,

確 実 に行 な わ なけ れ ば な らな い。
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この過 程 は定型 的 であ り,こ の ア クシ ョ ンに直結 した情 報 処理 シス テ

ムを作 り上げ る必要 が新 たに起 ると共に,そ れを強 く要 望 され るに至 っ

た。 同時 に,何 千,何 万 個 と い う高 価 な コ ンテナ を遊 ば せ る ことな く,

常 に稼動 率 を高 め るた めに,荷 物 に関 す る情 報 と,コ ンテナ の動 き に関

す る情 報 を組 み合 わ せて,需 要 と供 給 の 調整 を はか り,企 業 利 益 の増 大

を はか らねば な らな い。

特 に,ロ ワー ・ク ラスの意 思決 定分 野 の シス テ ム形 成 の過 程 で は,在

来 の 旧輸 送 方式 に比 べ て ドキ ュ メ ンテー シ ョン処理 の二 部 にお いて,コ

ン ピュ ータ化 した に も拘 らず 人 数 が減 らず,む しろ増 加 した例 も見 られ

た。 これ は,ニ ー ズ とア クシ ョン ・タイ ムの問 題 に起 因 して い る もの と

考 え られ る。

一方 ,こ の原 因 を分 析 してみると,こ れ等 は あ くまで コ ン ピュ ー タ以前

の問題 に あ る と も考 え られ,こ こにお い て,国 際 的 な事務 処理 の標 準化

と い う大 き な問 題 が生 じて くる。

現 在,こ の件 に つ いて は・欧 州,米 国 の官 庁 関係 者 を 中心 とし た関係

グル ー プが,日 本 を含 め て協 議 研 究 の段 階 に あ り,い ず れ は そ の解 決

が は か られ る もの と期 待 され るの で あ る。

① 管理 部 門 に お ける例

調査 対 象 の8社 の中 で,管 理部 門 を中 心 と した機 械 化 にお いて顕著

な例 が い くつ か見 られ た。

この会社 にお いて は,ま ず経 営 上 の ニー ズ を時 間 を か けて十 分 に検

討 し,経 営 管 理 部 門 内 に お いて意 思 決 定 に役立 つ基礎 的 資 料 を迅速,

正 確 に提 供 す る こ とを 目標 と して,省 力効果 を含 め た基 礎 的 な システ

ムを作 成 して い る。

したが って ・後 向 き では あ るが ・経営 の基 本 と もな るべ き収 支 の い

っ さ いの コ ンピ ュー タ化 が完 成 され,総 合的 管 理 へ の指 向 と もな るべ

き各種 の経営 管 理 的 な基 礎 資 料 が す べ て コ ン ピュ ータ に よ って 一元的

に一貫 処理 され て い る。
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また,こ の シス テ ム は,主 要 な 日常 業 務 の分 野 か ら,採 算性 を重 視

し,なが ら着 実 に 一歩 一 歩進 め た結 果,コ ン ピュ ータ化 され た部 門 にお

いて は,過 去6年 間 で業 務 量 は2～3倍 に増 加 した に もかか わ らず,

当該 部門 は人 員増 が全 く見 られ ず,む しろ コン ピュ ー タ利用 に よる女

子 また は軽 年 令 担 当 者 へ の質 的,経 済 的 セ ー ブを可能 な ら しめた。`又

今 迄 な し得 なか った業 務 へ の 人員転 配 が行 な え る様 に な りPs今 後 の社

業 の 拡大 発 展化 に伴 う取扱 い事務量 の激 増 を も消 化 でき 得 る体 制 が確

立 され た。 、

この結 果 ・直 接 効 果 面 だ け で充分 に費 用 対効 果 が確認 され,こ の こ

とか らも,コ ン ピュ ー タ計 画 は,当 初 は着 実 に,地 味 に,時 間 か けて

基 本 シス テ ムの設 計 を行 うこ とが如 何 に大 切 で あ るか が痛 感 され た。

次表 は コ ン ピュ ー タ化 され た部 門 の推 移表 で あ る。(経 理 及 び計 数

管 理 部)

しか し,注 意 しな けれ ば な らぬ点 は,こ の システ ム は,す べ て が会

社 内部 の デ ー タ ーに基 づ くもの であ るの で ・ ど うして も会 計 ・販 売 な

どの デ ー タ をつ く り,そ の集 計 報告業 務 が主 とな り,結 果 的 には内 部

情 報 を処理 す る こ とが中心 とな る。

す なわ ち ・経 営 管 理 面 に対 して は間 接的 効 果 とな る。

●
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経 理 ・計数管理部門 におけ る人員並び に機械化関係業務量推移

調 査 年 月 日(昭 和)
. 37.12 40.12 46.12

導 入 経 緯
機械化前 中型 コンビュー

ぞ導入後1年

大型 コンピュー

タ導入後4年

人

員

面

男

子

課 長 職

書 記 格

15

55

16

58

11

54

計 70 74 65

女 子 計 30 32 32

伝 票 枚 数(月 間,単 位千枚) 43 90 153

機

械'

化

業

務

量

人 作

†業

接種
化 類

勘 定.関 係

管'理 資 料

外 部 報 告

31

35

17

96

109

20

年 間 総 収 入(億) 330 700 1,500

9

期 待 ..効 果(年 間,単 位億円)

総 経 費(年 間,単 位億 円)

1.32

0.93

3.24

L58

注 ① 期待効果は人件費 を中心に計算したもので,間 接的効果は殆んど計算に入れて

ない。

② 総経費は,機 器費用,回 線料,人 件費等の機械化関係の総費用を当該部門に割

掛けたものである。

(問 題点)

ア・事務機械化 の 目的 が事務処理 の質的 な高度化 にあるので,事 務合

理化上 の効果 を いろいろな角度 か ら測定 す ることは容易 ではな い。

また・導 入前の職務及び後の職務 分析 が行 なわれていな いこ とは,

一層事態 を不明確 にす るものであるが
・一応機械化 の影響 面 において

比較的 数量 的 に把握 し易 い面 か ら分析検討 してみた。

イ.大 型 コンピュータの活用 は,単 に事務 処理面 で人力 を節約 してい

▲
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全

るばか りで な く,流 動 化 した各種 デ ー タの多 角的 活 用 に進 ん でお り,

間接 的 効 果 は次 第 に大 き くな る傾向 にあ る。

ウ・ 経 理 部 門 に は機 械化 と直 接 的 に関 係 の 無 い業 務 もあ るの で,そ の

効果 を機 械 化 に すべ て を結 び付 け て考 え る ことは間違 いで あ るが,全

体的 に業 務 合理 化 進 捗 状 況 は他部 門 に比 して そ の実 績 は効 果的 で あ る。

② 営 業 部 門 に お け る例

① の 例 は,そ の性 格 上 か ら一 般的 に は事 後 処 理的 働 き と して使 用 さ

れ るが,こ れ を あ る特 定 の面,た とえば現 在,輸 送 会社 の 営業 部 門 の

指 標 であ る コ ンテ ナ輸 送 システ ムの如 きサ ブ ・シス テ ム と直 結 して,

総合 的 に前 向 きの機 能 として 活用 す る こ との可能 性 も生 じて きた 。

この様 に して,問 題 が前 向 きに展開 しは じめ る と,コ ンピュ ー タは

情 報 処理 の重 要 な道 具,武 器 と して強 く認 識 され て くる。

した が って,本 項 では コ ンテ ナ ・シス テ ムを 中心 と した費 用対 効果

を調 査 して み た。

ア.コ ンテ ナ ・システ ムの特 徴 とコ ン ピュ ータ ・シス テ ム

コンテ ナ ・シス テム は国 際 一貫輸 送 で あ り,こ の輸 送 シス テ ム は ,

陸,海,空 の各 種 の輸 送 機 関 は もとよ り,倉 庫,港 湾 な どの業 者 を も

含 め一元 と した形 が要請 され る。

した が って,コ ンテナ ・シ ステ ムを主 軸 となって運 用 す る業 者 は,

巨 額 な資本 力 と大 量 の貨 物 を集 め る力 を備 え て い る ことが必 要 で,し

か も・一連 の関係 業 者 を も含 め た シス テ ム産業 を運 営 で き る経営 力 が

なけれ ば,効 率 的 な コ ンテ ナ輸送 会社 となれ な い。

す なわ ち,以 上 の如 き条 件 を十 分 に果 して こそ,顧 客 で あ る荷主 に

対 して効 率 的 な輸 送 サ ー ビス が行 な え る とい う 「規模 の利 益 」 にづ ら

な る シス テ ム産 業 で あ る。

この ため,陸 上 か ら海 上 ま で,あ るいは陸 上 か ら空 まで と ,一 貫 コ

ンテ ナ化 に よ る合 理化 効 果 を あげ るに は,中 央 に コ ン トロ ール機 関 を

設 けて,関 連 業者 を含 め て全 シス テ ムを計 画的 に動 か す こ とが最 も大
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切 であ る。'

この コ ン トロー ル機関 の 下 で,流 通 革命 の基 本 で あ る物 と情 報 と書

類 の三 つ の流 れ を一 本化 して,貨 物 を円滑 に さば くため に不 可 欠 な も

のが コ ン ピュ ー タ ・システ ムで あ る とい え よ う。

コンテナ ・シス テ ムは・ 国 内 の み な らず ・世 界 にお いて 戸 口か ら

戸 口 まで物 を円滑 に運 ぶ とい う,物 的 流 通 シ ステ ムの代表 的 な シス

テ ムであ り,「 雛 の利 益 」 とい う面 にお いても ・ ン ピ・一 夕 ・シス

テ ム とそ の性 格 が合 致 す るもの で,コ ン ピュ ー タの効 率 的 な 使 用 が直

接 的,間 接 的 に コ ンテ ナ輸 送 の メ リ ッ トに連 な る もの で あ る。

次 に,コ ン ピュ ー タのハ ー ド並 び に ソ フ ト面 が年 々 よ り優 れ た もの

が 出現 し,そ の競 争 が激 化 して い る と同様 に,コ ンテナ輸送 シ ス テ ム

も・ いず れ は そ の優勝 劣敗 が歴 然 と して 現 わ れ て くるた め,当 然,優

れ た シ ス テ ムは劣 る シス テ ム を駆 逐 す るで あ ろ う。

また,い か に す ぐれ た効率 的 な シス テ ムが 出来 た とい って も,つ ね

に よ り効 率的 な ものを求 め る努 力 が な けれ ば,こ れ か らの激 動 す る国

際 経 済 の な か で早晩 取 り残 され る もの で あ り,新 しい シス テム が時代

の変 化 に対応 してつ ぎつ ぎ とつ ≦ り出 され で いか なけ れ ば な らな い と

い う共 通 な特 徴 が あ る。

イ.コ ン ピュー タ の効率的 活 用 と コ ス ト

コ ンテナ ・シス テ ムに コ ン ピュ ー タを採 用 す る とい う考 え方 は,た

ん に事 務 処理 の機 械化 に よ る経 費 の削減 を図 る とい うだ けで はな く,

コ ン ピュ ー タを適 用 した場 合,よ り高 い収 益 の得 られ る業 務 であ るか

らであ る。

した が って,措 置 の決定 は,ト ップそ の もの の決 定 に任 され,コ ン

ピュー タの利 用 が利 益 の増 大 の方 向 で あ る とい えよ う。

しか し,こ の様 な場 合 に お いて も,コ ン ピュ ータ利用 効果 を測 定 す

る こと は容 易 で はな い。

そ こで直接 効 果 面 の如 く把 握 し易 い部分 を除 いて は,各 々の評 価 尺
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度 を相対的 な重要度 で満足 させ るとい う方法で,各 評価数 価は,各 決

定者 の満足度 に よるという考 え方 を取 り入れ ざるを得 ない。

次の例 は,コ ンテナ貨物輸送 の システ ム化に おける費 用対効果 の調

査例 であ る。

■

亀

¶
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最 も関係 す る事 項

AB「 コ ン ピュ ー タの増 強 と レベル ア ップ,関 係 人員 数 の増

加,ソ フ トウ ェアの進 歩

BC航 路 数 の増 加,取 扱 い船 舶 ・機器 の増 加,取 扱 い コ ン

テ ナ数 の増 加 `

航空 会 社 に お け る カーゴ ・ターミナル ・・システムの費用対 効 果(実 績)

プ ロジ ェ ク ト 名 年間効果 年間経費 年間純利益

空港情報 システム

千円

37,868

千 円

35,805

千 円

2,063

カ ー ゴ ・タ ー ミナ ル ・シ ス テ ム 77,251 23,740 53,511

計 115,119 59,545 55,574

注 ①

②

③

期待効果は,各 部門のプ ロジェクト要求書 を中心に算定 した。

経費は機器費用,回 線料,人 件 費等 機械化関係総費用で ある。

期待効果 と経費(実 績)は 各年毎 に評価 を行い将来についてはモデル を評定する

とい うRoHingSystem的 な考 え方 を採用 した。

▲
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35石 油 業

3.5.1コ ン ピ ュー一夕導 入 の推 移

石 油業 に お いて コ ンピ ュー タ が利 用 され 出 した の は比 較 的早 く,事 務処

理 の 面 で もOR利 用 の面 で も コン ピ ュー タ の使 用 段 階 は,他 の業界 に較 べ

て進 ん で い る ものの 一 つ で あ る と もいえ る。各 社 に導 入 され て い る コ ン ピ

ュー タ は殆 ん どが中型 機 以上 の機 械 であ るが,そ の 利用 分 野 は精 製 中心 の

企 業 と販 売 中心 の企 業 では可 成 り異 な った点 に ポイ ン トが置 かれ て い る。

当業 界 に おけ る事 務 処理 の機i械化 は,昭 和34年 頃PCSが 導 入 され た

の に始 まる。 当時 の主 な業 務 は,販 売 整理 事 務 や請 求 明 細書 の作 成,或 は

商品 受 払 事 務 の処 理 であ ったが,使 用 す る カ ー ドも一 社 当 り月間5万 枚 か

ら10方 枚 程 度 と現 在 の せ いぜ い1/4程 度 で あ った。 しか し,当 業界 の

成長 度 合 は 著 し く高 く,そ れ を支 えて い る需 要 の増 大 は,直 接 デ ー タ量 の

増 加 を来 た し年 と共 に機 械 化 対 象 業 務量 は急 激 に増 大 し,こ れ と同時 に そ

の適 用範 囲 も拡 大 して い った。 そ の た め,コ ン ピュー タが導 入 され た の も

早 く,昭 和38年 には既 に数 社 が利 用段 階 に 入 って いる。

コ ン ピュ ータ利用 の分野 は,当 初 は販 売 実 績 の把 握 ,請 求 書,商 品受払

事 務 等 に限 られ て いた が・給 与 計算 を含 む これ らの 一般 業務 か ら,運 賃管

理,経 費 管 理 ・在 庫 管 理 の他 各 種 の販 売 管 理統 計資 料 の作成 等 経営 管理 面

へ の利 用 へ と急 速 に展 開 して きた 。 ち なみ に殆 ん どの各 社 が所 有 す る プ ロ

グ ラムの数 は,数 百 本 か ら約 千 本 に及 ん で い る。

一方 ,石 油 業界 は我 が国 にお いてORを 企 業 内 に取 り入れ た最 も早 い業

界 の 一 つ で あ り・特 に原 油選 択 問題 へ のLP計 算 の利 用 はよ く知 られ た と

ころ で ある。従 ってORの 面 に お け る コ ン ピ ュータ の利 用 も可 成 り早 くか

ら行 わ れ て お り,近 年特 に その発 展 の度 合 を増 しつ つ あ る。 この ため大 半

の会 社 が ・ 自社 コン ピュー タに よ る6R計 算 の他,外 部計算 セ ンター へ の

委託 計 算 を行 って お り,そ の費 用 も多額 に のぼ って い る。

当業 界 へ のOR計 算 の導 入 は ・前述 の通 り原 油 選択 問題 へのLP計 算 の
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適用等 か ら行 われた が・現在では各種 の経営管理 のための計算 へ と発展 し

た。特 に海外 にお ける石油企業 が全て これ らの面 において先進的企業 であ

り,こ れ ら外資 か らの情報 の流入 も業 界の特殊性 から行'われ やす く,他 業

界 と比較 して もORの 面 でみコンピュータ利用 は最 も進 んでいるものの一

つ で あ る とい え る。

石 油精 製 業 は典 型 的 な装 置 産業 で あ り,精 製 装置 のオ ー トメ ー シ ョンは

既 に 可 成 り進 ん だ形 で導 入 され て きた 。 しか し,こ の分 野 で の ここ数 年間

にお け る コン ピュ ー タ利 用 の範 囲 の拡 大 と,質 の向上 は特 に 目ざ ま し く,

最近 では コン ピュ ー タ を装置 の一 部 と して ・新 工 場 の設 計 段階 か ら組 み込

む程 と な って きた。最 近 数 年 の間 にIBM1800等 の機 械 を導 入 し,プ ロ

セ ス ・コントロール への部 分 的 な利 用 を進 めて い る会社 は数 社 にめ ぼ って い

る。 ユ ーザ ー年 報 よ り,石 油業 の コ ン ピ ュー タ導 入推 移 の うち主 な もの を

拾 って み る と次 の通 りであ る。 .、

導 入 年 度 導 入 会 社 機 種 名 ,

昭 和36年 三 菱 石 油 USSC90

日 本 鉱 業 IBM7070

丸 善 石 油 IBM1410

東 亜 燃 料 IBM1401

シ ェ ル 石 油 IBM1401

エ ッ ソ 石 油 IBM1401

Ψ モ ー ビル 石 油 IBM1401

昭和39年 日 本 石 油 USSC

昭和40年 出 光 興 産 バ ロー ス283

・ エ ・ッ ソ 石 油 IBM360/40

共 同 石 油 FACOM230

興 亜 石 油 IBM360/40

ゼ ネ ラル 石 油 IBM360/30

シ ェ ル 石 油 IBM360/40

丸 善 石 油 HITAC8400

大 協 石 油 FACOM230、
,,

昭和42年 日 本 鉱 業 HITAC8400
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昭i"'1唯 現在の勧 ゴンピ・一・ 入の状醜 表の通 りである・

・ 石油 業 各社 の コン ピ ュー タの状 況

油

葉

菜

油

油

漉

産

油

油

油

滴

漉

油

油

石

紅

鉱

石

石

石

興

妬

石

石

石

石

婦

石

鐘

本
本
替
蓋
光
∵

∴

∵

∵

昭

東

日

日

.
丸

三

出

ゼ

興

.
シ

・

工

共

モ

大

.

機

IBM360"40・iBA,1
.1800

1BM360-50,1800,FACOM270

HITAC8400,IBM1800

1BM360-40・1i30

HITAC8500,IBM360-44,FACOM

B6500,IBM1800

B500,FACOM230他

IBM360-50

1BM360-40,1800,1130他

IBM370-15'5,FACOM270

1BM360-50

FACOM230-50,10

1BM360-40

FACOM230-35

35.2コ ン ピ ュー タ利 用 の特 色

石 油業 にお け る コ ンピ ュ ー タ利 用 の分 野 は,大 き くわ けて次 の4つ に分

類 出 来 る。

① 一般 事 務計算 に対 す る利 用

利用 方法 につ いて 特 に特 色 が あ るわ けで はな いが,可 成 り広範 囲 に

利 用 され て いる。

② 計画 ・管理面 への利用

生産計 画へのLPの 利用等 は既 に一般 に ル ー チ ン化 され各社 で頻

一96一

▲



繁 に利用 され て い る。

③ プ ロセ ス ・コ ン トロ ールへの 利 用

装 置工 業 の特 性 を利 用 して コ ン ピュー タに よ る最 適稼 動 を実 現 すべ

く新 製 油所 で は特 に コ ンピュ ー タの 利用範 囲 が拡 大 され て いる。

④ そ の他 の分 野 へ の利用

貯 油 施設 で の コ ンピ ュータ利 用 に よ る出荷 作 業(石 油 製 品 を タ ンク

ロ ー リー車 等 に積 み込 む作業)の ナ ー トメ化 や,オ ソライ ジ方 式 を利

用 した 出荷 事 務 の コ ンピュ ータ化 ・更 に最近 急 激 に拡 大 して い る ク レ

ジ ッ ト ・カ ー ド ・システ ム(OCR利 用)等 が あげ られ る。

●

{1}一 般事務計算の分野 での利用方法

この分野 での利用 は,他 業界 と同様次の様 なものがあげ られ る。

① 石油製品及び容器 の受払処理業務

② 請求 書発行業務

③ 一般 会計業務

④ 給与計算 ・人事統計業務 「

⑤ 販売統計等各種 の統計管理 資料作成業務

これ らの業務 はほ とん どの各社 で稼動 中のシステムであるが,他 業界

に較 べて特 に特徴の あるものではな い。 しか し,デ ータ量 が急激 に増加

して いるため取扱 うカー ド枚数 は各社共数十万枚(10万 ～40万 枚 と

推定 され る)に 及 んでい ること,及 び石油が流体商品であるため商品受

払処理或 は商品会計業務にややその特徴がみ られ る。

以 下業務別 に簡単 にその内容 を見て みよ う。

ア.商 品 ・容器受払処理業務

石油商品の製 品在庫 は各地 に散在 す る貯油所(SP=storage

Point)に 置 かれてお り・ ここか ら需要家等 へ配送 され る。油滑 油類

は専用 の容器 に詰 め られ て在庫 され るが,燃 料油類 は通常タ ンクに保

管 され ・,タ ンクか ら直接 タ ンクロー リー等へ積 み込 まれ る。 これ らの
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在庫地は全 国各地 に・一社 当 り数十か ら百個所 もあ り,こ の単位 で受

払 の記録 がな され るこ とにな る。そ こで取扱われ る商品 種類 は,通 常

約200～300種 と割合 いに少 ないが・ これ らの全 国の商品受払処理

に要す るマ ンパ ワーは莫大 な ものであ り,要 省力化業務 の第一 として

機械化対象に進 んでい る会社 が多い。

又・、液体商品 であ るため ドラム缶等 の容器の利用 が多 く,こ の受払

い管理 に コンピュータを利用 している会社 も多 い。

商品及び容器 の受払業務 に コンピュータを利用 して いる会社 は,精

製専業 の数社 を除 いて見 ればほぼ全社 に亘 って いる。

イ.請 求書発行業務

需要の伸 び と共 に出荷件数 の伸びは 目ざま しく,請 求件数 も著 し く

増大 してい る。例 えば全 国のSS(サ ービス ・ステー シ ョン・=ガソ リ

ンスタ ンド)の 数 は,こ の10年 間 に約20倍 に伸びて いる。 このこ

とか らも推測出来 るよ うに請求 のための取扱 いデー タも老大 な もので

あ り,こ れ も省 力化効果 を求 めて各社 共何ん らかの形 で コンピュータ

化 を実現 している。

石油業界の商品代請求 は,通 常 月単位 で,出 荷総数量 に対 し同一価

格 が適 用 され るケースが殆 ん どであるため,商 品受払 処理 の段階 で,

出 荷数量の集計 を行 った上 で単価 マス ターによ る単価の適用 が割合 に

容易に行 えるため,そ の省力化効果 も大 きいと判断 される。

ウ.一 般会計業務

この業 務 へ の コ ン ピュ ー タ利 用 も殆 ん どの各 社 が行 って いる。 しか

しその内容 は相当の開 きがあ り,部 分的適 用か らほぼ100%の 適用

迄 千差万別 であ る。具体的 には経費明細書の作成や,手 形管理 と言 う

限 られ た範囲 で行 って いるものか ら総勘定元帳,試 算表の他全面的 に

且 つ全 社的 に実 施 して い るケ ー スに亘 っ て いる。 各社 で保 有 レて い る

プ ログ ラムの数 も約20本 か ら100本 以 上 にわ た って い る。

エ・ 給 与計 算 ・人 事統 計 業 務
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割合 い多 くの会社 で実施 され ている業務 の一つであ る。(16社 中

12社 で実施)適 用業務の範囲 は給与 計算及 び若 干の人事統計資料の

作成 が中心 であるが,中 には人事情報 ファイルによるイ ンフォメーシ

ョン ・リトリーバル ・システムを採用 してい る会社 や,プ ログラムを

約200本 保有 して広範囲に システム化 して いる会社 も数社 あ る。

オ.販 売統計等 各種の統 計管理資料作成業 務

石油業界 において,一 般事務計算 をベース として作成 されて いる各

種 の統計管理資 料 は大 き くわけて次 の様にな る。

①在庫管 理資料 ②運賃管理資料 ③販売管理資料 の3つ で ある。

特 に運賃 は石油 商品原価 の うちの大 きな部分 を占 めるた め各社共実施

してい るか実施 を計画 している状況で ある。

販売管理資料 は統計資料 が中心 であ るが,up-to-dateな 動向把

握 とい う点 ではあ まり進 んでいず,こ の面でオ ンライ ン ・リアルタイ

ム的 な要請 はあま り聞 かない。各社共計画数量 の達成 を 目的 とした管

理資料 に重点 が置 かれている様 である。

② 計画管理面 への利用

石油業におけ るコ ンピュ ータ利用 の他 の一つの特徴 は,そ の質的側面

即 ち経営 計画及 び経 営管理面への適用 が進 ん でい る点 であ る。

石油業 は一つ の原油か ら多数 の製 品が同時 に生産 され る連産 品産業 で

あ り,製 品の相互依存関係 が複雑 なため科学的経営管理手法によ る最適

化計画 は極 めて効果的 であ る。 その中 で もOR,と りわ けLPの 適 用は

その揺藍期 か ら先駆 的 に手 がけ られ,こ こ10年 間の努 力が実 って各社

共 ほぼ科学的計画業務が企業内に定着 しつつあ る。LPは 企業 の資 金力

労働 力,入 手 可能 な資 源,装 置,販 売力等数多 くの制約条件 の もとで有

利 な原油の選択や各種 装置 の稼動方法,製 品量 の決定 な ど数百に ものぼ

る代替案 の中か ら利益 の最大化 を計 り,全 社的 な最適化計画を導 き出す

訳 であ るが・ これ を企業内で具体的 にモデル化 す るためには400本 ～
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900本 の 方程 式 が必 要 で あ り,こ の2大 な計 算 量 は人 力 で は絶 対 に不

可能 で あ り,コ ン ピュ ー タの力 が大 い に発 揮 出来 ると ころ で あ る。

石 油業 の経 営 計 画 計算 に お け る コン ピ ュー タ利 用 の特 徴 の一 つ として

16社 中 の約 半 数 が 自社 コ ン ピュー タ のみ な らず,外 部計 算 セ ンタ ーの

超 大 型 コ ンピュ ー タを使 用 して い る ことで あ る。 これ に支 出 され て い る

費 用 も・ 一社 年 間約1千 万 円 か ら8千 万 円に 及 ん で い る。

㈲ プ ロセ ス ・コ ン トロール へ の利 用

石 油精 製 工場(製 油 所)は 大規 模 な各種 装 置群 とパ イプ ・タ ン クか ら

な る典 型的 な大 規模 装 置 工 業 で あ り,単 一 の原 油 か ら全 ての 石 油製 品 を

生 産 す る連 産 品 生 産工 程 で もあ る。 また流 量 ・温 度 ・圧 力等 に よ る操 業

条 件 の変 化 が 可成 り大 き く,こ の た め製 油所 にお け る操 業 管 理 の 自動 化

は早 くか ら広範 囲 に取 り入 れ られ て きた 。

製 油 所 に お け る コ ン ピュー タ の利 用 は,半 製 品 混合 装置 の 自動 化 な ど

一 部 の主 要装 置 の 自動化 か ら始 ま り・操 業 用 の各 種 モ ニ タ リングや ロギ

ン グ(分 析 デ ー タの記録)及 び最 適操 業 の た めの デ ータの分 析 に及 び,

さ らに装置 運 転 の最 適 化 を ね ら う自動 制 御 へ と進 みつ つ あ る。前 に も述

べ た通 り今 や コ ン ピ ュー タは石 油精 製 装置 の 一部 と して,始 めか ら利 用

を前 提 に考 え られ て い る。

一方 ,製 油所 か ら各 需要 家 や各 地 の貯 酒所 への複 雑 な製 品 出荷業 務 へ

の コ ンピュ ー タ の利 用 も同時 に進 め られ て お り,最 終的 に は これ らの利

用 分 野 も総 合 され て所謂,製 油所MISと も呼 ば れ る トー タル ・シスアム

へ と指 向 して い るの が現 状 であ る。

プロセス ・コ ン トロール用 コ ン ピュー タ と して は,IBM1800,FA-

COM270等 が利 用 され て い る。

旦

(4}そ の他 の利用分野

各地に散在す る貯油所 か らの製品出荷件数 は年 々増加 しつつある。特
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,

に タ ンクか ら直接 タ ン ク ロー リー車 へ の積 込 み作 業 や これ に伴 う出荷伝

票 作 成 作業 は年 々十 数%の 割 合 で増 加 しつ つ あ る。 このた め,こ れ らの

作 業 を コ ン ピュ ータ利 用 に よ り一環 して 自動 化 す るケ ー ス が増 え つつ あ

る。 製 油所 にお いて は 出荷件 数 が特 に多 いた め,将 来 は急 速 に取 り入れ

られ,製 油所MISの 一 部 を な す こと も考 え られ る。現 状 は まだ試 行 段

階 を抜 け切 って いな い の が実状 で あ るが,貯 捕 所 等 の 出荷 基 地 に小型 コ

ン ピュ ータ を設 置 して処 理 しよ うとい うこ とが行 わ れ 始 め て い る。一方

出荷 基地 と本 社 の大 型 コ ン ピュ ー タを オ ン ライ ンで結 び,貯 油所 に お け

る出 荷管 理 と出荷情 報 の把 握 にポ イ ン トを置 いた コ ン ピュ ー タ利 用 も実

施 あるい は 検 討 され て い る。

この他最 近 特 に急 速 に広 が りつ つ あ る利 用 分野 と して是 非 あげ ね ば な

らな い もの に ク レジ ッ ト ・カ ー ド ・シス テ ムが あ る。 シス テ ムの 詳 細に

つ いて は省略 す るがOCRを 中心 に した点 に そ の特 色 が あ る。

石 油業 にお け る ク レジ ッ ト ・カ ー ド ・シス テ ムは特 に変 った もの では

な いが,そ こで取 扱 わ れ るデ ー タ量 は月間100万 枚 以 上 で あ りイ ンプ

ッ ト段階 でOCRを 利 用 せ ざ るを得 な い点 で特 色 を もって い る。

昭 和45年 の 自動 車 用 ガ ソ リンの需 要量 は10年 前 の約3.6倍 で あ り,

一 方 ,ガ ソ リンを販 売 す るSS(サ ー ビス ・ス テ ー シ ョン)の 数 は約20

倍 に達 して い る。 これ らのSSの 約80%が 小 口販 売 である 点 から請 求 ・

集 金 等 の事 務 の合理 化,省 力 化 は大 きな問 題 で あ り,こ れ と系 列石 油 販

売 会 社 の ネ ッ ト ・ワー ク商法 と結 び つ いて大半 の会 社 が実 施 段階 ピ来 て

い る。 普 通 は,外 部計 算 セ ンタ ー とタ イ ア ップ してOCRの 利 用 と コ ン.

ビュ ータに よ る計 算 処 理 を 行 って い る。

(5)今 後予想 され る利用分野

石油業各社 の コンピュータ利用の状況 は今迄見てきた通 り,い くつか

の特 質 を持 ち なが らも全般的 には,基 礎的 な適用段階 を終了 し,企 業 と

しての総合的 な利用効果 を向上 させることを期待 して,そ の利用分野 と
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、質 的 内容 を一段 と高 め よ うと して い る段 階 と言 うこ とが出 来 る。

例 えば,事 務計 算 か らの発 展 段階 と して デ ー タ ・ベ ース ・システ ムを

ベ ー ス と した管 理情 報 シス'テムの開 発 に い くつか の会 社 が取 り組 んで お

り,既 に実施 段 階 に入 りつ つ あ る企業 もあ る。幸 いに して 石 油業 界 で は

早 くか らORの 企 業 内利 用 が進 んで お り,オ ペ レー シ ョナ ル な分野 の適

用 は ル ーチ ン化 さえ して い るの で,今 後 は情 報 シ ステ ムへ のORの 結 合

等 に よ・る所謂,経 営 管 理 面 へ の コ ン ピュ ー タ利用 の質 的 内容 が,尚 一 層

進 展 す る もの と考 え られ る。

又 ・製油 所 に お け るプ ロセ ス ・コ ン トロー ルの進 展 や貯 油 所 出荷 業 務

の 自動化 とそ の規模 の拡 大 等 の要 因 に よ り,小 型 コ ン ピュ ー タの採 用 が

積 極 的 に行 わ れ るの で は な いか と予 想 され る一 方,オ ン ライ ン.シ ステ.

ムの発 展 も予 想 され る と ころで あ る。

3.5.3コ ン ピ ュー タ費 用 と そ の 効 果

(1)コ ン ピ ュ ー タ 費 用 の現 状

石 油 業 界 の 利 用 し て い る コ ン ピ ュ ー タ は 比 較 的 大 型 に 集 中 して い る
。

こ の た め ゴ ソ ピ ュ ー タ ・レ ン タ ル の他 ・・コ ン ピ ュ ー タ ・コ ス トも多 額 に

のぼ って い るが,平 均 的 な10社 を と って み る と,そ の費fi]の 現 状 は次

の 通 りで あ る。

○ 本 社 の 中 央 コ ン ピ ュ ー タ の レ ン タル は ,年 間60,000千 円 か ら,

240,000千 円 と な って い る。 一 社 当 り平 均 す る と130
,000千 円 ～

140,000千 円 と な る。

○ コ ン ピ ュ ー タ ・レ ン タ ル と売 上 高 と の 比 率 を 求 め る と
,0.03%

か ら0・16%に わ た って い る
。

平 均 す る と0.11%前 後 で あ る 。

一102一



石 油 業 の コン ピュー タ ・レンタル と売 上 高 との関係(相 関 図)
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売 上 高

oコ ン ピュ ー タ総 コス トの 中に 占 め る コ ン ピュー タ ・レ ンタル の比

率 は45%前 後 であ る。

●

、

② 一般事務計算 の分野 におけ る効果

石油業 の中で も主 として販売部門 をもつ会社 は,先 づ事務計算 を中心

に コンピュータ利用 を行 って来 た。 ここでの効果の第一 は省力化 である

が,そ の他 に定 量化串来 ない効果 として内部情報 の収集があ る。 これ ら

のデ ータ ・ファイルを利用 してOR計 算或 は管理資料 が作成 されて いる

訳 であ る。

先ず会計 業務 か ら見て みる。

商品受払業務,請 求書発行業務 ・一般会計業務 を総括 して会計業務 と呼

ぶ とすれば,石 油業界で は,コ ンピュータを導入 している全 ての各社 に

おいて会計業務 の コンピュータ化 が行 われ てい ると言え る。

会計業務の コンピュータ化 の効果 は次 の2つ の面 から抱 え られて いる。

一つは省力化効果 であ り
・需要の急増 による会計業務 の増大 に伴 う会計
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要 員 の増 加 を抑 え て来 た 効果 は大 き く評 価 され て い る。

他 の効 果 は,会 計 業務 の コ ンピ ュータ化 に よ り可 能 とな る内 部情 報 デ

ー タ ・フ ァイ ルの利 用 効 果 であ る。 これ らにつ い て は定量 化 困 難 な ため

会 計 事 務 コ ン ピュ ー タ化 の 目的 の一 つ に 上げ られ て い るに止 ま り,効 果

測 定 は行 われ な い。

.a)商 品受 払 業 務 にお け る省 力化 効 果

省 力化効 果 が どの様 な と ころ に出 るか と見 て い る と・例 え ば商 品受

払業 務 につ いて は各 貯 酒所 に お け る受 払 処理計 算 の削減 として現 わ れ

る。 しか し通 常 一つ の貯 油 の当 該業 務 の省 力化 が行 わ れ て も直 接 的 に

要 員 の 削減 につ な が る場 合 は少 な い。 に もかか わ らず全 社 的 に算定 し

た場 合 に は相 当量 の作 業 に な るため,効 果 を算 定 し且 つ コンピュータ ・

コス トとの採 算 も と りや す い業 務 の 一 つ で あ る。A社 の例 を見 る と数

年 前 コン ピュー タ化 した時 点 で約40名 相 当分 の省 力化 効 果 を算定 し

て い るが,そ の根 拠 は,コ ンピュ ー タ化 直 前 に当 該業 務 に割 かれ て い

た マ ンパ ワーを算 定 した結 果 であ る。

b)一 般 会計 業 務 ・請求 業 務 に お け る省 力化 効 果

これ に較 べ て請 求 書発 行 業 務 や一般 会計 業 務 は,省 力化 効 果 を後 か

ら検 証 しやす い もの と な づて い る。 それ は これ らの業務 に対 す る コ ン

ピュー タ利 用 の範 囲 が割 合 に 明確 に他 の業 務 か ら区分 され て い る こ と

と,コ ンピ ュー タ化 と同時 に処 理組 織 の集 中化 が行 われ て い るた め で

あ る。

例 え ばB社 に お いて は,会 計 業 務 一 主 として請 求 書発 行 業 務 と一

般 会 計業 務 コ ン ピュ ー タ化 の 効果 を次 の様 に算 定 して いる。

○ コ ン ピュー タ化 の 時点 で約20名 の要 員 削減 が 出来 た 。

○ これ に要 した 費 用 を算 定 した結果,20各 分 の 人件 費 との 間 に て

若干 の コス ト ・メ リ ッ トが算定 され た 。

○ コ ンピュー タ化 直 前 のデ ー タ量 に比較 して現 在 の デ ー タ量 は約2

倍 とな って い るが,会 計 要 員 は殆 ん ど変化 して いな い。
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(コ ソ ピ三 一タ化 直前 とほ ぼ 同人数 で あ る。)

この例 か ら言 え る こ とは・ コン ピュ ー タ化 時点 で は省 力化 を行 うこ と

が出 来 た が,コ ス ト採 算的 に は大 きな メ リ シ トは 得 られ な い。 しか し

な が ら,業 務 量 の増 加に比 較 して要 員 の増 加 を要 さな か った点 は,会

計 業 務 が特 殊 知 識 を必要 とす るだ けに,又 最近 の 如 くマ ンパ ワー ・コ

ス トの高 騰 が急 激 な時 だけ に結 果的 に大 きな効果 を上 げ て い る と言 え

る。 反 面 一般 会 計 の コ ン ピュ ータ化 は所謂 ・経 理知 識 を体 系 的 に修得

す る場 を狭 ば め,経 理 マ ソの養 成 に苦 慮 す る結 果 とな る と言 うデ メ リ

ッ トも生 みつ つ あ る こ とに注 意 しなけれ ば な らな い。

表1、A社 に おけ る一般 会 計 ・請 求 業 務 コンピュータ化 の効 果

●

効 果 項 目 コンピュータ化 前 コンピュー タ化 後

省力化効果

所 要 マ ンパ ワー 88名 71名

経 済 効 果
千円/年

マ ンパ ワー ・コス ト節 減 額 △34,000

コ ン ピ ュ ー タ ー コ ス ト 31,000

経 済 効 果 3,000

そ の 他

コ ンピュ ー タ化 後 現在 決算処理 は約1

迄 に,デ ー タ量 約1.5 週 間短縮 された。

倍 とな って い るが,要

員数 に変更 は ない。 .

、」

c)給 与 計算 業 務 にお け る省 力化 効 果

一方 ,給 与 計 算 の コ ンピュ ー タ化 に よる省力化 は ど うで あ ろ う。

石 油 業 は各 社 共企業 規 模 に較 べ て比較 的 従 業員 数 が少 な い。 この為

か給 与 計算 業 務 の コ ンピ ュー タ化 に よ る省 力化 を大 きな メ リッ トと1、
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て担 えて い る会 社 は少 な い。 しか しC社 の例 を と って みて も・給 与計

算業 務 を コ ン ピュ ータ化 した こ とに よ り,全 業 務 の 必 要 要 員数 は,約

1/2に 削減 出来 た し,又,コ ス ト採 算 的 に も メ リッ トが あ った と算
f -w

`

定 されて い る。 しか し,既 に数 社 にお いて は所謂,給 与 計算 処 理 の域

を脱 して人 事情 報 フ ァイル の完 成 と,本 格 的 な人 事管 理 面 へ の コン ピ

ュ ー タ利 用 に進 み つつ あ り,こ の点 で省 力化以 上 の質 的 な効 果 を期待 ・

す る方 向 に進 みつ つ あ る。 この段階 での効果 測 定 は最 も困 難 な ものの

一 つ とな るで あろ う
。

●

表2C社 に お け る給 与計 算 コンピュータ化 の効 果

効 果 項 目 コンピュータ化 前 コンピュータ化 後

省力化効果

給与計算作 業 215時 間/月 100時 間/月

賞与計算作 業 110時 間/回 60時 間/回

保険料関係作業他 30〃 15〃

担当要 員数 4名 2名

経 済 効 果

マ ン パ ワ ー コ ス ト 6,000千 円/年 3,000千 円/年

機械(単 能機)償 却 200〃

コ ン ピュー タ計算 料 1,000〃

計 6,200〃 4,000〃

条 件

対 象 従 業 員 数 ・ 800名 3年 後1,000名

と な った が担 当

要 員変更 な し。

作 成 書 類 12表 3年 後約25表

利 用 機 械 単能会計 機 IBM360/40

X
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ふ

、(3).省 力化 以 外 の効 果 が 期待 され る分野 、

省 力 化効 果 を第 一 と考 え る一般 事務 計算 と異 な り,コ ンピュ ー タが な

ければ達 成 出来 な い或 は コ ンピュ ータ に よ り達 成 しや す ≦なる分野 が経

営 活 動 の効 率 化 であ る。 石 油業 に お いて は それ はORに て代表 され るが

その効果 測定 は極 めて困難 である。例 えば,石 油業 においてOR計 算の

ために自社 コ ンピュータ以外 に外部 の超大型 コンピュ ータを利用 してい

る会社 は半数以上lr_のぼ ってお り,一 社平均 して年間約3,500万 円の

支出を行 っている。 これ から得 られ る効果 が どれ程 であ るかは算定 する

ことは出来 ないが,OR計 算の効果或 は特定 の管理情 報提 供の効果 は・

それ らの情 報利用者 がそれ に要 する コス トを認識 した上 で主観的 に価値

あ りと判断す るか どうかにかか って いると言 うのが大方の見解 である。

以下 い くらでも効果測定の考 え られ るい くつかの シス テムにつ いて見

てみ る。

a)物 流 システム

石油商品の原価 の うち流通 コス トの占め る割合は大 きい。そのため

流通経路 の合理化等 流通 コス トの削減 は直接利益増大 への効果 が大 き

い。又,貯 油所は全国各地に数多 く散 在 してい るため,こ れ らの在庫

の コントロールを如何に合理的 に行 うかは在庫資 金の節減のみな らず

在庫切 れ防止 による顧客 サービス向上 に もつなが る。 この ため輸送問

題,在 庫管 理へのOR適 用が多 くなされて いるが輸送問題 は比較的そ

の効果 を算定 しやす く,合 理化前の輸送費を試算 して その効果を評価

す る等の ケースが多 い。 しか し如何 なる業種 にても同様 であるが石油

業 において も,物 的流通 の分野は情 報の システマティ ックな流 れによ

って構成 され,そ の情 報の質 の向上 に,石 油業 では特 にORの 利用価

値 が大 きい。従 って これ らを総合的 なシステムとして抱 えて全体的効

果の向上を 目ざすには,コ ンピュータに よる総 合的 な システム化 によ

らざるを得 な い。 この場合 にお いてもその効果 は,積 極的 なコス トの

削減 として把 え,合 理化前の コス ト総額 と合理化後 の コス ト総額 を算
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定 す る ことに よ って そ の効 果 を検証 出来 る部 分 が 大 きい もの と思 わ れ

る。

b販 売管 理情 報 シス テ ム

販 売 戦 術 の向上 や販 売 量 の拡 大 に対 す る販売 管 理資 料提 供 の効 果 は

測定 困難 で あ る。或 は,要 求 され る もの を提 供 す る ことが先 決 で あ り

各 社 共 そ の効果 を云 々 して い ないの が現状 の様 で あ るb

しか し,債 権 管 理(ク レジ ッ ト ・コ ン トロール)に 対 す る コ ンピ ュ

ータ利 用 の 効果 は ,不 良債 権 の発生 防 止 とい う点 か ら効 果 測定 の ポイ

ン トを そ こに お い て期 待効 果 を算定 して い るケ ースが あ る。石 油 業 の

場 合 ・販売 先 は一 応 系 列 化 され て い る が出荷 件 数 が尤 大 で あ る こ と と

出荷 が貯 油 所 で オ ー ダ ーに よ って行 わ れ て い るた め,出 荷 時点 に お け

る出荷 管 理 を含 め て ク レジ ッ ト ・コ ン トロ ール の効 果 を相 当 大 き く期

待 して い るケ ー ス が あ る。

(4)プ ロセス ・コ ン トロール にお け る効果

製 油所 にお ける 生 産管 理 の た めの コ ン ピュ ータ利用,即 ち プ ロセ ス ・

コ ン トロール は ・工 場 オ ー トメー シ ョンの典 型 的 な もの で あ ろ う。 プ ロ

セ ス ・コ ン トロ ール に よ り工 場 の最 適操 業 管 理 と い う面 か ら,装 置 稼 動

の効率 化 を求 め る と同 時 に,大 巾 な省 力化 を行 う こ とが期待 出来 る。 た

だ既設 の 設備 へ の適 用 は部 分 的 な もの に限 ちれ る ため,そ の本格 的 な適

用 は新 設製 油所 で行 わ れ るも の と考 え られ るが,そ の効 果,特 に省 力化

の面 を大 雑把 に見 て み る と,現 在10万 バ ー レル/日 規 模 の製 油所 で4

～5百 人 を要 す る人 員 は,お そ ら く将 来40万 バ ー レル/日 規 模 の工 場

で200人 程 度迄 省 力化 出来 るであろ う との予想 も あ る。

4

(5)ク レジ ッ ト ・カ ー ド ・シス テ ムへの コ ンピュ ー タ利 用 の効 果

高速 道路 の整 備 や,全 国道路 網 の発達 と レジ ャーの 一般 化 に伴 い,自

動 車台 数 及 びSSが 急 増 した 。一方,需 要 家 で あ る ドライバ ーの行 動 半
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●

径 も拡 大 し石 油 販売 もよ り広範 囲 なネ ッ トワー クをベ ー ス と した商 売 を

要 求 され る よ うに な った。 ここに採 用 され たの が ク レジ ッ ト ・カ ー ド.

シ ス テム であ り・石 油業 界 で今 急 激 に拡 が りつ つ あ る。

この ク レジ ッ ト ・カー ド ・シス テ ムは前述 の通 り,イ ン プ ッ トとな る

伝 票 枚 数 が極端 に多 く通常 少 な くと も月間 百 万枚 以 上 とな るた め,OCR

と コ ン ピ ュー タの利 用 が前提 とな って シス テ ム施設 が進 め られ て い る。

この シス テ ムの効果 と して先 づ あげ られ るのは,系 列 化 され た 販売 業

者(特 約 店)の 請 求書 発行 事 務 の 削減,金 融 機関 を利 用 した 自動 引 落 し

に よ る集 金業 務 の解 消等,特 約 店 に おけ る省 力化 効果 で あ る。 この効果

は石 油各 社(石 油元 売 会 社)に 直 接 的 に影 響 しな いが,こ れ らの合 理化

は結 果的 に系 列化 され た特 約 店 の体 質強 化 とな り,石 油各 社 に販 売 促進

効果 と して はね か え って くる と考 え られ て い る。又 今 後 の 石 油 商 売 がネ

ッ トワー ク商 内 を ベ ー ス と して いか ねば な らな い点 を考 え る と,ク レジ

ッ ト ・カ ー ド ・シス テ ムの採 用 が既 存 の系 列化強化 に つ な が り,こ の点

で も販 売 促 進 効 果 が考 え られ る。

この様 な観点 か ら石 油業 にお け る ク レジ ッ ト ・カ ー ド ・シス テ ムへの

コ ンピ ュ ータ利 用 は,長 期的 に見 た販 売 促進 効果 を期 待 して実 施 され て

い る とい え'る。

o

v

(6)コ ン ピュー タの 費 用 と効果 に関 す る考 え方

以上 石 油業 に おけ る コン ピュ ータ利 用 の効果 につ いて み て き た が,当

業 界 に お い て,聞 くこ との 出来 た 「コン ピュ ータの費 用 と効 果 に関 す る

考 え方 」 の い くつ か を ま とめ て み る と次 の様 にな る。'

① 省 力化 効 果 に つ いて ・'^

コ ン ピュ ータ導 入 の初 期 の段階 では ,特 に省 力 化効 果 を 中心 に考 え

て,且 つ そ の効果 の 度合 を測 定 して来 た が,シ ス テ ムの範 囲 と質 が向

上 す るに従 い,省 力化効 果 の ウエ イ トは薄れ て きた。 しか し,現 在 で

も物 的 流 通 シ ス テ ムへ の コ ン ピュー タの利 用 や ・貯 油所 へ の 小型 コン
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ビ ュー タ の利 用 は省 力化 効 果 が大 き く,依 然 と して 測定 可 能 な コ ン ピ

ュ ー タ効果 として 関心 を持 たれ て い る。

一方 ・ プ ロセ ス ・コン トロー ルへ の コ ン ピュー タ利 用 は,最 終的 に

は製 油所 全 体 の効 率 的 稼 動 を求 める とこ ろに あ るが,製 油所 操 作 要 員

の大 巾 な 削減 につ な が る。

② 管 理 情 報提 供 の効 果

ほにう大 な デ ー タを分 類 ・集 計 した り,基 準 との対比 をす るな どの仕

事 は,コ ン ピュ ー タの得 意 とす る ところ で あ るが,こ の 様 な情 報 を提

供 す る こ との効果 は仲 々算 定 困 難 であ る。 これ らの情 報 提 供 の た めに

要 す る費 用 の採 算性 を把 握 す るには全情 報 の利 用 者(ユ ーザ ー)の 全

情 報 に対 す る評 価 を算定 しな けれ ば な らな いが,こ れ につ いて はユ ー

ザ ー自身 に まか せ ざ るを 得 な い。 そ こで,ユ ーザ ー に対 してそ の情 報

の原価 が い くらで あ る かを 明確 に通 知 し,そ の情 報 の効 果測 定 はユ ー

ザ ー自身 に まか せ ざ るを得 な い とい う考 え方 が多 い。

コン ピ ュー タ費 用 の各 ユ ーザ ーへ の配賦 を実 施 して い る会 社 は少 な

い が,こ の線 に沿 って実 施 方 法 を検 討 して い る企 業 は多 い。

③OR計 算 への コ ン ピュー タ利 用 の効果

OR計 算 の た めに 多額 の支 出 を行 って 外部 コン ピュー タを利 用 して

い る企 業 の多 い こと は前 に述 べ た。 しか し,特 に意 思 決定 の分 野 に

ORを 利 用 して い る場 合 の効果 を算定 しよ うと して いる会社 は ない。

む しろ,OR等 の科 学 的 手 法 を可 能 な限 り経営 の意 思 決 定 に利 用 し,

この為 に は余 りに 費用 に拘 わ らな い姿勢 で進 みつ つ あ る企 業 が見受 け

られ る。 この点 は特 に石 油 業 にお い ての み現 われ て い る特殊 な現 象 で

は ない と考 え られ る。

④ 石油 業 にお け る効 果 フロー

石油 業 に おい て考 え られ る コ ン ピュ ー タ利 用 の 効果 を、 総 括 的 に表

に ま とめてみ る と次表 の通 りとな る。
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石 油業 に お け る コ ン ピュー タ利 用 の分 野 とそ の効 果

シ ス テ ム 適用分野 シス テ ムの 目的 シ ス テ ム の 効 果

一般事務

計算 シス

テム

管理情 報
システム

雛 く

一 般 会 計

/
/販 売 会 計

＼ 原 価 会 計

給 与 計 算

/物 的 流 通
/販 売 管 理 ＼

ぐ驚
夕 術計算z

ミ㌔ ㌶ 乏

省 力 化

＼∠ 処理の迅速化確 イヒ

＼
内部情 報整備

物流 の効率 化

不良債権 の防止

＼ 販売戦略 の向上

設備資材め効率化

人材の適樋 所化/

分析内容の質の向上

ξ 企画.計 画内容の/
向上

1・ ス ・削減

利益の拡司

1サ ービス向上1

＼
売 上 の 増 大1

経営の安

定的発展

1資産の効靴

経営の質の向上
℃

lMAN・ ・WERの 効率化1

已 営判断の質的向上



36電 気 事 業

3.6.1畠 コン ピ ュー タ導 入 の 推移

日本 の電 気 事業 にお け る事務機 械 化 は,1951年,日 本 生 産性 本部 よ り

派 遣 され た訪 米 電気 事業 調 査 団 が 「パ ンチ ・カ ー ド ・システ ムの導 入 」 を

勧 告 した こ とに始 ま る。

これを 『うけ て,1954年 め 関 西電 力 にお け る導 入 を皮 切 りに,九 電 力 会
う

社 の うち八電 力会社 と電 源 開発㈱ が,逐 次 パ ンチ ・カー ド ・シス テ ムの採

用 を行 なった。

パ ンチ ・カ ー ド ・システ ム は,主 と して オ ペ レー シ ョナル な分野,す な

わ ち 各需要 家 の毎 月 の電 気 料 金 の計 算(料 金調 定),給 与計 算,株 式 業 務

な どの事務 処理 や技 術 計 算 に関 して,人 手 に よ る作 業 を機i械処 理 に置 換 え

るこ とを主眼 として行 なわれ た。

1959年 に至 り,東 京 電 力 が 日本 電 気製 のNEAC2203(N-3)を ・

電源 開発㈱ がIBM7070を 導 入 し,コ ン ピュ ータ時 代 の端 緒 をつ くっ た。

コ ン ピュ ータ時代 の初 期 に おい て は,多 くの 会 社 にお いて,コ ンピュー タ

とパ ンチ ・カー ド ・システ ムが併 置 され た。

1961年 の 東京 電 力 に お け るUNIVAC皿 の導 入 と とも に,各 社 は,

UNIVACあ る いはIBMの そ れ ぞ れ の比 較 的 大型 の機 種 を採 用 し,パ ン

チ ・カー ド ・シ ステ ム を置 換 え る方 向 にす ず ん だ。

1971年9月 末 に おけ る電 力各社 の主要 な汎 用コンピュータは,表1の ど

お りで あ る。

電 気 事業 に おけ る コ ン ピュー タ利 活 用 の適 用 業務 の開発 お よび 実 施 の推

移 は・ 「汎 用 コ ンピ ュー タ を利 用 す る もの」 「自動 給 電 に利 用 す る もの 」

さ らに 「プ ロセ ス ・コ ン トロールに利 用 す る もの 」 に区分 して みて み る こ

とが適切 と考 え られ る。
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表1電 力各 社 の主 要汎 用 コン ピュ ー タ

会 社 名 機 種

北 海 道 UNIVAC4941台

東 北 、 IBM360/651台

東 京 UNIVAC4941台

中 部 UNIVAC11081台

北 陸 IBM360/401台

関 西 IBM360/501台

IBM360/402台

中 国 HITAC85001台

四 国
⊥

IBM360/402台

九 州 IBM360/401台

電 源 開 発 IBM360/501台

IBM360/401台

▲

田 汎 用 コン ピュータを利用す るもの

1台 または複 数台 の コンピュータを,以 下に述べ る各業務 にお いて,

汎 用的 に利用す るものである。

a営 業料金業務

各電 力会社にお ける,最 大の定型的 日常業務は,料 金関係業 務であ

る。 この業務 は,各 需要家 に対す る毎月の検針値 を もとに
,所 与の契

約条件 に従 って電気料 金を計 算 し,収 入方 式に応 じて ,領 収証 ・振込

用紙 ・振替用紙,各 種の集計表および関連統計を作成 する料金調定業

務 と,こ れ に引 き続 いて売掛金を収入す る業 務(電 力会 社 では これ を

収入管 理業務 と称 して いる)か ら構成 されている。
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料金認定業務 にお ける電気料金計算 の基 本的 なか たちは,

基本料 金+使 用量料金+電 気税

と極 めて簡単 な ものであるが,日 割計算 や計算期間の調整,さ らに こ

れに伴 う電気税 の補正 な どが入 って くると非常 に複雑 な もの となって

くる。

また・需要家 に関す る台帳 も,住 所 ・名儀 や契約条 件・過去 の経過

記録 か ら業務運用上の諸元 な どを伴 って,複 雑膨 大 なもの となってい

る。 したが って,料 金認定業務 に従 事 す る要員 も非常 に多 いところか

ら・多 くの電力会社 において最初の機 械化対象業務 となった。

機械化 の対象範囲 も,供 給種別に応 じて,数 の多 い一般低圧需 要家

分 か ら,数 は少 ないが複雑 な処理 を伴 う大 口需要家分 へと拡大 されて

いった。

さらに・既登録 の需 要家 台帳 をもとに検針時 に携行す る検針票 ・お

知 らせ票 を作成 し,検 針票 に計器指針 をマーク してOCR処 理 の うえ

コンピュータ入力 とする,検 針データのOCR化 も各社 ですす められ

ているとと もに・各需要家計器 よ りオ ンライ ン回線 によ り,検 針 デ ー

タを収集す る自動 検針 について も,フ ィール ド ・テス トが行 なわれ て

いる。

以上 のよ うに料 金調定業務の機械化 がすすみ,一 方において,収 入

方式 も,訪 問集金 を基 本にするかたちか ら,金 融機関窓 口な どでの振

込収入,さ らに預 金 口座か らの自動振替 に よる振替収入 と多様化 して

きた。 このため・各電 力会社 では,さ まざまのかたちで,料 金調定 と。

結合 した収入管理業務 の機械化 をすすめつつあ り・東京 ・関西電 力 の

二社 では,銀 行 との間の磁気 テ ープ交換 を行な って いる。

また,電 力会 社での営業業 務は,既 契約 の更改 ・新規供給 ・電気料

金収納 な どの受付業務 と地域的 な需要想定業務 に大別 され る。

前者の受付業 務において は,膨 大 な需要家台帳 の迅速 な維持更新 を

もとに,第 一線窓 口における即時情報検索 を行 ない うる 「(オ ン ライ
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ソ)需 要家情 報 システム」の確 立が,情 報化社会の進展 につれ需要家

サ ービス上不可欠 となってきている。

後 者の需要想定 業務 にお いて は,「 需要家台帳」 とい うデー タ ・ベ

ースの効果的 な活用方式 の開発 が急 がれている
。

b人 事労務業 務

日本の ほかの多 くの企業 と同 じように,電 力会社 の人事労務業 務の

機械化 も,給 与計算,厚 生 ・社会保険関係 お よび これ に関連 す る諸統

計 の作成か ら始 め られた。

この機械化 の 目的 は,業 務 自体 の処理効率 を向上す るとともに ,こ

の業 務 を主 なデ ータ収集 ルー トとして,人 事労務管理上必要 と される

諸統計や資料の作 成 を容易 にす るデータ ・バ ンクの確立 におかれ た。

各電 力会社 は,水 力 ・火力 ・原子力発電所 といった生産部門,送 電・

変電 ・配電 とい った電気の輸送 部門,前 述 の営業部門,さ らに総務 ・

労務 ・経理 な どとい う一般管 理部門を擁 し・ しかも24時 間電 気の供

給 に当 って いるので,勤 務 の態 様 も非常 に複雑多岐 にわた って いる。

したがって・基準内給与 や各種手 当の体系の合理化 に対す る不断 の

努力に も拘 らず,給 与計算 は複雑化せ ざるをえず,機 械化 の有効 な局

面 とな りえた。

加 えて,昭 和30年 代 におけ る一連 の賃 金近代化方策 一職務給の導

入 ・退職金の合理化 ・年金制度 の発足 な ど 一 と,最 近 におけ る労働

者財産形 成方策 に伴 う持 ち家助成関係な ど新 しい施策 の実施に関 して

も,円 滑 な処理 の吸収 を可能 と して いる。

さらに,デ ータ ・ベース としての活用に関 しても,人 事関係 データ

な どの充実 とともに,RPG(REPORTPROGRAMGENERA-

TOR)や シ ミュレーション ・プログラムな どの整備充実 とあい まって

人 事労務管理 上要請 され る資料作成に欠 かせないもの とな って きてい

る。

c経 理業務
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前述 の料 金 調定 および 収 入管 理 を,米 国 にお いて は,CUSTOMER

ACCOUNTINGな どと呼 ぶqと が あ り,こ の よ うな意 味 あ い にお

いては,各 電 力 会社 は,経 理 業 務 を 最初 に機 械 化 した と い う こと もで

きよ う。

しか しな が ら,電 力 会社 に お け る経 理 業 務 とは,財 務 会 計 一 会計 伝

票 を も とに,仕 訳 ・日計 ・月次 ・期 末 処理 を行 な い財 務 諸表 を作 成一

と管理 会計 の両 者 か'ら成 り,さ らに設 備 産業 で あ る こ とか ら,固 定 資

産 会 計 の ウエ イ トが高 いの が特 色 で あ る。

以 上 のよ うな前 提 にた って,各 電 力会社 は,さ まざ まの か たち で経

理 業 務 の機 械化 を すす めて きて い る。

多 くの会 社 で は,固 定 資 産 会 計 の部分 的機 械 化 か ら実 施 に入 って い

る が・1968年,四 国電 力 に お いて完 成 を みた料 金 ・給 与 ・資 材 ・設

備 な どを経 理 的 な意 味 で個 々 のサ ブ ・シス テ ム とみ な し,機 械 内 で の

自動 振替 な どを全 面的 に取 り入 れ た シ ステ ムは,そ の一 つ の典 型 を な

す もの と思 われ る。

また ・予 算 管理 ・資 金管理 ・コス ト分 析 な どの管理 会計 に関 して は

各電 力会社 と も予決 算 比 較 や資 金計 画 ・実績 対 比 ・特 定 の勘 定 の要 因

の分 析 な どを実施 して い るに留 ま って お り,予 算編 成 過程 に お け る シ

ミュ レーシ ョン ・モ デル の開発 な ど とあわ せ て,今 後 の 大 きな課 題 と

な って い る。

d資 材業 務

電 力 会社 に お け る資 材業 務 は,

i)資 材 ……… 配 電用 資 材

発電 ・送 電 ・変 電 な どの設 備建 設 お よ び補修 用資

材

lD燃 料 ……… 重 油 ・石 炭 ・LNGな どの(化 石)燃 料

原 子 力用 の核燃 料

iiD請 負工 事
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lV)車 輌 お よび輸送

な どを対象 に,そ の調達 ・在庫管理 ・支払 な どを行 な う業務 である。

資材業務において,最 初に機械化 の対 象 とな ったのは,石 炭 の支払

計 算であって,そ の後のエネルギ ー源の変 貌に伴 って・重油の支払 に

関 す る計算に置換 って いった。

さらに,配 電 用資材 は,一 品 当 りの金額 は高額ではないが,使 途 が

汎用的 で,数 量 も多 いことか ら,貯 蔵品のかたちを とってお り,こ の

配電用貯蔵 品の受 入払出や購買代金 の計算 な どを行 な うシステムを開

発 して いる会社 も多 い。

東京電 力にお いて は,「 配電工 事管理 システ ム」 と して・需 要家申

込 による配電工 事の設計段階か ら,旬 単位 での所 要資材 の集計 と請求・

納入 メーカーへの出荷指示,各 倉庫 の受入払出の精算 と在庫 の把握,

支払代金の計算 な どを一貫 するシステムを開発 実施 してお り,配 電用

資材 を対 象 とす る機械化 システ ムの一つの典型 となって いる。

また,設 備建設用資材や請負工事 に関 しては・会計伝票の段階 ・す

なわ ち検 収完 了の段階 から経理 システムに含めて処理 している会社 が

多 い。

燃 料に関 して は,公 害対策および コス ト上の問題 か ら,調 達計 画段

階 か ら,受 入 ・消費 ・支払段階 を一貫 す る総合 システ ムの開発 が現在

の急務 であ る。

e設 備 関係業務

電気供給に関す る設備 は,水 力 ・火力(汽 力 ・内燃力)・ 原子 力発

電所 などの発電設備,送 電線 ・変電所 ・配電線 な どか ら構成 され てい

る。 これ らの設備 に関 しては,

D需 要想定 に基づ く設備計 画

① 設計や新技術 に関す る計算

川)個 別設備 の建設工事計画

lV)工 事予算 の編成
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V)資 材 や請負工事 力の手 配

VD工 事工 程管理

viD竣 工 に伴 う検収 と精算

viiD設 備台帳 の作成維持

lX)設 備の運転保守 お よび記録

×)設 備の補修

な どの広汎 な業務 が必要 とされ る。

ここで 「設備 関係業務」 として述べ るのは,主 として第3項 以下 を

対象 とし,第1・2項 は,^つ ぎの 「技術 計算」 にお いて触 れる ことと

した い。

前述の各設備 において,発 ・変電設備 は点 として,送 電設備 は線 と

して印 己電設備 は面 として拡が って いる といわれ,こ のよ うな事情 か

ら・同 じ設備関係業務 であ って も,配 電設備 のみは,や や異 なった機

械化 の推移 をた どって いる。

すなわち,配 電設備 に関 して,前 述の東京電力の 「配電工事管理 シ

ステム」 を例に して機 械化 シス テムをみて みると,

・需要家の新規供給 申込 や社 内におけ る工事計画に基づ く設計

・資材調達

・請 負工事業 者への付託

・工事の竣工 に伴 う検収

・上記の各段階 での工事工程管 理

・使用材料 ・請負工事 代金 ・設 備計上資 産の数量 ・金額 の確定 な ど

の諸精 算

さらに、

・膨大 な個別設備台帳 の作成維持

な どの反復過程 を対象 として いる。

各電 力会社 とも,ウ エイ トの置 き方,ア プローチの仕方の違 いはあ

るが・大体 以上 の ことを 目途 に機械化 システムの開発実施 をすすめて
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いる といえ よ う。

一方・発電 ・変電 ・送電 の各設備 に関 して は,設 備実態 ・運転実績 ・

故障 ・事故 な どの各種統 計の作成 と設備実態 を重点 とする設備台帳の

作成 ～「が平行 してすすめ られ,現 在 ではその一体化 をはか る段階 にき

て いる。

すなわち,設 備台帳 の概念 を所在 ・定格 ・容量 といった実態的 なも

のか ら,運 転状 況 ・故障 および事故履歴 な どの動的 な記録 を含 むもの

に拡張 することに より,こ れ らのデ ータの収 集の一過程 にお いて,諸

統 計 も作 成 され るか たちにな りつつ あ る。

f用 地業務

企業 と して,電 力会社 も発 ・変電所 や営業機関の敷地 や建物 を所有

してい ることは当然 であるが,そ のほか配電線の電柱数につ いて非常

に多数 の借地 を してお り,こ の局面 での機械化が,最 近 各電 力会社に

おいてすす め られている。

g技 術計算

電力会社 におけ る技術計算 は,設 備 に関す る設計 ・構造計算 と設備

計画 の策定 に関連す る諸計算 に大別 され る。

設 備 に関 す る設計 ・構造計算 としては,ダ ムの設計計算,送 電鉄塔

設計計算, .過渡 安定度計算,短 絡 容量計算,電 圧安定性計算 な どが代

表的 なもので,現 在 では原子炉燃焼計算や原 子炉容量 設計計算 な どの

原子力関係,公 害対策関係 の諸計算 が増大 して きている。

また,'設 備計画 の策定 に関連 する諸計算 と しては・需要分析,負 荷

曲線想定,需 給計 画計算,各 設備 間協 調 シ ミュレーシ ョン,長 期送変

電計画計算 な どが代表的 なものである。

これ らの計 算 システムは,個 別 に逐次開発 され利用 されて きている

が・最近 にお いてはその成果 にたって,デ ータ ・ベースと況用 パケー

ジ ・プ ログラム群 の構造 として とらえ,総 合的 に再編 してゆ く動 きが

強 まってきてい る。
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以 上 を概 観 して い え る こ とは,パ ンチ ・カ ー ド ・シ ステ ム時代 の部

分 的 計算 ・集 計 ・作表 業 務b)機 械化 か ら,コ ソ ピ三 一 タ時 代 に入 って

先 に述 べ た各 サ ブ ・シ ステ ムの確 立 が急 がれ,オ ベ レー シ ョナ ル な分

野 が中心 で あ る とは い え,各 サ ブ ・シ ステ ム間 を総 合 化 した デ ータ ・

ベ ー スの整備 と四 国電 力 のEMERS(EASYMANAGEMENT&

EXECUTIVEREPORTINGSYSTEM)に 代 表 され る よ うな

汎 用 ソ フ トウ ェア の開 発 が 急速 にす す め られ て い るの で ある 。

臼

② 自動給 電 に利 用 す る もの

電気 は生 産 即 消 費 の特 性 を有 す るの で,発 電 所 で生産 され た電 力 は,

巨 大 でか つ複 雑 な電 力系 統 を通 して,即 時 的 に,需 要家 に供 給 され る こ

とに な る。

この発 電 ・電 力系統 の運 用 を,コ ン ピュ ータを利 用 して,全 日,オ ン

ライ ンで行 な うの が 自動 給 電 で あ る。

自動給 電 は一般 に,

i)・需 給調 整 計 画(翌 日負荷 予 想)

lD作 業 調 整 ・系統 構 成計 画 .

iiD水 系 運 用 計 画

iv)系 統 状態 監 視

V)需 給 制 御

な どの サ ブ ・シス テ ムか ら構 成 され て いる。'

この自動給 電 は,ELD(ECONOMICLOAD・DISPATING)

の理論的 発 展 を基盤t':,'オ ンライ ン処理技 術 や各 個 別 設備 の 自動化 の進'

展 に伴 って す す め られ て き たも の で あ る。

各電 力 会社 と も系 統 状 態 監視 と需給 制 御 を中心 に,専 用 の中 型程 度 の

コ ンピ ュータ を設 置 して お り,場 合 に よって は ,水 系運 用 計 画 な どの大

規模 計 算 を必 要 とす る部 分 は,前 述 の汎 用 コン ピ ュー タ で実 施 して い る。

現在 は平 常 時 の操 作 に限 られ て い るが,逐 次,事 故 時 復 旧,緊 急 時 制

頃
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御'操 作
、に拡 張 され ・ また2塒 間帯 にわ た る重 要 な運 用 デ ー タ源 と し

て,そ の収 集方式 の検討 もすすめ られている。

■

㈲ プ ロセ ス ・コ ン トロールに 利用 す る もの

他 産業 に お け る生 産エ 場 内 での プ ロセ ス ・コ ン トロール に相 当 す る も

の と して,汽 力発 電 所 にお け る コ ン ピュ ータ制 御 を あげ る こ とが で きる
。

汽 力発 電 所 の 運転 に お け る コン ピュー タ利 用 は,最 初 に は,主 機 ・補

機 な どに数 百 ヵ所 の 測定点 を設 け,定 時 に その測定 値 を ロギ ングす るこ

とか ら始 め られ た。

最 近 に お いて は ・複 雑 な起 動 ・停 止過 程 の シス テ ム分 析 とそ の設 計が

すす むに つ れ,本 格 的 な 自動 運転 の方向 に向 いつ つ あ る。

しか し,現 状 で は,1ユ ニ ッ トを1台 の コ ン ピュー タ が制 御 して お り,

NCの 発 展 に み られ る よ うに ・1台 の コン ピュ ータ が複数 の=ニ ッ トを

制 御 す るに は至 って い な い。

汽 力発 電 所 に比 して,水 力発 電 所 の起 動 ・停 止 は比 較的 容 易 であ るの

で,一 水 系 に お け る複数 の発電 所 を 自動 的 に運 転 制 御 す る こ とは ,東 京

電 力 の 梓川 水系 を は じめ各 所 で実 施 され て きて い る。

362コ ン ピ ュー タ利 用の 特 性

電気 事業 にお け る コ ン ピュー タ利 用 の特 性 は,前 述 の 「コ ンピ ュー タ導

入 の推 移 」 か ら十分 類 推 され る と ころで あ るが,要 約 す れ ば つ ぎの よ うに

'な ろ う。

① 生 産 ・輸 送 ・営業 ・管 理 な どの各部 門 が複 合 して 構 成 され て い る企

業特 性 か ら,全 社 的 に,各 業 務_で,バ ラ ンス を保 った機 械 化 が すす め ら

れ て い る。

② 汎用 と特 殊 目的 に分 け て コ ンピ ュー タが設 置 され て お り,汎 用 利用

の コ ン ピュ ータ は,経 済性 を考 慮 しつ つ,極 力大 型化 を はか って い る
。
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tま た〇一企 業 と して の設 置 台数 が多 い こ と も特 色 の一 つ と いえ よ う
。

③ 汎 用 の コン ピ ュー タの適 用業 務 は,オ ペ レー シ ョナ ル な分 野 に お け'

る省 力化 効果 に重点 がお かれ て きて いた 。

④ しか し・ オペ レー シ ョナ ルな分 野 に お け るサ ブ ・シス テ ムの確 立 に

伴 って ・ デ ー タ ・ベ ース の総 合化 をす す め ・積 極 的 な計 画管 理 面 へ の ア

プ ローチ が強 ま って き て い る。

,⑤ 汎 用的 利 用 に基 づ く大 型 機 の導 入 は,大 規 模 な技 術 計算 に関 す る利

用 を容易 に して い る。

⑥ 情 報 化社 会 の進 展 に即 応 す る需 要家 サ ー ビス の向 上 ・社 内各 部 門 の

情 報流 通 や業 務 処理 の迅速 化,計 画管 理 方 式 の近 代化 な どの ため に,自

動 給 電以 外 の 局面 に お け る,オ ゾ ライ ソ処理 方式 の 確 立 が早急 に求 あ ら

れ て い る。

363シ ス テ ム 開発 に お け る メ リ ッ ト

電 気 事業 にお け る コ ン ピュー タ利 用 の メ リ ッ トを,幾 つ か の局 面 か ら例

示的 に示 して み よ う。

田 省力化効果

例1.給 与計算業務 の機械化

月例給与計算 におけ る基準 内給与 ・諸手当,所 得税 ・社会保険料 ・

諸 貸付金 な どの控除 な どの諸計算,支 給 明細 ・集計表 などの作成,昇

給 ・賞与計算 ・ これ らの各業務に必要 とされ る台帳 の維持更新 お よび

関連統計 な どの作成を機械化す ることに よ り,1人 の給与計算担当 者

が,機 械化前 の2、5倍 相当分 を処理 しうることとな った。

例2.料 金調定業務の機械化

さきに詳述 した料 金調定業務 にお いて,1人 当 りの坦 務量 は小型会

計機時代 の100か ら,コ ンピュータ処理開始時130,検 針 データ

ψ

●
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作 成 のOCR化 に よ り200と 増 大 して き てい る。

●

(2)コ ン ピュ ー タで な けれ ばで き な くな って い るこ と

例1・ 社 会企 業 との磁気 テ ー プ交 換

銀 行 に お け るオ ン ライ ン ・バ ンキ ング ・シス テ ムの進 展 に つ れ ,預

金 者 台帳 は各 銀行 のセ ンターに集 中 され つ つ あ る。

電 力会 社 にお け る収 入管 理 業 務 の うち振 替 方式 に よる もの は,こ の

預 金 者 台 帳 か らの電 気 料 相 当額 の 引 き 落 しを依 頼 す るもの で あ るが ,

従 前 の膨 大 な用 紙 の引 き渡 し と銀 行 に お け るパ ンチ 入 力方 式 に か え,

磁 気 テ ープ の引 き渡 し,コ ン ピュ ー タへ の直接 入 力方 式 がす す め られ

つ つ あ る。

例2.大 規 模 技 術 計 算 一 原子炉 炉 心 部 の燃 焼計 算

原 子炉 の燃 焼 計 算 を行 な うに は,炉 心 部 の状態 を3次 元 マ ト リック

ス で表 現 した デ ー タを取 扱 う必 要 が あ る
。

所 要 の精 度 を うるた め には・現 在,縦 ・横 ・高 さをそ れ ぞ れ メ ッシ

ュ で細 分 し・100KWD程 度 の データ容 量 が使用 され て お り
,今 後 の

コ ンピ ュ ータ の容量 増 大 に応 じて ,さ らに大 規模 化 す る も の と考 え ら

れ る。

▼

●

③ マネージ メン ト ・サイ ドへのア プロ_チ

例1,需 給計画計算

電気 事業 における設備 の建設 は長期 を要 し,供 給責任 を義務 づけ ら

れて いるか ら・5～15年 の長期 にわた り需給構造 を決定 す る計算(長

期供給能力計算)や 至近年に ついての詳細 な検討を行 な う計算(短 期

供給 能力計算),さ らに こ うして決定 され た供給設備 の経 済運用 を検

討 す る計算 な どが重要 とな って くる。

この よ うな要 請か ら開発 された のが,こ の 「需給計画計算 システ勾

で,想 定需要 ・供給 力 ・事故率 ・補修率 な どを入力 し,い くつかの代
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表 断面 につ いて,前 述 の諸 計算 を行 な うもの で あ り,電 力供給 計 画,

電 源 開発 計 画,電 源 運 用計 画 な どの策 定 時 に広 く利 用 され て いる。

例2.EMERS

EMERSと は,'前 述 の ご と く,四 国電 力 に お いて開 発 され た 「経

営 者や管 理 者 へ の報 告 書 をEAsyに 提 供 す る シ ステ ム」 の略 称 で あ

る。 この報 告 書 作 成 の シス テ ムは,あ らゆ る階 層 か らの要 求 に応 じて

プ ログ ラムを 書 く ことな く,コ ンピュ ー タ内の デ ー タ ・バ ン クよ り,

即 刻 ア ウ トプ ッ トを作 成 し う るプ ロ グ ラム とな って い る。

四 国電 力 に お い ては,全 社 的 に報告 体 系 の分 析 を行 ない 「定例 報 告

(統 計等)一 は原 則 として作 らな い 」 とい う方 針 で,経 営 の各 階層 別 の

一般情 報 ・計 画 用資 料 ・統 制 報告 ・臨 時 報告 な ど報告 体系 の再編 を行

な った。

これ と即 応 して,コ ンピ ュ ータ内 の デ ー タ ・ベ ースの整 理 統 合 を す

す める と ともに,EMERSの 開 発 に着 手,逐 次 充 実 を は か って,本 店

の各部 門 は も とよ り,各 支 店 や営業 所 な どの管 理 者 に対 す る効 果 的 な

計 画策 定 や管 理 の た め の情 報提 供 に努 めて い る。

以上 で明 ⑪ なよ うに一 ソ‥ 一夕導 入後の+数 年間 は・電気事

業1こ お い'ても,.オ ペ レ ー シ ョナ ルな分 野 にお け る大量 定 型 的 な 日常 業

務 に お け る省 力化 人 員 に よ っ て,ほ ぶコ ン ピュー タ関係 の 支 出 と同額

に近 い費 用 節減 効果 をあげ え た。 さ らに,経 営 上 の要 請 よ りす る コ ン

ピュー タで なけ れ ば で き ない こ との効 果 を含 め れ ば,そ の メ リッ トは

非常 に大 き な もの で あ った と いえ る。

しか し なが ら時 代 の要請 に即 応 す るオ ン ライ ン処理 方式 の導 入 は・

支 出の増 加 に比 して,さ ほ ど大巾 な メ リ ッ トを期 待 し うる もの で は な

いo

現 在 に お いて こそ,も っ と も経 営 の意 思 ・ニ ー ス の明確 化 と・組 織

の 改編 まで も含 む広汎 な メ リッ トの創 出 が求 め られ て い るの で は あ る

ま いか。
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3.7流 通 業(家 電 販 売)

a71業 界 および コンピュー タ導 入の推移

{1}家 電業界の推移

家電業 界 は戦後10年 を経た昭和30年 代には い り,家 庭生活 が安定

す るととも に,電 化生活 に よる家庭生活 の合理化 を求 め て急速 な成長 が

実現 され,業 界 の規模体質 ともに大 き く変貌 した。

ここに家 電業界 は産業 界 において も着 々とその地歩 を固 め,日 本経済

成長 の原動 力 として,個 人消費支 出に占め る家電商品の比重 を拡大 し・

大 きなマーケ ットを形成 してきた。

又現今家電業界 といわれ る中 には多角化・脱家電化が進行 し・電化器

具 と並び住宅関連機器 をも包含 されつつあ り扱 い分野 は更に拡大 してい

る現状 であ る。

一方 ,家 電業界の成長力 が本格化 した一つの要因 として大量生産 ・大

量販売 の好例 として生産 コス ト,流 通 コス トの合理化 が可能 であ った こ

とがあげ られ る。

従 って家電業界の マーケッ トカ を高 め得た流 通形 態の変革 もまた顕著

であった。即ち新 しい流通 チャンネルの参入等 の現象 によ り.マ ーケ ッ

テ ィング戦略 としての流通系列化政策 が有効 な手段 として認識 され メー

カーに よる一元的流通 システムが誕生 した訳 である。

しか し家電商品 が量産商品であ り,且 つ多種 商品を もって,市 場 の拡

大 が進展 した事に よ り,大 規模小売企業の成長,商 品別専門店 の出現 と

い った情勢変化が み られ流通 システ ムの多元化現 象へ と転換 しつつ ある。

以上 の様 な家電業 界に於 け る体 質,方 向の変化は,今 後扱 い商 品の多

角化,流 通形 態の多様化,消 費動 向の質的変化等に よ り,益 々顕著 にな

り家電業界 の流動性 に拍車 がかかる ものと思 われ る。
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② コン ピュ ータ導 入 の推 移
リ メ ご に の

事務機械化も家電業界の規模の拡大,体 質の変化に合せ大 きく変貌し

て き た 。.'

東芝 商事は昭和2β 年家電販売会社 として東京 芝浦電気 か ら分離独立

発 足 した。発足時売 上伝票 か らの売上 ・原価計算 の機械化が計画 され東

京芝浦電気 のPCSに て実施 されたが伝票 上の コーデ ィング ミスの多発・

等 か ら約1年 で中断 された。'

その後規模の拡大 による事務処理の繁忙 を来た し昭和34年 新方式 に

よ り売上伝票 か らの売上 ・原価計算の機械化 がPCSに よ り一部地域 を

対 象に東京芝浦電気にて再開 され,更 に回収業務等 の機械 も実施 され約

3年 間 の地域実施で全国 システ ムのメ ドを付 け昭和37年 東京芝浦電気

よ り分離独立 し,機 械計 算課 を設立IBMの パ ンチ'カ ー ド ・システム

3セ ッ トの導 入及中型 コン ピュータTOSBAC4
.238型2セ ッ トの発

注 を行 い本格的 な機 械化 へ と入 ってい った。

又 コンピュータ導入決定 と合せ端末 での伝票発行及 び紙 テープさん孔

用 として さん孔 タイ プライターの採用を も決定東京地 区か らの設置 を実

施 した。

そ の後 昭 和42年 迄 の5年 間 に さん孔 タイ プ ライ タ ーの全 国端 末 へ の

設 置 約300台 を実 施 して き た が紙 テ ー プ郵送 に よ る タイ ミング問 題又

流 通機 構 変革 に よ る全 国的 販 売 会 社 の設 立等 か ら昭和42年7月 東 芝 商

事 グルー プ全
、社 にわ た る事 務機 械 化 中期 計画(昭 和42年 度 ～昭 和44

年 度)を トップ方針 と して決定,販 売 会社 へ の さん孔 タ イ プ ライ タ ーの

設 立,又 それ と並 行 して紙 テ ー プの収 集方 法 に ついて も郵送 方式 か らオ

ン ライ ン収 集 へ と切 換 を行 い,現 在 迄 の さん孔 タイ プ ライ ターの設 置約

600台,デ ー タ収 集 用 の伝 送 端 末機 約250台 ,又 集 信 用 コ ンピ ュー

タTOSBAC-DATANET340型 通信 制 御装置 に よ る磁 気 テ ー プへの

受 信 記録 す る方式 の採 用 を実 施 して きた。

その種 々 の経 過 又適 用業 務 の ソ フ トウ≧ アの開発 お よび 実 施の 推 移 は

●
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◎

多 々 あ る が 現 時 点 で の コ ン ピ ュ ー タ設 備 は 以 下 の 通 り。

1.コ ン ピ ュ ー タ ・セ ン タ ー

東 京 ・大 阪 ・福 岡3ケ 所

'2
.TOSBAB5400型 汎 用 コ ン ピ ュー タ

東 京 セ ン タ ー'6セ ッ ト

大 阪 セ ン タ ー2セ ット

福 岡 セ ン タ ー1セ ット

3・TOSBAC-DATANET340型 通 信 制 御 用 コ ン ピ ュー タ

東 京 セ ン タ ー3セ ッ ト

大 阪 セ ン タ ー1セ ッ ト

福 岡 セ ン タ ー1セ ッ ト

4.端 末 設 備

さ ん 孔 タ イ プ ライ タ ー580台

沖 タ イ バ ー伝 送機(50ボ ー)160台

DATANET520型(200ボ ー)100台

,

σ

3.72代 表的適用業務 におけるその効果

(1)売 上及請求業務

この業務 は,東 芝商事直売部門及販売会社 に於け る売上管理業務 及得

意先 に対す る請求業務 である。

a売 上管理業務

各部門別,商 品別(約120分 類)売 上実績の把 握及予算達成率の

.算出を行 い・全国各部門及び本社各部門に対 し売上 日報 として前 日分

迄 の累積 を翌朝 提供す る事 をオンライ ンで実施 して いる。

又5日 単位の得意先別 商品別売上実績の集計 を行 ない,全 部 門に対

し各 セ ンターよ り郵送 に よる提供 を行 って いる。

その他月次管理 ・分析の資料提供 を行 っているが以上の事 だけで も
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全国各部門に於け る手 作業 による集計 の廃止 にて,各 部門 セールスマ

ン←→ 課長 ・課長 ←ナ営 業部長又本社 に於け る各部長 ←→ 役 員の関係

において共通 の資料 での検 討が同時に行 える事 は・手 作業時代の報告

制 度に よるタイ ミングのず れ,又 各部門単位の集計方法の違 い等 に よ

る多種 の数字 による混乱等 か ら管理面 のみならず省力化面で も多大の

効果を もた らして いる。

b.請 求業務

全国約3万 店にのぼ る得意先に対 する請求業務 では,従 来の伝 票で

の請求 を廃止 し機械 か らの御買上 明細書 のアウ トプ ッ トに変 更す る事

に よる請求業務 の迅速 化・一覧性 によ る得意先 での照合保管 の容易 さ

等 カス トマーサ ービスの点 か らも効果 があ り,更 には請求時 におけ る

相殺 となる各種 の商品別割戻計算及び対策費計算等複雑 な計算 をとも

ない手作業時 に於 け る〆切後請求迄の作業 は各部門 での老大な作業 で

あ り時間外勤務等苛酷 なものであった が機械化 に よる省力化面 のみな

らず資料 の正確性,迅 速化等効果 は多 大の ものであ る。

以上売上管理業務 ・請求業務 につ いての みのべたが1つ の売 上 デー

タは売上管理 ・請求 ・商品勘定(在 庫管理)・ 販売分析等 多 くの業務

に関連 す る ト タル ・システムでの一部 であ り個 々での効果 測定 では云

云 する事 は出来 ない。又機械化実施は段階的に実施 されるので効果 を

測定す る事が非常 に困難であ るが1例 として昭和42年 販売会社機械

化実施時 に取 った数字 であるが この販売会社 は総員約90名 ・伝票枚

数月約1万 枚(売 上等 商品入 出荷 に関 するもののみ)程 度の規模 の所

であるが機械化開始5ケ 月 日での部門 別人員にお いて間接部門 でマイ

ナ ス6名 ・直接部門 で プラス6名 と配転が行 われ直間比率 の変更 が実

施 できた事 は省力化面 だけで も充分 な効果 と考 えられる。

これを費用 で表 わす と,

◎ 機械化経費(1ケ 月)約30万 円

◎ 人件費(1人 当 り10万 として6名)約60万 円
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以上の様に開始5ケ 月程度での もの であるが現在売上高規模 の増大

に もかかわ らず,機 械化経費 はさほどのUPは みられていない事から

見て も機 械化は合理化 ・省力化 ・省脳化 に よる第3の 利益確保 に欠か

す事 の出来 ない もの となってい る。

◆

ψ

{田 クレジ ッ ト売上 ・回収業務

この業務 は,販 売店 に於 ける割賦購入希 望客 の購入 申込か ら信 用調査

を経 て割賦 契約 の締結 によ り販売店か らの割賦債権 の買取 に始 ま り平均

割賦月数17ケ 月にわた る需要家単位 の回収管理業務 であ る。

この業 務 は,全 国各地 にある東芝 クレジ ット加盟店 よりの斡 旋購入 申

込 に より現地営業所 での信 用調査 を行 ない,割 賦契約書 の締結 された契

約書(寄)を もとに,月 次単位の販売店別割賦債権 買取 明細書(東 芝チ ェ

ック)の 発行 が行 なわれ る。そのチ ェ ックは販売会社か ら商品仕 入代金

の相殺 用 として使用 され更には販売会社の東芝商事へ の支払に充 当 され

る。

又一方契約 デ ータの内容 に基 き・直集契約 ・振込契約,自 動振替契約,

ロー ン契約等 に仕訳 され各 々の処理が行 われ る。

振込契約の場合 は需要家 に対 し全回数の振込用紙 を コンピュータで作

成 して更に1冊 に製本 した上郵便 にて需要家宛に送付 す る・需要家 は送

られた所定 の振込用紙 により毎月割賦金の払込 を銀行又 は郵便局 に行 う・

各銀行 ・郵便局 は振 込用紙 の一片 を入金報告 として支社宛 に送 られ更 に

機械 セ ンターに送 られ て個人別残高 の消込 みが行 われ る。

又 自動振替契約 は契約 に基づ く引落銀行引落 日に従 い毎 月各銀行 に対

し預金 口座か らの自動引落 を依頼 し,又 需要家 に対 しては自動 引落通知

書 のハガキを作成 し発送 す る業務 であ り,銀 行 よ りの預 金不足 に よる引

落不能通知 に よる直集(集 金人が直接需要家 に集金に行 く事)に 振替 を

行 った り,入 金分 につ いては他 と同 じ様に個人別残高の消込 みが行 われ

る。 これ らも全 て コンピュータで管理 されている。
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これ らクレジ ッ ト業務の コンピュータ利用 は割賦金 とい う複雑かつ膨

大 な事務処理 において管理面 のみならず省力化面 におげ る効果 も多大 な

ものである。

最終需要家単位 の一回の売上 に対 し平 均17ケ 月にわた る入金処理 は

事務長,事 務 コス ト面 で も膨大 な もので あると同時に量的 に も回収対象

口座件数 月間約80万 件 にお よぶ処理 を正確 にか つ タイ ミングよ く行 う

事 は手作業において は不可能 といって も過 言 ではない ものであゐ・。

今後 ます ます増大 す るであ ろ う信用販売 も,信 用調査制 度 め国家的 確i

立 又欧米 なみの社会的制裁等 の平行的 な充実 があれば各企業 に於け るコ

ン ピュータ利用面に於 て も必要以上 の複 雑 さ
,又 処理 を要 す る事 もな く

なるであろ う。だが現状の まま拡大す る事 は流通 システム化におけるよ

り以上の コス ト低減 の頭打 ち要 因 となる可能性 を有 している
。

又,更 にはク レジ ット業務 に於 ては金融機関 との磁気 テー プを含 めた

情報交換 システ ムの確立等 が今後 の課題 であ る
。

肥 在 庫情 報管 理業 務

この業 務 は前 述 した売 上 に よる 出荷 も含 め商 品 の仕 入 か ら販 売 迄 の入

出 荷 に関 す る情 報 に よ り管 理 され る業 務 で あ る
。

流 通 業 に於 け る非常 に多 種類 の商 品 を ラ ンダ ムに取 扱 う企業 に と
って

よ り高 い利 益 と よ り よいサ ー・ビス を,よ り低 い物 流 コス トで実 現 で ぎ る
。

新 しい物 流 シス テ ムの開 発 が ・緊急 課 題 と して ク ロー ズ ア
ップ され て し、

るo

最近 の通 産省 の調 査 に よ る と,全 企 業 の物流 コス トは4兆 円 を上 まわ

りGNPの15%を 占 め る といわ れ て いる。 製品 コス ト面 か ら み る と,

一般 に小売 価 格 の50%が 流 通
コス トであ り,こ の うち26%が 商取 引

コス ト,2
.4%が 物 流 コス トと いわ れ て い る。 物 流 コス トは この よ うに

高 い比率 を 占 め て いるに もかか わ らず,今 まで積 極 的 な物 流 合 理 化 の 手

は あ ま り打 た れ て いない の が現 状 であ る
。 さらに,工 場 の オ ー トメ ー シ

⑱
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●

ヨ ン化 な どに よ る生 産 方式 の コス ト低減 が頭 打 ち とな
っ て い る現 在 で は,

よ り高 ・・利益の向上 繕 成す るた め舗 齢 ま吻 洗 面にのみ残 され て、
、

る と い って も過 言 では な い。

今 まで も・物 流 合 理 化が 叫 ばれ 嘱 し・・「物流 シス テ ム」 の構 想 が 、、

くた び か提 起 され て きた が・必 らず し も十 分 に 目的 を達 し得 なか
っ た と

思 わ れ る の は,こ の よ うな物 流 シス テ ムを構 成す るに 不 可 欠 な コ ン ピ
ュ

ータ ・シス テム に関 す る応 用技 術 が
,ま だ不 十分 で あ った こ と も一 つ の

原 因 で あ った 。 しか し・今 日で はオ ンライ ン ・リア ル タ イ ムを は じめ と

す る,多 くの応 用 技 術 が発達 した こ とに よ って ,は じめ て新 しい 「物流

シス テ ム」 の 実 現 が 可能 に な った ので あ る
。

家 電業 界 は,最 近 とみ に商 品 の多 様 化 が進 み ,ま た これ までの寡 占系

列化㈱ も・スーパーの進 出な どでその瀧 ㈱ 験 討 を迫 られ ている
。

この よ うな状況 の中で・ これ までの在庫管理体制(事 務処理体制)で は

処理 し切れ ないパタ ーンの変化 一 単体販売 から システ ム販売 へ _と

情報量の増加 が企業 内で解決すべ き緊急課題 となって きた
。

この課題 は・ これ までの戦後経済 の高度成長 下にお いて も発生 しなか

ったわけ ではないが,そ のつ ど労働 の集約化 でなんとか解決 しえてきた

のであるが,し か し,こ こに きて,労 働力不足 による労働 集約化策 の採

用不能が顕在化 し1シ ステム的 に,ま た人間1人 減 らすのに300万 円

か けて も採 算が合 うといわれ るように
,資 本集約的 な省力化,合 理化 が

ぜ ひ と も必 要 に な った。

そ の よ うな中 で,家 電 各 社 と も経 営 情 報 シ ステ ム化推進 の一 環 と して

在庫 情 報管 理 の シス テ ム化 が急 ぎ実 施 され てい る
。

在 庫 情 報管 理 シ ステ ムの オ ン ライ ン ・リア ル タイ ム化 も実 施 に入
って

いるが,そ の必 要 性,効 果 を項 目的 に取 り上げ る と
,

(11必 要 性

イ 物 流 ・南流 の 日常 反復 業 務 の 自動化 に よる流 通 コス トの低 減

ロ.高 速情 報 ネ ッ トワー クに基 く物流機 能 ・南流 機 能 の有機 的 結 合
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に よるカス トマーサー ビスの向上 と機会損失 の発 生防止

ハ・物流 ・商 流諸 デ ー
.タの組織的蓄積 に よるマーケ ッティ ング機能

に役立つ諸情報 の造 出。

二・生産情報 システム との タイ ムラグの関係 に立 つ同位 シス テム と

して位置づ けることに よる経営情報 システムの確立 に資 す る。

② 効 果

仰 商品補給 の迅速化

1.品 切れの防止

2.受 注時 間の短縮

3.納 期回答 の迅速化

注文量に対 す る在庫検索 が機械 に より自動的 に広範囲 に行 なわ

れ ることに よる倉庫間の出荷指示 が迅速に 自動 処理 され る。又販

売対象在庫 が多 くな り,販 売の機会損失 が防止 で きる。在庫確認

が自動的 に出来 る ことな どによる顧客へのサー ビスが向上 す る。

回 商品総在庫 の圧縮

L余 裕偏重在庫の解消

2.商 品回転率 の向上

配送セ ンター在庫品 目お よび在庫量 を可能 な限 り適正化 をはか

り,常 備品 すなわち商品回転率 の高 い もの に限定 し,総 在庫 の圧

縮 をばか るとともに,デ ッドス トックの発 生防 止が可能 となる。

←→ 商品管理人員 の削減

1・ 台帳記帳業務 の解消

2.重 複事務 の解消

3.今 後増 加す る事務長増 加に対す る弾 力性

従来の在庫 台帳 の記帳業務 は総 て リアル タイムによる機 械処理

に変 るため記帳要 員の省力化がはかれ る。又作業指示書 の自動化

標準化に よって省力化 がはかれ ると共 に現場作業の定型化が でき

作業 が円滑 に流 れ る。
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(=)そ の 他

1.棚 卸 し業 務 の迅 速,正 確 化 が可 能

2.在 庫 状 況,売 上 げ状 況 が リアル タイムで把握 され るの で,ア

ク シ ョンが迅速 か つ適 切 に とれ る。

3.標 準梱 包 に よる出荷 が 可能 に な る。

4.梱 包 単位 の把 握 に よ る才 積 計 算結果 を出 力 す る こ とに よ る配

車 効率 の 向上 が はか れ る。

以上 物 流 シス テ ムは・最 も広 義 に解釈 す る とき,生 産 か ら販 売 までの

全 過 程 を一貫 シス テム として把握 し対 象 とす るが,流 通 業 と して は受注

→調 達(在 庫 検索)→ 配 達 と い う流 れ と して把 握 す る
。

この流 れ は,技 術面 か ら は,情 報 収 集 処理 シ ステ ム と ,物 を取 扱 う

MH(マ テ リアル ズ ・ハ ン ドリン グ)シ ス テ ム とにわ け ら れ る。 当面 の

企 業 の コス トダ ウ ン対 象 を 「在 庫圧 縮 」等 とす る とき,わ れ わ れ の検 討

実 施対 象 は,「 情 報収 集 処理 シス テ ム」 で あるが,将 来,情 報 収 集 処理

シス テム が一応 完 成 した場 合 に は,次 のMHシ ステ ムとの結 合 が課 題 と

な るがそ の時点 で は・ 「物流 」 は,一 企業 の経営 政 策 とは若干 離 れ た ニ

ュー トラル な専 門技 術 とな る ことが予 想 され る こ とか ら ,物 流 機 器 の標

準 化 推進 が強 く要 請 され る わけ で あ る。 この こ とは,そ の こ ろに は,一

企業 内 での物流 合 理 化 策 も,物 量 と コス トの増 大か ら国 全体 の交 通 網 ,

交 通技 術 の 合理 化 いか ん に よ って は,完 全 に壁 に突 き当 り,水 平 的 企業

間 レベ ル,垂 直 的企 業 間 レベ ル,さ らに は国民経 済 レベ ル での 「物流 シ

ス テ ム」 の効 率 と斉 合性 を保 た ね ば な らな くな るで あ ろ う
。
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4.コ ン ピュー タ の経 済 性計 算 の 試 み

4.1経 済 計 算 に つ い て

41.1コ ン ピ ュー タの 採 算性 に つ い て

企 業 に コ ン ピュー タを導 入 しよ う とす る場 合,ま た は,あ る業 務 を コ ン

ピ ュー タに乗 せ よ うとす る場 合,先 ず 採 算計 算 を行 な うで あ ろ う。 そ うし

て採 算 が とれ れ ば,コ ン ピュ ータ化 す るで あ ろ うい 採 算 が合 わ な い とな

ψれ ば
コ ン ピュー タ化 は行 なわ な いで あ ろ う。

しか し,「 採 算 が とれ る」 とか 「とれ な い」 と い う内容 を少 し追 求 して

み ると,ど うも明確 で な い こ とが判 って くる。 そ れ は,コ ン ピュ ータ が生

みだ す情 報 「ア ウ トプ ッ ト」 を ど う評価 す るか とい った問題 が発 生 し,そ

れ はア ウ トプ ッ トの 価値 判 断 に個 人差,企 業差 が大 き く働 くか ら であ る。

したが って,「 コン ピュ ー タは採 算 が とれ るか?」 とい う発 想 は強 い ニ

ーズ と 目的 が明確 な シ ス テ ムか ら は起 ら ない もの であ る とい わ ざるを え な

いo

それ は,「 ア ウ トプ ッ ト」 は経 済 評 価 で き る もの もあ る し,.で きない も

の も多 々あ るか ら であ る。 た とえば,国 民 経 済 レベ ルの マ ク ロモ デル を企

業 で開発 し,来 年 度 の経 済 成 長率 が × ×%で あ るこ とを予 想 した と しよ う。

この開発 費 を含 めた経 済 計 算 を行 な った と して も,こ れ が 「採 算 がとれる」

「とれ ない」 と評 価 す る こ とは困 難 な分 野 に属 す るか らで あ る。

41.2コ ン ピ ュー タの本 質 と して の 省 力性 と経 済 計 算

コ ンピュ ータの本 質 を,そ のす ぐれ た正 確性 と迅 速 性 か ら くる省 力性 と

見倣 した い。

コ ンピ ュー タは,唯 それ だ け で あ る。 この こ とは 特 に オペ レー シ ョナ ル

な レベル につ いて は明確 で あ る。 コ ン ピュ ー タの演 算速 度 は 日進 月歩 の勢

いで進 歩 し・ ナ ノ ・セ カ ン ドとか ピコ ・セ カ ン ドと いわ れ て い る。
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した が って,何 日 も何時 間 もかか って手 計 算 で数式 を解 くとし・った業 務

につ い て は・ コ ソ ピュ一 夕で あれ ば秒 の オ ー ダ ーで計算 可能 で あ ろ う。、最 、

適 解 を 求 め る問 題 にお いて も・初 期 条件 の 変化 ・パ ラ メータ の変化 を通 じ

て色 々 な ケニ ス を想定 し・ シ ミュ レー シ ョ ン可能 であ り,こ れ は人手 計算

で は何 年 かか るか わか ら な い。 そ うい う もので も計 算 可能 に な って きた。

製 造 業 につ いて も同 じこ とが いえ よ う。工 場 に流 れ る数 万点 の部 品 の ステ

ー タス を一 元 的 に把 握 し・Aな る部 品 の情 報 がそ れ に関連 す るすべ ての部

品 に伝 え られ ・手 配 伝 票 一枚 一枚 を コン トロール し,効 率 よ い管 理 を可能

に す る ことが で き る。

この よう な コ ンピ ュー タ化 以前 で は,不 可能 であ った事柄 は,解 法 が な

か った とか,ア プ ローチの 方法 が なか っ た とい うことでは な い。 ただ,解

を迅速,正 確 に求 め る こと は無 限 の人 手 が入 要 で実際上 不 可能 であ った と

い うこ とに す ぎな い。 コ ン ピュ ー タ はそ の部 分 を人 手 に取 って替 わ った と

い うこ とであ る。 πの値 を何 年 かか って小 数 以 下 × ×桁 まで出 した とい う

伝 説 に み られ る よ うに,年 月 さえお し まねば 計算 可能 で あ る。唯,実 務的

で はな い とい うこ とで あ る。

この よ うに解 法,ま た は ア プ ロー チの 方法 が ソフ トウェア化 され る と,

ハ ー ドと結 び つ い て ,一 見 大変 な ア ウ トプ ッ トを作 成 す るが,コ ン ピ ュー

タ はや は り省 力機 械 以外 の何 者 でも ない の であ る
。

4.1.3時 代 の要 請 と しての コン ピ ュー タ

今 日の労 働 力不 足 は,事 務 の機 械化 を 更 に進 め るであ ろ うし,労 働 の質

の向 上 は単 純 作 業 を嫌 う傾 向 に あ る。 人件 費 の上 昇 も事 務 の機 械 化 に拍 車

をか け る こ とに な ろ う。

一方 ,企 業競 争 面 か ら もコ ン ピュ ー タの有 無 は色 々な面 で コンピュータ ・

ギ ャ ップと い う大 きな優劣 の判断 基 準 に な ると考 え られ る。1例 と して国

鉄 の 「み ど りの窓 口」 を考 え よ う。 二 つ の企 業 が この シス テ ムを持 つ場 合
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とそ うで な い場 合の ギ ャ ・ソブを考 えれ ば明 白 であ ろ う。 これ とて コ ン ビニ

ー タは省 力 機械 に す ぎな いけれ ども
。

この よ つに コ ン ピゴ 一 夕の本 質 として の省 力性 を考 え る と,コ ン ピュー

タ導 入 の経 済 計 算 は単純 化 して考 乏 る こ とが で きるの で は な い だ ろ うか 。

す なわ ち ・ このEDPに よ るア ウ トズ ッ トを他 の手 段(そ れ 炉手 作業 で

あれ,他 の媒 体 を使 う方法 であ れ)で 作 成 す るに は い くら費 用 がか か る と

い うこ とと比 較 して よ いの で は ないか。

4.1.4委 託計 算 的観 点 と コ ン ピ ュー タの 効果

コ ンピュ ータ で何 を行 な うか ,と い うこ とは企 業 の ニ ーズ に よ って 決 め

る こ とで あ るか
,らい それ が 単 な る省 力化 を狙 うもの で あれ,コ ン ピュー タ

で は じめて可 能 な分野 を狙 うもので あ れ ・ これ を手作 業 で行 な えば ,費 用

が い くら必 要 であ り,電 算 機 セ ンタ ーに委託 す れ ば費 用 は い くらに な るか

とい うことを計算 す る こと は きわ め て現 実的 な経 済計 算 の方 法 では な いだ

ろ うか 。最近 各企業 で 「ア ウ トプ ッ ト」 に価 格 をつ けEDP部 門 と他 の部

門 間 の売 買 制 度=「 社 内 つ けか え」 制 度 が み られ た り,シ ステ ム計 画 書 に

開 発 す る システ ムの狙 い,効 果 を記 入 す る と同時 に,概 算 費 用 を見 積 る レ

ポ ー トが多 くな って い る こ とを見 聞 す る とき ,単 純 では あ るが この経 済計

算 を行 な うこ とは,経 営 管 理 上 きわ めて重 要 な こ とだ とい えるの で は なか

ろ うか 。 この制 度 として の 「社 内 つ けか え制 度 」 は後 程検 討 す る
。
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4.2給 与 計 算 シ ス テ ム へ のEDP導 入

4.2.lA社 につ い て

A社 は36年 にPCSを 導 入 し,47年 現在 はEDPに 移 行 し て い る企

業 で あ る。 この企 業 にお け るPCS導 入 直 前 の状 況 と,47年 のEDPS

下の状況 での給 与計算 にともな う諸 アウ トプ ッ トを比較 し・経済 計算 の面

か らみた検 討 を行 な う。

この企 業 で は この2～3年EDPSの 導 入 に よ りPCSシ ステ ム の全見

直 し作 業 を行 な ってPCS的 思考 法 を改 め てEDPSに よ る シ ス テ ム思考

に基 づ き,シ ス テ ム設計 お よび実 施 を進 め て い るが,こ 、で取 扱 う給 与計

算 シス テ ム はPCSシ ス テム をそ の ま まEDPに 移行(コ ソバ ー ジ ョ ン)

した もので あ り・効 率 面 で は他 の システ ムに比 べ て旧型 の もの で,か な ら

ず し も効 果 が出 て い る とは い えな い。

比 較 の方 法 と して次 の換算 を行 な った。

L47年 現 在 の"ア ウ トプ ッ ト"を ベ ー ス にす る。

2.47年 現 在 の"ア ウ トプ ッ ト"を 手 計 算 に換 算 す る。

3.換 算 方 法 と して36年 度 の職 務分 析 を 参 考 に,手 計 算時 間 の 見積 を

行 な う。(こ の 作 業 は人事 部 に依頼)

s

4.2.2電 算 化 以前 とEDP導 入 後 の比 較

A社 にお け るPCS導 入直 前(昭 和36年)と 現在(昭 和47年)の 環

境 は表1の とお りで あ る。

前述 の よ うに こ の給 与 計算 システ ムはPCSをEDPに 置 きか えたtt'け

で,シ ステ ム自体EDPS的 シス テ ム思 考 に よ って,シ ス テ ム設 計 が行 な

われ た の で ないの でか な らず しも効果 が 明確 で は ないが,EDP$化 後 は従

業 員500人 増{二対 して4.5人 減 に な って い る。 これ は従 来 通 りの給 与計

算 シス テ ム であ り・給 与 担 当者 の 全員 が従 来 の タイ ム ・カ ー ド処理 に人手
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を要 し・ そ の後 はEDPに 淑 る高 速 度 処理 が 実現 してセ・声ごIJ・

ロご ～・

i`

;・

:a

表1給 与計算担当人員比較表
£

'"'」 い 一'・ ・ エ
.'1、 ㍉

『

卜
∪

《

PCS導 入 直前
1・(昭 和36年)'

、 現 在
f昭 和47年)

.τ1珪 企麹 数
・4
,rOO人 ・

一 、L

4,600人
、・「

…

2)給 近担当人員 ,

=1∴ 手.一

、:・
'

い ∵ ・1

事 業 所a、 。7人
` ↓

、'

,,.5人

事業 所bl㍉4人 、;
1

,1.5人

事業所。い`欲 ド
∫

,《 亭

2人 『

合 、.計 四 人 ド

ト

85人,
∫

3)定 期的作表物 9i表
一
、38表 一

"「'、:}

4.23給 与計算'ED簑 処 理あ手計算換算 と人員換算 につC{て

tt`bD時 間 を手計算換算 と単純に置 換 えて,そ の所要時間比 をみ る乏表
ト

2の よ うに(1:285)に 相 当 す る。 一+"t'… ～"

毎 月 の 給 与 計 算 の 実 体 を み る と,A社 の 場 合 は,毎 月15日 に 〆 切 り25

日に締 技 払・ており正味計鞠 問は4『 堅 その牒 授 了しCけれ

ばな らない。そ のため4日 間 の必要 主教 を人員換算 ずkば 約26人 で消化

しなければな らな い(表3参 照 ヅ(現 在 は&5人)。 この他給与計算 とラ

ップして期 末手 当計算,年 末 調整事務,昇 給事務が 入 り込 んで ぐる月があ

る:し たが っ'て実際 の必要人工 数 は更 に増加す るど思われ る。

さらに給与計算 ア ウ トプッ トの うち管理用 としで作成 してい るものにつ

・いて手計 算 でほ不可能 な ものが数多 く含 まれている
。下記 の①～④ はその

代 表的 な もの であ る。 ・ 一・

① ク ラス別 本給表(所 属 別 名簿 を含 む)
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,

② 学歴別年令別平均賃金表

③ 年令 別 ク.ラズ別表.

④'学 歴別給与表

これ らは単純 な作業 であ って も絶対的 な量の面 で人手 では出来なか った分

野 であ る;

424A社 における給与 明細他のr社 内つけかえ」価格

'A社 では給与計算 に要する全費用 を給 与担 当課 に 「社 内つ けか え」;て,

アウ トプ ットの売込 みを行 な っている。

各人の給与袋に入る明細表は約14円 であるが概略計算は次の通 りであ

る。t':・i

①'給 与 計 算 総 時 間136分1

②1分 間 コ ンピ ュータ使 用費 用1,000円i

③ ア ウ トプ ッ トは賃 金 明細 と台帳 兼 用 で枚 数 他 ア ウ ・トプ ッ トと合わ せ

て全部 で10,000枚"t/円

④1枚 当 り13.6円

'表2給 与 計 算EDP時 間 と手 計 算 換 算一 覧表

デ ー タ 処 理 EDP処 理時間 手計算換算時間

毎 月 デ ー タ 136.1分 616時 間

毎 期 デ ー タ 247.0分 777時 間

毎 年 デ ー タ 515.0分 2,893時 間

合 計
898,1分

(約15時 間)
4,286時 間

1:285
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表3手 計 算換 算 と 実際 日数 に つ いて(毎 月19日

か ら22日 までの4日 間 の人員 換 算)

EDP処 理時間 手計算換算時間

給与 明細表 鯵 88分 365時 間

全 種 表 2分 23時 間

理論給与表 7分 23時 間

銀行振込一覧表 5分 8時 間

合 計 102分 419時 間

*1日 必要工数

一 一 一 一 ー 一 一___

419H・ ⊥=105H
4

-一 一 一__ 一 一 ー 一 一_ ____

・1日 実働時 間 105H÷8=13人

1人 当 り8H

一 一 ー 一 一 ー 一___ 一 一 一 一 一 一 ー ー ー 一__ ____

・ 給与計算の為 13人 ÷0.5=26人

の時 間配分50%

寿
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4.3EDP費 用 計 算 体 系 の 試 み

EDPを 利 用 した ア ウ トプ ッ トの費 用 が,ど の くら いかか るか を知 る こ と

は シ ステ ム設 計 上 も,業 務管 理 上 もき わめ て重 要 な こ とで あ る。

このEDP費 用 を 計 算 し・EDPサ イ ドで もユ ーザ ーサ イ ドで も,一 つ の

メジ ャー と して使 え よ う。 そ の利用 例 を2～3記 せ ば・

① 業 務 のEDPS化 の 目安 とな る。

② ア ウ トプ ッ トの価 値 に相 応 した システ ム設 計 が考 え られ る。

③ 増 員かEDPS化 か の 目安 とな る。

④ コン ピ ュー タ の レベ ル ア ップ検 討

⑤ コン ピ ュ ータ の慎 重 な利 用

等 々 の単 純 で は あ る が明確 な資料 とな るで あ ろ う。

●

431EDPア ウ トプ ッ ト ・コス トの体系

社 内のEDPコ ス トを発 生源 別 に把 握 す れ ば 下 記 の分類 に な る。

通 常 オペ レー シ ョン・コス トは1つ の 目安 と して企業 で広 く使 用 され て い

るが,プ ログ ラム開 発 費 やイ ンプ ッ ト・コス ト もそ の ウエ イ トは軽 くな いの

が普通 で ある か ら次 の よ うに な る。

田 プ ログ ラ ム開 発 費 の償 却 費

① シ ス テ ム設 計 費

②.プ ログ ラ ム作 成費

③ メ ンテ ナ ンス費

(2)ナ ペ レー シ ョソ ・コス'ト

① 入(出)力 媒 体 作 成費

② オペ レー シ ョン ・ラ ソタイ ム費

(3)イ ンプ ッ ト ・コス ト
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4.32ア ウ トプ ッ ト ・コ ス トにつ い て

…
r.L・.'♪,・ ・';1-'y

{1)シ ス テ ム設 計 費 ・,
、 ∵ ,,tt三

SE・IE等 の グ ル ー プ に よ る シ ス テ ム検 討 に 費 し た 人 件 費 が 主 要 な も

め どな るq .システ ム設計 は半年 ～2年 間ぐらいかか るものが多 く莫大 な

費 用 とい え る。 この 償却 は2～3年 が適 当 であ ろ う。L

② ・プ ロ グラ ム作 成 費 .、

プ・グラマづ 人件費 ・デ… グジテス トラソのED畷 用
,プ 砂

ラ ム外 注 費 で, .(1)と 同 じ く2～3年 の 償 却 が 適 当 で あ ろ う
。

㈲ 入(出)力 媒 体 作 成 費

カ ー ド,紙 テ ー プ ・MT・ パ シ チ 代 の パ ン チ ャ ー の人 件 費
,端 末 機 の

レ ン タ ル,テ レ ッ ク ス,テ レ タ イ プ.の 通 信 費 を い う
。

{4)オ ベ レ'一 シ ョ ン ・ラ ン タ イ ム 費'1

オペ レー タ部 門 の人件 費 ピ償却 費,電 算機 レン タル費 , .経費 を もらて

部 門 費 と し て部 門 単 価 を 算 出 し,こ の 単 価 に ラ ン タ イ ム を乗 じた もの
。

(5)イ ン プ ッ ト ・コス ト'・s

PCSV3い わ@
.る,バ ッチ 処理 が中心 で こd)業 務 の た め のイ ンプ ッ ト

作成 費(例 えば給 与 計 算 の た め の個 人 別 デ ー タ シー ト作 成 費 ,タ ・イ ム.
'カー下 処理費等)で あ る'ことが きわ め て明確 で把握 が可能 で あ

った 。

'しか しEPPSが 深化 す
るにつれ,デ ー タ:バ ン クとか デ_タ.マ ネ

ジメント・シス テ ム等 々で 呼 ばれ る共 通 フ ァ.イル の作成 お'よび メ ンテナ ン

ス時 間 が多 くな り,シ ス テ ム間 の トLタ ル化 と あ い ま
って フ ァイ層ル の共

用 が大 巾 に増 加 して きて い る。

した が ・て どの業 務 の た め の イ ソプ ・ トカごそ の境 界 線 は ます ます 薄 く

な るであ ろ う。

デ ー タの源流 イ ンプ ッ トが 進 む につ れ,デ ー タの 全社 に よ る一 元 的管

.理 が 行 な わ れ る よ う{・な る。 この よ う な ・・泊 る ・NE.INPtiTTING

シス テ ムはデ ー タの 一元 的管 理 が で き効 率 の よ い もの とな る
。

将 来 は全社 一本 の デ ー タセ ンタ ーが設 置 され,そ の費 用 も増 大 して し、
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い

くこ と.に.な り,各 適 用業 務 へ は配 賦 計 算 に な ろ う。 こ の イ ン プ ッ ト費 用

は前述 のEDP窓 口の費 用 で あ る入(出)力 媒 体 作 成費 と区 別 して考 え た

いo

前 述 の給与 シス テ ム で は.,.給 与係 の行 っ て い るイ ンプ ッ トの た め の タ

イ ムカ ー ド作 成,賃 金 台帳 可変 項 目イ ンプ ッ トの た めの デ ー タ シ ー ト作

成 は,イ ン プ ッ ト ・コ ズ トと考 え る 。

▼
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4・'4企 業 に 於 け る ア ウ トプ ッ トの 「つ け か え 制 度 」 に つ い て

44.1ア ウ トプ ッ トの必 要 性

A社 にお いてPCSをEDPSに ・ ン・ミー ジ ・ソした時 期 か ら・7ウ ト

プ ッ トに価 格 を入 れ る ことに しド この 値段 で で も・
.なお ア ウ トプ ッ ト.を希

望 す るか ど うか の全 数 調査 を行 な った 。

この時 の主 な理 由 は次 の よ うな もの で あ る。

①PCSよ り能 力 の大 き な コ ン ピュー タを入 れ た に もかか わ らず,

EDPが す で に満 盃 の状 態 とな った。

② ア ウ トプ ッ トの山 を見 て・ これ が現場 に流 れ て本 当 に活用 され るだ

ろ うか,と の疑 問 が あ った 。

③ デ イ リー業 務,ウ ィー ク リー業務,マ ンス リー業 務 があ るが,こ れ

らの タイ ミン グを今 一 度検 討 して もら いた か った 。

④EDP部 門 ヵ江 場補 助 部 門 であ り,こ れ の各 原 価 部 門 へ の配 賦額 の

基 準 を再 検討 す る時 期 で あ った。

⑤EDP部 門 の独 立 採算 制 を考 え る よ う,TOPの 指示 が あ り,そ の

為 に は,現 在 の処 理時 間 を短 縮 し、
.売 上 に結 び つ く新 シ.」kテムを 入 れね

ば な らなか った。

これ らの要 請 が あ った為 全 ア ウ トプ ヅ トに検 討 を加 え,ニ ー ズの低 いも

の,コ ス トに見 合 わ な い もの は カ ッ トし,プ ロ グ ラ ム自体 の 効 率 が良 くな

る よ うメ ンテ ナ ンス も行 な い少 しで もスル ー プ ッ トが増 大 す る よ うに検討

を加 え た。

4.4.2ア ウ トプ ッ ト価 格

{1}ア ウ トプ ッ ト価 格=ラ ソタ イ ム ×単 位時 間 価格

② 単位 時 間 価格=部 門 費 ÷本 番 時 間

、(3}EDP部 門 の構 成

♪
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チ ェ ッカ ー グル ー プ

パ ンチ ャー グルー プ

シス テ ム部 オ ペ レー ター グル ー プ

プ ログ ラム課

シ ステ ム技術 課

{4)部 門費 の 内訳

① レ ンタ ル料

② 建 物等 の減 価償 却 費

③EDP要 員人 件 費

④ 外 注 費

⑤ 動 力費

ゆ

⑥ カー ド,テ ー プ等 の費 用

⑦ 印 刷 費

⑧ その 他 経 費

(5)A社 の給 与 明細 の 価格

前述 の様 に オペ レー シ ョン ・ラ ンタイ ムで計 算 して い る。

勺

4.43「 つ けか え制 度 」 の効 用

ア ウ トプ ッ トに価 格 を つ け る と大 き な反 響 が あ り,中 止 す る もの,追 加

す る もの,i整 理統 合 す べ き もの が多数 出 た。

EDP部 門 に と って も,ユ ーザ ーに とって も,有 効 なア ウ トプ ッ トが残

され,新 規 の シス テ ム も追 加 す る こ とが で きる よ うに な った 。

PCS時 代 関 心 の薄 か った管 理 者 も,自 分 の使 用 に耐 え るア ウFプ シ ト

が欲 しい と い う注 文 が つ くよ うに な った。

これ らの こ とか ら,EDP教 育 と同 じ よ うな効 果 もみ られ,ま た注 文 の

高度 化 は機 種 の レベ ル ア ップに もつ な が りシ ス テ ムの 高 度化 に も転 化 して

行 くと いった直 接 ・間接 の効果 が得 られ た 。
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この 「つけ か え制度 」 は ユ ー・一ザ ーの み でな く,EDP部 門 に と って も,

よ りよ い刺 激 とな り,あ る意 味 では きび しい制 度 とも い え よ う。A社 で は

向 う3年 間 毎年 ア ウ トプ ッ ト価格 を1割 つ つ下 げ る宣 言 を行 な い 自己 目標

とした。

このた め 同一時 間 内 に ス ルー プ ッ トを増 大 させ るべ く,仕 事 の組 合 せ ,

機 種 編 成 の あ り方,プ ログ ラムの組 み方 等 々連 鎖 的 にEDPシ ス テ ムの 内

部 チ ェ ッ クを行 な い,よ りよ いシ ステ ム造 りが強 力 に推 進 され てい る。

この よ うに 「つ けか え制 度 」 は 自動 的 に シ ス テ ムを向 上 させ る メカ ニズ

ムを 内蔵 した制 度 とい え よ う。

資 料

毎 月 の リス ト

EDPS

処理時 間
手 換 算
換算時間

備 考

1給 与 明 細 表

(賃 金台帳)

87.8分 365時 間

一

2労 務状況調査

表

20.8分 56時 間

3金 種 表 2.0分 23時 間

4給 与 支払 表

(仕 訳)

1L3分 23時 間

5給 与原価部門

別表

10時 間

6理 論 給 与 表 . 68分 23時 間

7銀 行振込一覧 5.1分 8時 間

8退 職年金控除
一覧

、2.3分 8時 間

小 計 136.1分 616時 間 616H÷176Hニ3.5人
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A

毎 期 リス ト

EDPS

処理時間
手 計 算
換算時間 備 考

1.退 職 金引当金

表

(原 価部 門別)

6分 23時 間

、

2退 職金引当金

表

(個 人 別)

30分 200時 間

3退 職者一覧表 2分 6時 間

4賞 与 評 定 表' 120分 350時 間

5賞 与 原価部門
一覧

5分 23時 間

6賞 与個人別 リ

ス ト

166分 90時 間

7賞 与支 払 表
「

23時 間

8退 職年金控除
一覧

2分 8時 間

9賞 与 金 穂 麦 23時 間

10賞 与銀行振 込

表

4分 時間

11賞 与理非現別

クラス別実績

12分 23時 間

小 計 247分

777時 間

620分

1人 月 勤 務 時 間8H×22日

=176H 、

777H÷176H=4.4人
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毎 年 の リス ト

"

EDPS

処理時間
手 計 算
換算時間

備 考

1 ク ラス 別 本 給表

(所属 別名簿を含む)
38分 100時 間 EDP手 計 算

515分a893時 間

2 学歴別 年令別表 30分 100時 間
(平 均賃金表)

3 年令別 クラス別表 20分 100時 間

4 男女別平均年令別 6分 100時 間
賃金

5 学 歴別 給別名簿 12分 150時 間

6 給 与基本項 目一覧 13分 150時 間

7 年末調整 内訳表 53分 150時 間

8 源 泉 徴 集 リス ト 120分 350時 間

9
'年 調 ク ラス別年 間

5分 23時 間
所得表

10 昇 給 額 計 算 38分 440時 間

11 退職慰労金基礎額
通知

30分 200時 間

12 退職年金報配比例 15分 150時 間
分

13 昇 給 額 内 訳 表 20分 150時 間

14 組 合 費 一 覧 表 15分 70時 間

15 主任技手 以上 クラ 5分 70時 間
ス別本給表

16 クラ ス別 現,非 現 5分 70時 間
別実績

17 退職金基礎額一覧 20分 150時 間

18 昇給個人評定表 40分 300時 間

19 昇 給 辞 令 30分 70時 間
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(1)管 理 部 門 の 生 産 性'

情報化社会と管理部門の生産性

不況になると真先に検討が加え られ るのが管理部門である。その場合一概に

管理部門 とい うが,.営 業部門 と管理部門 とは境界が実はむつか しいものであ る。

営業の仕事 とい うのは本来は より考 える仕事が中心になるべ きだと思われ るが,

営業が真剣になって販売の ことを考えて い る時間 という めは非常に少ない。

現在は伝票を書いた り,納 品準備を.した りtiむ しろ雑用に埠 いかけ られてい

るのが 多 くの ところ でみ られ る営 業 の実 態 で あ ろ う。

最近 頭 角 を あ らわ して きた成 長 企 業 の 中に は 異色 企 業 が 多 くなっ た。 大 企 業

とい え ど も,従 来 の機 構 ・組 織 の 枠 の 中で しか 活動 で きな い よ うな と ころ はす

で に脱 落 しは じめ てい る。

戦 後 の作 れ ば 売れ た 時 代か ら,い まは作 っ た 父け で は 売れ な い撰 択 の時 代 に

移 りつ ふあ る。 や がて は 作 らな くて も うれ る高度 情 報 化 社 会を む か え よ うと し

て い る。 い ま こそ マ ネ ジメ ン トは 管理 部 門 の生 産 性 を 正 し く評 価 し よ うと して

努 力 しな けれ ば な らな い。

生産性 の評価

販売 で も生 産 で も 同様 だが,付 加 価 値 か ら管理 販売 費,租 税 公課 な どを 差 引

い た純 利益 は,売 上高 に対 して1%に も満 た な いの が 普 通で あ る。 も し管 理 費

を1%節 減 す る ことが で きた とすれ ば,そ れ は純 利 益 の 実に100倍 に も相 当

す る。

営業 活動 で,も のが売 れ なか っ た と きの 損 失 は,売 れた ら得 られ てい た と思

わ れ る見込 利 益額 の範 囲 で あ る。 しか し管 理部 門が お こ した 損 失 はそ うは い か

な い。 た とえぽ,伝 票 を 書 き誤 っ た り,計 算 違 い した り した と きの損 失 は そ っ

くり全 損 に な る。 折 角努 力 し て獲得 した 売 上 が その まX抜 け て しま うか らで あ

る。 ど この 会社 に お いて も,層 々期末 決 算 の ときに ど う して も原 因が わ か らな

い仕入 の請 求 もれ が必 ず あ る。 そ のた び に逆 の立 場 で 当方に も も しや とい う不
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●

安 が お こる。

そ こで逆に撃 て渇 理体鵬 強化 してそ うしなければお ・って・・たであろ

う事務 の誤bを そ のた め に 一掃 す る こ とが で きた と した ら,こ の潜 在 的損 失 の

少 な くt ,も100倍 以 上 の売 上を 管 理部 門 が 余 計 あげ た こ とに な る。 管 理部 門

の 活動 に 対 し,こ の よ うに生 産 性 を正 し く評 価 して 認 めてや る よ うに しなけ れ

ば,コ ン ピュー タを 導 入 して も採 算 を正 し くは じきだ せ な い と思 う。

導入効果の考え方

●

ビ リン グ ・シ ステ ムと そ の採 算

A社 に お い て,今 回 コ ン ビ=一 夕の ス ケー ル ・ア ップ と並行 して ビ リン グマ

シ ンを あた ら しい設 備 にか えた。 か え る まえ の設 備 で は,換 算 が 機 械 でで きな

か っ た(当 社 で は テ ンキ ーで 置数 して い るか ら,プ リン トで モ ニ ター が とれ な

い の で 置数 の 検 証 が必 要 で あ る)か ら二 度 手 間 に な っ て,オ ペ レー ターが 余 分

の仕 事 に かXっ て いた こ とに な る。 設備 を 更 新 してか らは換 算が 不 要 に な り,

そ の ほか に い ろ い ろメ リジ トが あ っ た。 人 数 が 従来 の8名 が5名 に 減 った ので

あ る。

数年 前 に く らべ た ら伝 票枚 数 は格 段 に 増 加 してい るか ら,こ の 減 員 効果 は 非

常 に 大 きい。A社 の 販売 事 務 の 悩み は,煩 雑 な指 定伝 票の処 理 で あ る。 得 意 先

の半 数 以 上 に指 定 伝 票 が あ る。機 械 を 更新 した も う一つ のメ リッ トは,こ の 指

定伝 票 と社 内 伝 票 が ワ ン ライテ ィ ン グで作 れ る よ うに な り作 業 がワ ンステ ップ

外 れ た こ とで あ る。

全部 をそ の よ うにす る こ とはで きな いが,レ/3以 上は ワン ライ テ ィン グに 切

りか え た。 それ まで1枚 当 り3～5分 かxっ てい た処 理 時間 が,30秒 か ら1

分 まで に 短縮 で きた ので あ る。 ワン ライ テ ィ ングに切 りか えで きた 伝 票 は枚 数

に して約3,000枚 だ った の で,短 縮 時間 の 平 均 を2分 と して,6,000分,100

時間 の 短 縮 で あ る。 事 務 部 門 の チ ャー ジ ドウェー ジは,分 当 り約10円 に つ く

か ら金 額 に 換 算す る と6万 円の 節 減に な る。
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,英ビ リング マ シ ンを 更 新 後の リー ス料の 差 額 は

・憂愁%り 詳 繊 託;τ 《料
一 、2,。 。。。、台

苦更 新 に よ る メ リ ッ トは 次 の よ うに な る
。

差 額
64,000

1名1カ 月 当 りチャージウェージ

人 員 の 削 減8名 一 .5名=3名 ×9,000

ワ ン ライ テ ィ ン グ伝 票 の 効 果

270,0 ,00

60,000

330,000

り 一 ス料 の 差 額 を 差 引 き し た ネ ッ トの 効 果 は

330,000-64,gOO=266,000

コ ン ピ ュ ー タ と 異 な り,ビ リ ン グ シ ス テ ム は 局 蔀 的 シ ス テ ム だ か ら
,適 否 が

はっ き りす る。 コ ン ピュ ー タは使 い方 さえ誤 ま らな け れば 効 果 が必 ず あが る こ

とに な るわ けで あ る。.

半'分 主 義

そ の よ うな表現 が 正 しいか ど うかわ か ら ない が,ど こで も実 際に 行 っ て い る

こ とは無 駄 が 多 し)もの で あ る。 つ きつ め てい くと半 分 ぐらい し ない で す ませ る

こ とが あ る と思 う。

コ ン ピュー タを 入 れ て資 料 が でXい るの に ,現 業 で は 相変 らず 勝 手 に資 料 を

作 って い る。 よ く聞 い てみ る と毎 月 上 司 に売 上実 績 を 報告 す るた め,コ ン ピュ

ー タの 資 料 では 実 績 計算 に まに あわ な い か らだ とい う
。 経 理 とか 財務 とか い う

と仕 事 が 保 守 的だ か ら,よ りい ろ い ろの こ とが あ る。 よ く考 え れ ば成 程 と思 う

のだ が,重 復業 務 が非 常 に 多 い。 た とえ ば 領収 書 だ が ,ふ つ う領 収書 は ペ ンで

書 いて 使 うもの と思 い こん で い る。 コ ン ピ ュー タを 使 っ て,ど ち らか とい うと

合 理 化 され て い る と ころで も領 収 書 の ワ ン ライ テ ィ ン グは あ ま り見か け な い 。

コン ピュー タで 集 金 予定 表 を作 る と きに ,複 写 で 領 収書 も入 金伝 票 も一 緒 に作

って し まえ ば よい ので あ る。手 数 が か 入ら な い し,そ の うえ 夕ー ンア ラン ドで

コー ド記 入 の手 間 が半 分 以 上減 る。 もち ろ ん コー ドミス も減 る。

日本 能率 協 会 が進 めて い るMIC計 画 の 中に,取 引を す べ て現 金 で 済 ませば
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ト
、

帳 簿が い らな いか ら事 務 が な くせ る と書 い て あ る。極 端 な こ とを い って い るの

で;そ うい うこ とは実 現 の 可能 性 が 少 な い よ うに感 じるか も しれ な い。 売 りを

考 え るか らむ つ か しい よ うに思 うの だ が,売 りはそ の ま 入に して,仕 入だ け な

ら 自社 ベ ー スで 手続 を簡 素化 す る こ とはで き るだ ろ う。 売 りも仕 入 も両 方 で き

なけ れば しな い とい うこ とで は ない と考 え られ る。 一 方 だけ で もで きれ ば行 っ

た 方 が よいに き まっ て い る。 人間 が 行 う ことは,ど の 業務 を とっ て み て もわ り

と保 守 的な こ とが 多 い よ うで あ る。

み か けは 合 理 化 に 真正 面か ら と り くん でい る よ うに み え る大 手 企 業 に も無 駄

が 多 い 。最 近 の 経 験 だが この よ うな例 が あ った 。 契約 手続 とい うの は,ど ん な

こ とで も煩雑 だが,な か に ど うもふ に お ち な い こ とが あっ た。 同 じ様 式 の 注 文

書 を そ の た び に タイプ 印字 して もっ て くる。 この 労力 不 足 の折 りに タイ ピス ト

の 失 業 救済 で も あ る まい と いっ て指 摘 した ら,先 方で も同 じ ことを 考 えて い た

ら し く早速 改善 す る と恐縮 して い た。 そ うい うこ とは氷 山 の一 角だ と思 わ れ る。

企 業 が大 き くなれ ぽ な るほ ど,非 能 率 な 面が 多 くな る よ うに思 う。 だ れ もが

い ま行 って い る仕 事 の 中 でや め て もよ い こ とはず い 分 とあ るの では なか ろ うか。

そ れ は コ ン ピ ュー タ部 門 につ いて もい え る こ とで ある。

o

経 営 の 重 点 志 向と コ ン ピ ュー タ

さ きほ ど不 況 に な る と コ ン ピ ュー タ部 門 が 真 先 に槍 玉に あ げ られ て い る と述

べ た が,実 際 に 関 西の 大 手 企 業で そ れ まで3台 使 って いた コ ン ビ=一 タを1台

返 した とこ ろが あ っ た とい う。 セ ー ル スマ ンの 話で も集団 磁 気 デ ィ ス ク装 置を

契 約 して いた と ころが 不 況 を 理 由に 解 約 した とい うこ とを 聞 いた 。

歴 史 が浅 い コ ン ピュー タ とい うものXそ うい う ことが あ る と,な に か コ ン ピ

ュ ー タそ の ものX考 え方 に 焦 点 ぼけ が あ る よ うに 思 えて な ら な い。

T.1ノ ビ ッ トは著 書 「マ ー ケテ ィン グの革 新 」 の 冒頭 で こ う述 べ て い る。

"す べ て の企 業 に とっ て,ま ず 第一 の 任務 は企 業 を維 持存 続 させ る こ とで あ る。

そ の た め に は顧 客 を 獲 得 し,こ れ を維 持 しなけ れ ば な らな い。 この こ とは 普 通

製 品 を売 らなけ れ ば な らな い とい う意 味 に解 釈 され て い る。 この 本 の 中 心 的 テ
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一 マの一 つ は この解 釈 を 否定す る こ とで あ る。 事 実 は それ より も もっ と単純 で

か つ もっ と複雑 なの で あ る。 ∂ レ ビ ッ トの指 摘 を まつ まで も な く,わ が 国の 企

業は どこも売上重点志向で,大 車輪で突走って きた と思 う。それが最近の ドル

シ ョッ クに つ なが り,続 いて連 鎖 反 応的 に 経 済社 会 を 襲 った構 造 的 不況 で あ っ

た 。 い まや 経 営の 視 点 は マー ケテ ィ ング重 点 志 向 に大 き く転機 し よ う と して い

る。 この た め に コン ピュー タは ます ます 大 きな 役割 を 担 は され て い くよ うに思

う。

逆 説 的だ が,不 況 の た びに コ ン ピ ュー タ部 門 が槍 玉 に あ げ られ た り,撤 収 が

さXや かれ た りす るの は,コ ソ ピ=一 夕部 門 と して も反 省 しなけ れ ば な らな い

ことが 多 いの で は なか ろ うか 。 そ こで経 営 に 役 だ つ コン ピュー タ部 門 を 目指 す

とい うこ とX,コ ン ピュー タ部 門 自体が コス ト意 識 に徹 す る こ とが 大 事 な ポ イ

ン トで あ る。

コ ス ト意 識

シ ステ ムエ ン ジニ ア とい うと,い まは コ ン ピュ ー タが使 え るひ とで,ど ち ら

か とい う とコ ン ピュー タの技 術者 は だれ で も シス テ ムエ ンジ ニ ア(SE)と よば

れ て い るよ うに思 う。

そ れ で 一般 的 に い って しま うとい まの所 謂SEに は コス5意 識 が うす い の で

あ る。.:

い つで も コン ピュー タを 使 うと きは,一 旦 シス テ ムを組 ん で すべ りだ し てか

らい ろ い ろの 不都 合 に気 が つ い て,あ とか ら直 す とい うのが 普 通 で あ る。 コ ン

ピュー タは ブ ラ ッ クボ ックス(暗 箱)と い う考 え方 が あ るか ら,実 行 して み な

けれ ぽ よ くわ か らな い とい う考 え 方 が根 強い 。 また第 三 者 的 に もそ うい う こ と

は寛 大 に み られ て い る。 特 に メ ー カー の職 業 的SEだ った ら 自 分が した こ との

成果 に 対 して,厳 し くなけ れば い け な い。'

もち ろん 自分で もいつ も反 省す る こ とが 多 いが,SEの コス ト意識 につ い て

反 省 しなけ れ ぽ な らな い ことな どを実 例 を あげ て説 明 してみ よ う。
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印刷用紙の作 り方(そ の1)

コン ピュー タの ア ウ トプ ッ ト・フォームを 作 る と き,大 抵 の と ころ が プ リン タ

ーの 巾一杯 に あわ せ て設 計す る こ とが多 い
。

プ リン ター が132プ リン トポ ジ シ ョン あれ ば,ア ウ トプ ッ トした い と考 え

る沢 山の 項 目をつ め て,132桁 の制 限 に お さ ま る よ うに項 目と桁 数 をつ め て

あわ せ るの がふ つ うの 考 え 方だ と思 われ る。

と ころ が それ は実 際に は 間違 って い るの で は な い だ ろ うか 。 ア ウ トプ ッ トフ

ォー ムは コ ン ピュ ー タ担 当者 が きめ る もの で は勿 論 な い。 利 用 者 の要 求 に あ わ

せ て きめ る もの で あ る。 また 同 じデ ー タ も利 用者 の 階 層 に よっ て視 点 が異 るは

ず で あ る。 なに ご と も一 律に 考 え て しま う と ころ に む しろ無 理 が あ る。

そ れ 炉沢 山の項 目を つ め て プ リン ター の 巾に あわ せ る どい う こと にな る。 一

生 懸 命 努 力 して そ の 結 果 が役 に 立た ない 資 料 を作 っ てい る といわ れ る原 因 が,

実 は そ うい うと こ ろに もあ る よ うに 思 う。.

コ ン ピ ュー タを 使 う ときは,プ リン ター の 巾に は 一 向に 関係 な く,で きる だ

け 巾をつ めた 用 紙 の 設 計 を考 え た方 が経 済 的だ し,あ との処 理 や フ ァイ リン グ

に 手 間 を喰 わ ず,資 料 が 見や す くな る し,す べ て に よい。通 常 の 事 務 用 フ ォー

ムの大 き さに 統 一 で きれぽ 理 想 的で あ る。

印 刷 用紙 の作 り方(そ の2)

印 刷 用紙 は 対 外 的 な資 料 とか保 存 資料 な どに して 最少 限度 に 押 さえ る。 社 内

資 料 な どは で き るだ け ス トック フォー ムで 間 に あ わ せ る よ うに した ほ うが よい。

請 求 書 な どの 対 外 的 な資 料 はそ うは い くまい が,保 存 資料 な どは共 通 に 使 え

る よ うな印 刷 フォ ー ム を考 え る工 夫 が ほ しい。 た とえば売 上,仕 入 の 日計 表 は

性 格 的 にわ け て 二 様 式必 要 だ が,工 夫 す れ ば 一 様 式 で共 用す る こ とが で き よ う。

標 頒 を 日計 表 に して,売 上 か仕 入 か を リマ ー クで あ とか らプ リン トす る。 項 目

欄 の 標 頒を た とえ ば取 引先 とか 入 出金 な ど とすれ ば,双 方 兼 用 に作 れ る。

共通 様 式 に して お けば,プ リン ターに 用紙 のつ け かえが 少 な ≦て す む か らマ
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シン オペ レー シ ョンの 手 数が 楽 に な る。 貴重 な マ シン タイ ムが そ れ だ け ちyま

る。

印刷用紙の作 り方(そ の3)

頻 出度 が少 ない項 目は一 ヵ所 に ま とめ て し ま う とか,横 に 巾を ひろ げ な いで

通 常 の 項 目の あ とに行 を か え てつ づ け る とか 工 夫す れ ば よい。

繰 越

1

入 出 金
残 額

入 金 支 払

1

→

入 出 金 苦繰 越

入 金 支 払 残 額

苦繰 越

残 額

上の 図 で 左の 繰 越欄 と残 額 欄 は右側 で 一つ に ま とめ た 。 は じめ に 苦印 して繰

越 を記 入 し,入 出金の 状 況 を 記 入 して,最 後に 残 額 を記 入 す る。 右側 の 表 で支

障 は お こらな いは ずで あ る。

請求 金 額¥

売 上 金 額 入 金 額 差 引 残 額

明 細 記 入 欄.

チ 繰 越

↓

売 上 金額 入 金 額

明 細 記 入 欄

前回請求額 入 金 額 今 回買上額 今回請求額
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◎

請 求 書 は前 の よ うに差 引残額(或 い は繰 越欄)が あ るのが 普 通 の 様 式で あ る。

と ころが,数 字が 記 入 され て 実 際に差 引残 額欄 を使 うの は初 め と終 りだ け で あ

る。 それ な ら下の 図 の よ うに 明細 欄 の 下に移 して ,1行 別 に とった 方 が,用 紙

の 巾が 短 か くな るば か りで な く,み や す い。'よ く考 え てみ る志 そ うい う ことが

多 いの で は な いだ ろ うか。

用紙の使い方

,複 写 用紙 を使 うと きに 考 え た い ・ とカミあ る・2枚 鯛 埴 科が 脳 と:・普通

無雑 作 に2パ ー ツの 用 紙 を使 う。 用紙 代 は コン ピュー タの運 用費 に くらべ た ら

問題 外 とい う意 識 が あ るか ら1パ ー トの 用紙 を2度 にわ け て プ リン トす る こと

は あ ま り考 えな い。

計 算 セ ン ター な らい ざ しらず,自 社 だ けで使 っ てい る とこ ろは,デ リケ ー ト

な感 覚 で コス ト意識 をは た らかせ な けれ ば いけ ない 。

ス トック フ ォー ム1セ ・ッ ト当 り単 価

1P 2P

1円 σ0 3円60

ス トック フ ォー ム を使 う とき,1パ ー トを使 えば1枚 当 り1円 ぐら いです む

が,2パ ー ツを使 うと用 紙代 は 単 位 当た り約倍 に はね あが る。 長 い 資 料 で あれ

ば別 だ が,短 か い資 料 な らば部 数 を余 計 に とりた い と きに 内容 を プ リン トイメ

ー ジで デ ィス クか 磁気 テ ー プに とる
。 そ うして1パ ー トの用紙 で 必 要 部 数 を と

った 方が 経 済 的 で あ る。 オ ペ レー シ ョンが 連続 で 簡 単 だ し,通 算 す る と前後 の

用 紙 の む だが少 な い。 また 事 後処 理,編 集 も楽 に な る。

イ ンプ ッ トフ ォー マ ッ トの 検 討

仕 入伝 票 は 次の よ うな フォ ーマ ッ トに 設計 して使 っ て いた。
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仕 入 ・伝 』票

面

'讐 碑['7桁]・ 誓
_き

イ ンプ ッ トは カー ドで,右 の よ うな

設 計 で あ る。

イ ンプ ッ トの設 計 は もち ろん シ ステ

ム と関係 が あ る・か ら よ く検 討 した
、つ も

りだが,ど うして もあ とか ら ロ スが で

る。 商品 コー ドは類 別 ゴー ドと単 品 番

号 の組 合 せ で,類 別 ご とに仕 入 担 当者

は 決 まって い る。 明細 項 目か ら類 別 コ.

一 ドをキ ー に して 類別 二 担 当者 対 照

テ ニ ブルを 探 せ
,ば1よM6す な わ ち 明細

項 目の 商 品 コ 「一ドで担」当者 を きめ られ

西
国

91

.

41

/標 頒 明 細 『

種 伝 仕 ,担 商 数 単
別
コ 西'先
示

入

コ

当
コ

品
コ

1. 1 1 1

ド % ド ド ド 量 価
'(2) (5) (7) (5) (6) (8) (8)

カ ー ド ・レイ ア ウ ト

類 男1]コ ーご ド(3) 単 品 番 号(3)

商品 ゴー ドの 内容

る。簡 単 な こ とで実 は 発表 す る こ とが はず か しい こ とだが 意 外 と うう か り して

い る ことが あ る。,伝 票や カー ドは す でに 印 刷 した もの を 使 って い な い とい うこ

と。現 場 もそれ で慣 れ て い るか ら,へ た にし・じって シ ステ ム を変 え る とか え っ

て 混乱 を 起 こす の では な い か とい う不 安 も あ る。 で も こ うい う ことは 思 い きっ

て 改 善 した 方が よい。 デ ー タを作 る と きの キー パ'ンチ コ ス トを1ス トロー ク当

りで 計算 して みた 。 キー パ ン チマ シンが1日6時 間 動 くと して1カ 月 で は

6時 間 ×60分 ×25'日=8,000分

キー パ ンチマ シ ンの レン タル料は1カ 月8万 円で あ る。 分 当 りに して10円 。

事 務 要 員 の人 件 費は 月9万 だ か ら分 当 り約12円 二 あわ せ て22円 かxる 。
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陶

}
、

オ ベ レ ー
.タの 平 均 ス トロ ー 増 は 分 当 り 『oス トロ ー ク で あ っ た ・ す る と ス

トロ ー ク 当 り の パ ジ チ コ ス トは

22円 ÷60チ37銭
.,

伝 票 は 月 に2万 枚 ぐ ら い あb。 こ の 担 当 コ ー ド'5ス ト ロ ー ク が 抜 け た こ と に よ

り,ギ ニ パ ン チ コ ス トの 削 減 だ け で

37銭 ×5ス トローク×20,000=37,000

約4万 円 で あ る 。 …..、..、 、

伝 票の行 数 は ・～ ・行 が殆 どで あ る・ イ ンプ、ッ ト ・フ・7マ シトを 下郷 よ う

にす れ ば1枚 の カ ー ドに3行 が 収 まる こ とが わ か っ た 。 パ ン チ カー ドは 外 注 し

た方 が 安 くつく の で 外 注 して い るが,外 注 単 価で 比 較 して みた 。

い まの カー ド・フ ォー ム で パ ソ14

チ代 は

41桁 ～〈18銭7・50円

は

3行 分1枚 の カ ー ド亡 し た と き'・

80桁 ×18銭 ≒14.50円

雇願 目 明 細 項 目

365880

1 行 目 .2行 目 3行 目

種 伝 仕
入 商 数 単
票 先 品
コ コ ・

別 %、 | |
ド ド 量 価

(2) (5) (7) (6) (8) (8)

＼＼ .行 数

11行 2行 3行

1行 ご と に

1枚 のカー ド
7.50
P

15. 2250

カー ド1枚

に3行
14.50 1450 14.50

1行 ご とに1枚 の カ ー ドに した と き と3行 分1枚 の カ ー ド

に 入れ た と きの コス ト比較(単 位 円)

上の 表の よ うに2行 か ら3行 の伝 票が 多 い とき には3行 分 を1枚 の カ ー ドに
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収 め た 方が 経 済 的で あ る こ とが わ か る。 もち ろん そ れ以 .ヒに 担 当者 コー ドを 記

入 しない です む メ リ ッ トの 方 が大 きい に き まっ て い るが,簡 単 な ことで もメ リ

ッ トを 数字 で つか まな けれ ば 説 得 力 が ない。

以 上 いろ いう の例 で コ ス ト意識 に つ いて 説 明 して きた。 コ ン ピュー タが 効 果

を あげ て い ない とい う苦情 を よ くし らべ て み る と,こ うい う ささい な 問題 に お

い て も コス ト意識 の 問題 が あ りそ うで あ る。

(2)在 庫 管 理 で の導 入 採 算

イ ン ライ ンの 即時 処 理 で 在庫 管 理 して い る と ころが あ るが,在 庫 量 が 半分 ぐ

らい確 実 に減 らせ た とい う。 売 上 規 模 は次 の 通 り。

年 間 売 上 約100億

平 均 在 庫 約10億

ふ つ う在 庫 にかXる 費 用 は資 金 だ け の問題 で はな く,在 庫金 利,保 管 費用,

陳靴 その⑭ 雛 槌 る・下の表岬 均的数字をあげたが,予 想以上に知

る。 年 率25～30%ぐ らい に 考 え た 方が 実 際的 で あ る。 ことに 最 近 は;9一べ て

に 陳腐 化の ス ピー ドが早 くなっ て い るか ら,商 品 に よっ ては 相 当の 率に な るだ

ろ う。在 庫5億Q圧 縮 を在 庫 費 用 の節 減 で み る と,年 率25%と して

0.25
5億 × ≒1,000万

12ケ 月

在 庫 金額 に対 す る在 庫 管 理 の年 間 費 用率

南 川著在 庫 管理 よ り

科 目'
9%

科 目 %

在庫品の保管設備

整 備 費

運 搬 費

税 金

金 利

1.2～2.3

2.5ん5.0

1.6～4.4

0.4～0.8

&6～12.0

保 険 料

損 耗'費

陳 腐 化 費

そ の 他

0.2～03

04～1.4

0.5～1.5

0.3～0.7

計 15.7～28.4
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そ の 外 に 機 会損 失 の救 済が あ る。 下 表は ス「 ノ;一で 品切 れ の た め 顧 客 の要 撃

に こた え られ なか っ た 機 会損 失 を コ ン ピュー タで どれ だ け と り もど した か,品

切 れ 削減 率 を 示 した もの で あ る。

商 品 を豊 富 に そ ろ えて い るはず の デ パー トで さえ平 均35%の 品 切 れ率 が あ,

る とい う。

ttそれ だ け
で 拡 販 の 努 力 な しに 売 上 増進 に つ なが る品切 れ の 救済 をか りに25

%と す る とそ れ だけ の 年 間売 上は

100億 ×0.25=25億

純 利益 率 を1%と す る と純 利 益 に対 して25億 の1%,2,500万 貢 献 す る

こ とに な る。 半 月 間約200万 円で あ る。

コ ン ピュー タは勿 論 それ だけ で 動 か してい るわ け では な い か ら,そ の 外 に も

メ リッ トが あ.るはず だ が,在 庫 管 理 だ け で300万 以 上の メ リ ッ トが あが るわ

けで あ る。'.'

コ ン ビ=一 タの運 営 費 用 ぽ 約300万 とい うか ら,そ れ だ け で す で に 収支 相.

償 っ て い る。

レ ギュ ラ ー商 品の 単 品 別 在庫 管 理 の適 用 に よ る 「品切 れ 」

改 善効 果 実 績(1965年 中 の テ ス トに よる)

会社 適用部門
成 果
(品切れ 削減率)

会社 適 用部門
成 果
(品切れ 削減率)

A社 家 庭 用 品 50%減 幼 児衣 類 70%減

B社
薬 品

塗 料

53%

55%

F社

男 子 洋 品

文 房 具

小 間 物 用品

金 物

カ ー テ ン

塗 料

カ メ ラ

コル セ ッ ト

33%

16%

63%

48%

73%

10%

44%

25%

C社 化 粧 品 75%'

D社

化 粧 品

薬 品

家 庭 用 品

電 気 製 品

入 浴 用 品

59%

22%

73%

71%

76%

E社
化 粧 品 G社 家 庭 用 品 56%60%

子供衣 剰56%
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(3)導 入 効 果 の計 数 的考 え方 と実 績 比較

最 近の 物 価 上 昇は 著 しい よ うだ カ㍉ 鋼 材 や 電 力 料 の よ うな基本 的 物 価 の 上 昇

は それ ほ どで もな い。 そ れ に対 して 人件 費 の 上 昇 は 目を み は るもの が あ る。 そ

れ だけ 人 手 不足 が 深 刻 で あ る。

営 業 が激 しい競 争 を してい る と ころは人 件 費 が あが っ たか ら とい っ て,商 品

の価 格 を思 うよ うに は あげ られ な い悩 み が あ る。 工 賃 の よ うな人 件 費は 確 実 に

あが る。

合 理化 が お題 目で あ り,ひ と頃 の 合 理化 運 動 が 企 業 の ア ク セサ リーで あ っ た

時 代 はす で に 終 った 。 省 力化 ぱ 現 実 問題 と し て企 業 の 存続 条 件 に な って い る。

人 件 費は ベー ス ア ップで毎 年必 ず あ が る。 また 生 活水 準が 向上 した こ とな どで,

労働に対す る価値感が年を追 って急激に変化 し,単 位 当 り人件費に対す る仕事

の成果はむか しほど多 くを望めな くなった。 この ような労働の質の低下に よる

相対的な人件 費の上昇率 を仮に価値係数 とよんでみよう。

そ こで た とえば,ベ ー スア ップが 年 率5%,価 値 係 数 が5%ア ップ とす る。

こ う して 計 算す る と,人 件 費 は 年度 ご とに 下 表 で表 わ した 上 昇率 で 上 昇す る。

＼
年次＼ ベ ニ ス ア ップ 価 値 係 数 上 昇 率

1年 1.05 1.05 1.1

2.・' (1105)2 (1.05)2 1.22

3' (1.05)3 , (LO5)3 1.34

4 (1.oめ4 (1.05)4 1.47

5 (1.05)5 (1.05)5 1.62

資料 は 卸売 業の 場 合 で,年 商 約80億,従 業 員約300名 の 企 業 での 例 で あ

る。

売 上,仕 入 及 び商 品 出 入 管理 の 基本 業 務 を対 象 と して機 械化 計 画 を進 め,カ

ー ド・ベース の 小 規模 な コ ン ピュ ー タを入 れ て 一年 た った 。

導 入前 の 採 算 計算 は 次 の よ うに 考 え てい た 。
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売 上,仕 入及 び 商品 出 入 管理 を 機械 化 す れ ば,そ れ ぞれ の 担 当部 門が 省力 化

され る筈 だ が,そ の 効 果 を仮 に10名 減 員 と考 えた 。

現 在 の人 件 費を 実.は今か らみ る と過少 だ が65,000円 とみ た。.そ うす ると

10人 分 の 人件 費

65,000×10人=65万 円

そ こで 『1ンピ=一 夕に お きか わ る人 件 費 を65万 円 と考 え る。

ふ つ う手 業 は 年 を 追 って 拡 張 して し・るか ら,年 々業務 量は ふ え る。 ふ えて い .

る業務 量 に あわ せ て コ ン ピュ ー タの能 力 は あげ て い か な けれ ば な らない 。 そ
.こ

で3年 目か らは 大 きな コ ン ビa－ タと入 れか え る こ とに した 。

コ ン ピュ ニ タを 入れ ず に そ の ま 入手 作 業 を続 け て い る と,ふ えた 業 務 量 を処

理 す るた め 相 当の 人員 が ふ えて い る筈 で あ る。

そ の と きは 機 械化 して い るた めに,仕 事 が ふ え て も差 引 き20人 ぐ らい の省

力化 が で き る と考 え る。 これ らの 仮 定 を も とに して,コ ゾ ビ ュ一 夕を 入れ た 工

め に省 力 化 され て コン ピュー タにお きか え られ る人 件 費 を 計算 す る と下 の表 の

よ うに な る。

年 次 月 間 年 間

1現 行 システ ム

1年 目 6.5万 ×10×1.1 ×128,600,000 .

2年 目' 6.5万 ×10×1.22 9,500,000

皿拡 張 シ ステ ム

3年 目 6.5万 ×20×1.34 20,900,000

4年 目 6.5万 ×20×1.47 22,900,000

5年 目 6.5万 ×20×1.62 25,300,000

合 計' 87,200,000

コ ン ピュ ー タを入 れ て節 減 され る人 件 費

直 接 コ ン ピュー タに かxる 費用 は 当初 の コ ン ピ ュー タに100万,拡 張 シス

テ ム に200万 とす る。 次 の表 に こ う して 計 算 した コンピュータの 費 用 と節 減 さ

れ た 人 件 費 とを一 緒 に 並べ てみ た 。 この 表か ら み る と4年 目まで は コ ン ビュー
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タゼ入れた 入あと)費用増b芳 が,省 力化効果を上回6て いるが,5年 自か らほ

省力化効果の方が費用増 を上回って,漸 進 的に効果をあげ てい く計算になった。

この 例にあげた数 字の根拠はいまになって考え'るとずい分内輪の数字 になっ

た。 人 件 費 の実 際 の 数字 は 見 込数 字 を は るか に オ ー バー した 。 導 入 前 後 の費 用

実 績比 較 を 表 に した。

人件 費 の 算 定は こ まか い と ころ を省 略 して あ る。 厳 密 な 意味 の 人 件 副 費 は含

まれ て い ない か ら,実 際 とは 大 分 ちが うと思 うが,目 安 と して考 えて い た 父き

た い。

この 資料 で 面 白 い こ とは,い ま 入で に説 明 した 導 入 前 の試 算 結 果 とほ 父符合

してい る ことで あ る。

年 次 1カ 月 分 1年 分 の コンピュー タ費用 節減 され た人件費

1年 目 1,000,000 ×1212,000,000 a60qoOO .・
7

2年 目 1,000,000 ×12-12,000,000 9,500,000

3年 目 2,000,000 ×1224000,000 20,900,000

4年 目 2,000,000 ×1224,000,000 22900,000

▲

5年 目 2000,000 ×1224,000,000 25,300,000

96000,000 8硫200,000

日

,
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コ ソ ピュー タ導 入 前 と導入 一 年 後 の事務 処 理 経費 比 較

(月 間)(単 位:千 円)

コ ン ピュ ータ導 入 前 コンピュータ導入一年後4512月 現在

費 目 差 額
'註

摘 要 員 数 金 額 小 計 摘 要 員 数 金 額 小 計

人件費 29名 1,650 1,200 △450 11名 減

IBM

NEAC
'・360/20

1式 ・ 620

1210 1台 250 コン ピ ュータ,
.

統計機 IBM
キ ー パ ン チ

5台 150

機械類 カシオ
伝票発行機

2台 100 電源設備

リース料
1式 70

ア ドパンチ ャ 1台 50

HITAC
伝票発行機

2台 150

400
エアシュ一夕

償却費
1式 15 1,035 635

プ ランク
80,000 40

カ ー ド

・ 売上,仕 入

カー ド
40,000 20

請 求 書 1,000 9

売掛 台帳 500 1
,

買掛 台帳 1,000 2

消 耗
売上,仕 入

日 計
1,000 1

品 費 商品管理表 3,000 15

営 業 日報 500 4

z

ヲ㌶1P 1,000 1

`

"2P 1,000 3

"3P 500 5

.

手 書台帳 2

紙 テ ー プ 2'

50 リ ボ ン 2 107 57

外註費 一 カードパンチ 120 120

その他 20 20 一

合 計 2,120 2,482 362
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